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重 点 事 項



１．医師確保対策について 

 

我が国においては、医療の高度化、高齢者の増加等による医療全体のニーズの伸びに、

医師数の増加が追いついておらず、また、人口当たり医師数が OECD 平均を下回っており、

医師の絶対数が不足していることが指摘されている。 

また、へき地等の地域における偏在、救急・産科を始めとした診療科における偏在が生

じており、さらに特に病院の医師が夜勤・当直などで疲弊し、厳しい勤務環境となってい

る。 

 

このため、医師数について、増員する方向で施策を実施してきており、本年度医学部定

員を過去最大規模まで（8,486 名）増員するとともに、来年度も、さらなる増員（360 名程

度）を行う予定。 

また、短期的な施策として、平成 22 年度予算案において、地域や診療科による医師の偏

在解消等のため、 

・ 厳しい勤務環境で働く医師を応援するための救急医療、分娩、新生児医療を担う勤務

医等の手当への財政支援 

・ 医師不足地域の臨床研修病院において研修医が宿日直等を行う場合の医療機関への財

政支援 

・ 出産・育児等により離職している女性医師の復職支援のための都道府県への受付・窓

口の設置等の支援 

・ 病院内保育所の運営等に対する財政支援の拡充 

等を計上。 

 

さらに、平成 21 年度第一次補正予算において、都道府県に「地域医療再生基金」を設置

し、平成 25 年度までの 5年間、地域の医療課題の解決に向けて都道府県が策定する「地域

医療再生計画」に基づく地域の医師確保、医療機能の強化等の取組を支援することとして

いる。 

 

また、予算だけではなく、制度面での対策として、 

・ 「チーム医療の推進に関する検討会」を開催し、看護師など各医療関係職種の専門性

を活かした適切な役割分担について検討（平成 21 年度末までに具体策を取りまとめ） 

・ 文部科学省と厚生労働省が一体となって、臨床研修制度の見直しを実施 

など、様々な対策を実効性ある形で推進しているところ。 
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3
9
1
1
1
2
6
4
1
1
2
6
9
1
1
0
5
9
1
1
0
3
4

1
2
.0

 
1
2
0
0
0

出
生

千
人

当
た

り
産

婦
人

科
・

産
科

医
師

数

3,9
91

3,6
97

35
00

4,0
00

4,5
00

1
1
0
3
4
1
0
5
9
4

1
0
0
7
4
1
0
3
8
9

9
6

9
5

1
0
.0

 

1
1
.0

 

1
0
0
0
0

1
1
0
0
0

3,3
06

2,9
33

2 ,5
67

25
00

3,0
00

3,5
00

9
.2

 
9
.3

 
9
.4

 
9
.3

 
9
.6

 
9
.5

 
9
.2

 
9
.5

 

8
.0

 

9
.0

 

8
0
0
0

9
0
0
0

,

1,7
20

1,6
25

15
03

2,2
71

2,0
72

1,8
03

1,6
12

15
00

2,0
00

2,5
00

総
数

一
般

病
院

一
般

診
療

所

6
.0

 

7
.0

 

6
0
0
0

7
0
0
0

1,5
03

1,3
21

1,1
26

1,4
41

50
0

1,0
00

1,5
00

5
.0

 
5
0
0
0

平
成

6
8

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

0

50
0

H8
11

 
14

 
17

 
20

 

9



医
師

が
医

療
機

関
に

滞
在

す
る

時
間

う
ち

診
療

教
育

等
時

間
を

合
計

し
休

憩
時

間
自

己
研

修
研

「
医

師
需

給
に

係
る

医
師

の
勤

務
状

況
調

査
」
に

よ
る

医
師

の
従

業
時

間

医
師

が
医

療
機

関
に

滞
在

す
る

時
間

の
う
ち

、
診

療
・教

育
等

の
時

間
を

合
計

し
、
休

憩
時

間
・自

己
研

修
・研

究
を

除
い

た
も

の
を

従
業

時
間

と
す

る
と

、
年

齢
階

級
別

の
従

業
時

間
は

次
の

と
お

り
。

（
病

院
常

勤
医

の
平

均
従

業
時

間
は

平
均

で
週

4
8
時

間
だ

が
、

診
療

所
常

勤
医

の
平

均
従

業
時

間
は

平
均

す

る
と

週
4
0
時

間
を

下
回

る
）

※
な

お
、
休

憩
時

間
や

自
己

研
修

・研
究

等
に

充
て

た
時

間
を

含
め

た
、

病
院

常
勤

医
師

が
医

療
機

関
に

滞
在

す
る

時
間

は
、
平

均
週

6
3
時

間
。

病
院

常
勤
医
師
の

平
均
従
業
時

間

70

時
間

男
性

女
性

病
院

常
勤

医
師

の
平

均
勤

務
時

間
診

療
所
常

勤
医

師
の

平
均

従
業

時
間

70

時
間

男
性

女
性

診
療

所
常

勤
医

師
の

平
均

勤
務

時
間

405060

405060

203040

203040

010

20
歳

代
30

歳
代

40
歳

代
50

歳
代

60
歳
代

70
歳
代

010

20
歳

代
30

歳
代

40
歳
代

50
歳

代
60

歳
代

70
歳
代

8

男
性

57
.4

52
.2

49
.6

43
.7

35
.4

30
.1

女
性

52
.2

47
.8

44
.6

41
.6

35
.3

31
.4

男
性

38
.1

42
.7

41
.5

36
.5

36
.2

25
.3

女
性

42
.3

40
.7

29
.7

23
.2

30
.7

31
.4

代
代

代
代

代
代

（
出

典
）
「
日

本
の

医
師

需
給

の
実

証
的

調
査

研
究

」
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女
性

医
師

の
年

次
推

移

○
全

医
師

数
に

占
め

る
女

性
医

師
の

割
合

は
増

加
傾

向
に

あ
り

平
成

２
０
年

時
点

で
1
8

1
%
を

占
め

る

女
性

医
師

の
推

移
○

全
医

師
数

に
占

め
る

女
性

医
師

の
割

合
は

増
加

傾
向

に
あ

り
、

平
成

２
０
年

時
点

で
1
8
.1

%
を

占
め

る
。

○
近

年
、

医
学

部
入

学
者

に
占

め
る

女
性

の
割

合
は

約
３

分
の

１
と

な
っ

て
い

る
な

ど
、

若
年

層
に

お
け

る

女
性

医
師

の
増

加
は

著
し

い
。

医
学

部
入

学
者

数
に

占
め

る
女

性
の

割
合

女
性

医
師

数
の

割
合

1
8

1
%

3
0
%

3
5
%

4
0
%

1
8
.1

%

1
5
%

2
0
%

2
5
%

3
0
%

0
%

5
%

1
0
%

1
5
%

0
%

（出
典

）医
師

・歯
科

医
師

・薬
剤

師
調

査
（出

典
）文

部
科

学
省

「学
校

基
本

調
査

」
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女
性

医
師

の
従

業
率

の
Ｍ

字
カ

ー
ブ

女
性

師
が

師
と

就
業

率
学

部
卒

業
後

年
が

経
れ

減
少

傾
向

を
た

ど
卒

業
後

１
１

女
性

医
師

が
医

師
と

し
て

就
業

し
て

い
る

率
は

、
医

学
部

卒
業

後
、

年
が

経
つ

に
つ

れ
て

、
減

少
傾

向
を

た
ど

り
、

卒
業

後
１
１

年
（
概

ね
３

６
歳

）
で

７
５

．
５

％
で

最
低

と
な

っ
た

後
、

再
び

就
業

率
が

回
復

し
て

い
く
。

男
性
医
師
と
女

性
医
師
の
従
業
率

男
性
医
師
と
女

性
医
師
の
従
業
率

1
0
0
.0
%

8
9
.9
%

8
0
.0
%

9
0
.0
%

7
6
.0
%

7
0
.0
%

8
0
.0
%

男
性

女
性

6
0
.0
%

4
0
0
%

5
0
.0
%

（
注

）
医

師
が

２
５
歳

で
卒

業
す

る
と

仮
定

し
た

場
合

の
就

業
率

で
あ

る
。

「
日

本
の

医
師

需
給

の
実

証
的

調
査

研
究

」
（
主

任
研

究
者

長
谷

川
敏

彦
）

4
0
.0
%

2
5

3
0

3
5

4
0

4
5

5
0

5
5

6
0

6
5

7
0

7
5

12



医
学

部
入

学
定

員
の

年
次

推
移

1
0
,0

0
0

８
,８

４
６

人
【
３

６
０

人
増

】
（
2
0
1
0
年

度
予

定
）

（
人

）

8
,0

0
0

9
,0

0
0

8
,2

8
0
人

（
1
9
8
1
～

1
9
8
4
年

）
8
,4

8
6
人

【
6
9
3
人

増
】

（
2
0
0
9
年

）

7
,0

0
0

7
,6

2
5
人

（
2
0
0
3
～

2
0
0
7
年

）
1
9
8
2
年

閣
議

決
定

「
医

師
に

つ
い

て
は

2
0
0
8
年

5
0
0
0

6
,0

0
0

「
医

師
に

つ
い

て
は

全
体

と
し

て
過

剰
を

招
か

な
い

よ
う

に
配

慮
」

2
0
0
8
年

閣
議

決
定

「
早

急
に

過
去

最
大

程
度

ま
で

増
員

す
る

」

4
,0

0
0

5
,0

0
0

3
,0

0
0

1
9
7
3
年

閣
議

決
定

「
無

医
大

県
解

消
構

想
」

2
,0

0
0
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救
命

救
急

セ
ン

タ
及

び
第

二
次

救
急

医
療

機
関

（
総

合
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン

タ
地

域
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン

タ

救
急

勤
務

医
支

援
事

業
2
,0

6
3
,1

6
4
千

円
（
2
,0

4
4
,9

6
7
千

円
）

（
カ

ッ
コ

内
は

2
1
年

度
予

算
額

。
以

下
同

じ
）

救
命

救
急

セ
ン

タ
ー

及
び

第
二

次
救

急
医

療
機

関
（
総

合
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン

タ
ー

、
地

域
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン

タ
ー

を
含

む
）
に

勤
務

す
る

救
急

医
（
産

科
医

、
麻

酔
科

医
、

新
生

児
科

医
、

小
児

科
医

等
を

含
む

）
の

処
遇

改
善

を
図

る
た

め
、

休
日

・
夜

間
に

お
い

て
救

急
勤

務
医

手
当

（
宿

日
直

手
当

や
超

過
勤

務
手

当
と

は
別

）
を

支
給

す
る

。

（
対

象
経

費
）

勤
務

医
に

対
す

る
手

当
（
救

急
勤

務
医

手
当

）
（
補

助
先

）
都

道
府

県
（
間

接
補

助
先

：
厚

生
労

働
大

臣
が

認
め

る
者

）
（
補

助
率

）
1
/
3
（
負

担
割

合
：
国

1
/
3
、

都
道

府
県

2
/
3
以

内
、

市
町

村
2
/
3
以

内
、

事
業

主
2
/
3
以

内
）

（
積

算
単

価
）

土
日

祝
日

の
昼

間
1
3

5
7
0
円

／
回

夜
間

1
8

6
5
9
円

／
回

（
積

算
単

価
）

土
日

祝
日

の
昼

間
1
3
,5

7
0
円

／
回

、
夜

間
1
8
,6

5
9
円

／
回

（
創

設
年

度
）

平
成

2
1
年

度

産
科

医
等

確
保

支
援

事
業

2
2
4
3

8
6
7
千

円
（
2

7
7
0

2
0
7
千

円
）

産
科

医
等

の
処

遇
を

改
善

し
そ

の
確

保
を

図
る

た
め

、
分

娩
手

当
等

を
支

給
す

る
分

娩
取

扱
機

関
に

対
し

て
財

政
支

援
を

行
う

。産
科

医
等

確
保

支
援

事
業

2
,2

4
3
,8

6
7
千

円
（
2
,7

7
0
,2

0
7
千

円
）

（
対

象
経

費
）

産
科

医
等

に
対

す
る

手
当

（
分

娩
取

扱
手

当
）

（
補

助
先

）
都

道
府

県
（
間

接
補

助
先

：
市

町
村

、
厚

生
労

働
大

臣
が

認
め

る
者

※
)

※
高

額
な

分
娩

費
用

を
得

て
い

る
分

娩
取

扱
機

関
を

除
く
。

※
高

額
な

分
娩

費
用

を
得

て
い

る
分

娩
取

扱
機

関
を

除
く
。

（
補

助
率

）
１

／
３

（
負

担
割

合
：
国

1
/
3
、

都
道

府
県

2
/
3
以

内
、

市
町

村
2
/
3
以

内
、

事
業

主
2
/
3
以

内
）

（
積

算
単

価
）

1
0
千

円
／

件
（
創

設
年

度
）

平
成

２
１
年

度
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産
科

医
等

育
成

支
援

事
業

4
4
,0

0
0
千

円
（

6
4
,6

0
0
千

円
）

臨
床

研
修

修
了

後
の

後
期

研
修

で
産

科
を

選
択

す
る

者
の

処
遇

改
善

を
行

う
医

療
機

関
に

対
し

て
財

政
支

援
を

行
い

、
産

科
を

志
望

す
る

若
手

医
師

等
の

確
保

を
図

る
。

（
対

象
経

費
）

産
科

後
期

研
修

医
に

対
す

る
手

当
（
研

修
医

手
当

等
）

（
対

象
経

費
）

産
科

後
期

研
修

医
に

対
す

る
手

当
（
研

修
医

手
当

等
）

（
補

助
先

）
都

道
府

県
（
間

接
補

助
先

：
市

町
村

、
厚

生
労

働
大

臣
が

認
め

る
者

）
（
補

助
率

）
１

／
３

（
負

担
割

合
：
国

1
/
3
、

都
道

府
県

2
/
3
以

内
、

市
町

村
2
/
3
以

内
、

事
業

主
2
/
3
以

内
）

（
積

算
単

価
）

１
人

あ
た

り
月

額
5
万

円
（
創

設
年

度
）

平
成

２
１
年

度

過
酷

な
勤

務
状

況
に

あ
る

新
生

児
医

療
担

当
医

（
新

生
児

科
医

）
の

処
遇

を
改

善
す

る
た

め
、

出
産

後
Ｎ

ＩＣ
Ｕ

へ
入

室
す

る
新

生
児

を
担

当
す

師
対

手
当

を
支

給
す

新
生

児
医

療
担

当
医

（
新

生
児

科
医

）
確

保
事

業
（
新

規
）

1
2
1
,8

3
3
千

円
（

0
千

円
）

生
児

を
担

当
す

る
医

師
に

対
し

手
当

を
支

給
す

る
。

（
対

象
経

費
）

出
産

後
N
IC

U
に

入
る

新
生

児
を

担
当

す
る

医
師

に
対

す
る

手
当

（
補

助
先

）
都

道
府

県
（
間

接
補

助
先

：
市

町
村

、
そ

の
他

厚
生

労
働

大
臣

が
認

め
る

者
）

（
補

助
先

）
都

道
府

県
（
間

接
補

助
先

：
市

町
村

、
そ

の
他

厚
生

労
働

大
臣

が
認

め
る

者
）

（
補

助
率

）
1
/
3
（
国

1
/
3
、

都
道

府
県

2
/
3
以

内
、

市
町

村
2
/
3
以

内
、

事
業

主
2
/
3
以

内
）

（
積

算
単

価
）

1
0
,0

0
0
円

（
新

生
児

1
人

入
院

す
る

ご
と

）
（
創

設
年

度
）

平
成

2
2
年

度
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産
科

産
婦

人
科

小
児

科
に

お
け

る
臨

床
研

修
に

お
い

て
研

修
医

が
宿

日
直

を
行

た
場

合
に

研
修

医
と

と
も

に
当

直
を

行

産
科

・
小

児
科

宿
日

直
研

修
事

業
経

費
2
5
9
,2

9
0
千

円
（
2
6
1
,1

8
0
千

円
）

産
科

、
産

婦
人

科
、

小
児

科
に

お
け

る
臨

床
研

修
に

お
い

て
研

修
医

が
宿

日
直

を
行

っ
た

場
合

に
研

修
医

と
と

も
に

当
直

を
行

う
指

導
医

等
の

手
当

に
つ

い
て

財
政

的
支

援
を

行
う

。

（
対

象
経

費
）
指

導
医

等
の

手
当

（
象

経
費

）
指

導
医

等
手

当
（
研

修
人

員
）
６

，
４

５
０

人
（
補

助
先

）
公

私
立

大
学

附
属

病
院

、
厚

生
労

働
大

臣
の

指
定

し
た

公
私

立
病

院
（
補

助
率

）
定

額
（
積

算
単

価
）
6
7
千

円
（
月

額
）
／

１
人

（
積

算
単

価
）
6
7
千

円
（
月

額
）
／

１
人

（
創

設
年

度
）
平

成
１

９
年

度

出
産

・
育

児
及

び
離

職
後

の
再

就
業

に
不

安
を

抱
え

る
女

性
医

師
等

に
対

し
、

各
都

道
府

県
に

お
い

て
受

付
・
相

談
窓

口
を

設
置

し
て

復
職

の
た

め
の

研
修

受
入

医
療

機
関

の
紹

介
や

出
産

育
児

等
と

勤
務

と
の

両
立

を
支

援
す

る
た

め
の

助
言

及
び

女
性

医
師

等
就

労
支

援
事

業
2
8
6
,0

1
0
千

円
（
4
0
9
,8

4
5
千

円
）

設
置

し
て

、
復

職
の

た
め

の
研

修
受

入
医

療
機

関
の

紹
介

や
出

産
・
育

児
等

と
勤

務
と

の
両

立
を

支
援

す
る

た
め

の
助

言
及

び
就

労
環

境
の

改
善

を
行

い
、

女
性

医
師

等
の

離
職

防
止

や
再

就
業

の
促

進
を

図
る

。

（
対

象
経

費
）

相
談

窓
口

経
費

：
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
謝

金
、

消
耗

品
費

等
病

院
研

修
経

費
：
指

導
医

謝
金

、
賃

金
等

就
労

環
境

改
善

経
費

：
就

労
環

境
改

善
に

必
要

な
経

費
（
補

助
先

）
都

道
府

県
（
間

接
補

助
先

：
市

町
村

、
厚

生
労

働
大

臣
の

認
め

る
者

）
（
補

助
率

）
1
/
2
（
国

1
/
2

都
道

府
県

1
/
2
）

（
補

助
率

）
1
/
2
（
国

1
/
2
、

都
道

府
県

1
/
2
）

（
創

設
年

度
）

平
成

2
0
年

度
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病
院

内
保

育
所

運
営

事
業

2
,0

5
8
,9

0
4
千

円
（
1
,9

9
4
,3

7
5
千

円
）

子
供

を
持

つ
看

護
職

員
、

女
性

医
師

を
は

じ
め

と
す

る
医

療
従

事
者

の
離

職
防

止
及

び
再

就
業

を
促

進
す

る
た

め
、

医
療

機
関

に
勤

務
す

る
職

員
の

乳
幼

児
の

保
育

を
行

う
病

院
内

保
育

所
の

運
営

に
対

す
る

支
援

を
行

う
。

（
対

象
経

費
）

保
育

士
等

人
件

費
、

委
託

料
（
補

助
先

）
都

道
府

県
（
間

接
補

助
先

：
民

間
の

医
療

機
関

）
（
補

助
率

）
1
/
3
（
国

1
/
3
、

県
1
/
3
、

事
業

者
1
/
3
）

（
積

算
単

価
）

（
積

算
単

価
）

（
創

設
年

度
）

昭
和

4
9
年

度
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地
域

医
療

再
生

基
金

の
概

要

○
地

域
の

医
師

確
保

救
急

医
療

の
確

保
な

ど
地

域
に

お
け

る
医

療
課

題
の

解
決

を
図

る
た

め
都

道
府

県
に

○
地

域
の

医
師

確
保

、
救

急
医

療
の

確
保

な
ど

、
地

域
に

お
け

る
医

療
課

題
の

解
決

を
図

る
た

め
、

都
道

府
県

に
基

金
を

設
置

。
○

従
来

の
病

院
毎

（
点

）
へ

の
支

援
で

は
な

く
、

都
道

府
県

が
策

定
す

る
地

域
医

療
再

生
計

画
に

基
づ

く
対

象
地

域
全

体
（
面

）
へ

の
支

援
。

事
業

概
要

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

全
体

（
面

）
の

支
援

。

６
月

５
日

都
道

府
県

へ
交

付
要

綱
等

を
発

出

1
0
月

1
6
日

7
5
0
億

円
の

執
行

停
止

を
閣

議
決

定

1
1
月

６
日

地
域

医
療

再
生

計
画

の
提

出
期

限

○
対

象
地

域
二

次
医

療
圏

を
基

本
と

す
る

地
域

○
対

象
事

業
地

域
の

実
情

に
応

じ
て

自
由

に
事

業
を

決
定

た
だ

し
、

医
師

確
保

事
業

は
必

須
要

件
1
2
月

1
8
日

都
道

府
県

に
対

す
る

交
付

金
の

額
の

内
示

１
月

８
日

交
付

金
の

交
付

申
請

期
限

１
月

中
都

道
府

県
に

対
す

る
交

付
金

の
交

付
決

定

○
計

画
期

間
平

成
2
5
年

度
ま

で
の

５
年

間

○
予

算
総

額
2
,3

5
0
億

円
（
2
5
億

円
×

9
4
地

域
）

手
続

の
流

れ

有
識

者
に

よ
る

随
時

相
談

①
計

画
の

提
出

都
道

府
県

厚
労

省

③
交

付
金

の
交

付

有
識

者
に

よ
る

協
議

会
基

金
②

計
画

の
審

議

随
時

相
談

厚
労

省
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・
都

道
府

県
は

２
次

医
療

圏
（
人

口
3
0
万

人
程

度
）
を

選
定

し
て

地
域

医
療

再
生

計
画

を
策

定
。

都
道

府
県

は
５
年

間
程

度
基

金
を

設
置

し
医

師
確

保
や

地
域

診
療

機
能

強
化

取
組

み
国

は
財

政
支

援

地
域

医
療

再
生

事
業

（
２
１
年

度
補

正
予

算
）

医
師

確
保

の
例

☆
奨

学
金

等
を

使
い

都
道

府
県

は
５
年

間
程

度
の

基
金

を
設

置
し

、
医

師
確

保
や

地
域

の
診

療
機

能
強

化
に

取
組

み
、

国
は

財
政

支
援

。
【
文

部
科

学
省

、
総

務
省

と
連

携
】

大
学

病
院

中
核

病
院

都 道

☆
医

学
部

地
域

枠
や

卒
業

後
の

都
道

府
県

就
職

予
定

者
へ

の
奨

学
金

☆
奨

学
金

等
を

使
い

、
都

道
府

県
の

人
事

に
属

す
る

医
師

を
増

加

＜
事

業
例

＞

○
医

療
機

能
の

強
化

道 府 県

☆
医

師
派

遣
を

行
う

公
的

病
院

や
民

間
病

院
に

財
政

支
援

○
医

療
機

能
の

強
化

・
地

域
医

療
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

を
構

築
・
新

生
児

集
中

治
療

室
や

ＩＴ
基

盤
等

施
設

・
設

備
の

整
備

・
診

療
所

医
師

に
よ

る
病

院
外

来
・
救

急
へ

の
協

力
を

支
援

循
環

急
の

協
力

を
支

援

○
医

師
等

の
業

務
負

担
の

軽
減

・
医

師
事

務
作

業
補

助
者

の
設

置
等

○
医

師
・
看

護
師

等
の

養
成

力
強

化

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

形
成

集
中

治
療

室
医

療
機

器
等

の
整

備
後

方
病

床
の

整
備

退
院

支
援

の
体

制
強

化
医

療
従

事
者

研
修

医
療

従
事

者
研

修

リ
ハ

ビ
リ
室

の
拡

充
整

備○
医

師
不

足
地

域
へ

の
医

師
派

遣
地

域
の

診
療

機
能

強
化

の
例

医
師

不
足

の
医

療
機

関

診
療

所
救

命
救

急
セ

ン
タ

ー
後

方
支

援
病

院
リ
ハ

ビ
リ
強

化
病

院

継
続

的
に

健
康

管
理

紹
介

紹
介

紹
介

集
中

治
療

室
・医

療
機

器
等

の
整

備
後

方
病

床
の

整
備

リ
ハ

ビ
リ
室

の
拡

充
整

備

2
次

医
療

圏
（
3
0
万

人
規

模
）

1
次

医
療

圏
（
市

町
村

程
度

）
日

常
生

活
圏

広
域

圏

健
康

管
理

救
急

車
に

よ
り
入

院
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チ
ー

ム
医

療
の

推
進

に
関

す
る

検
討

会

趣
旨

チ
ー

ム
医

療
を

推
進

す
る

た
め

厚
生

労
働

大
臣

の
下

に
有

識
者

で
構

成
さ

れ
る

検
討

チ
ー

ム
医

療
を

推
進

す
る

た
め

、
厚

生
労

働
大

臣
の

下
に

有
識

者
で

構
成

さ
れ

る
検

討
会

を
開

催
し

、
日

本
の

実
情

に
即

し
た

医
師

と
看

護
師

等
と

の
協

働
・
連

携
の

あ
り
方

等
に

つ
い

て
検

討
を

行
う

。
（
平

成
2
1
年

度
末

ま
で

に
具

体
策

を
取

り
ま

と
め

る
予

定
）

秋
山

正
子

ズ
白

十
字

訪
看

護

構
成

員
○

座
長

島
崎

謙
治

政
策

究
大

学
院

教
授

秋
山

正
子

ケ
ア

ー
ズ

白
十

字
訪

問
看

護
ス

テ
ー

シ
ョ
ン

所
長

有
賀

徹
昭

和
大

学
医

学
部

救
急

医
学

講
座

教
授

井
上

智
子

東
京

医
科

歯
科

大
学

大
学

院
教

授

島
崎

謙
治

政
策

研
究

大
学

院
教

授

瀬
尾

憲
正

自
治

医
大

麻
酔

科
学

・
集

中
治

療
医

学
講

座

教
授

海
辺

陽
子

Ｎ
Ｐ

Ｏ
法

人
が

ん
と

共
に

生
き

る
会

副
理

事
長

大
熊

由
紀

子
国

際
医

療
福

祉
大

学
大

学
院

教
授

太
田

秀
樹

医
療

法
人

ア
ス

ム
ス

理
事

長

竹
股

喜
代

子
亀

田
総

合
病

院
看

護
部

長

永
井

良
三

東
京

大
学

大
学

院
医

学
研

究
科

教
授

西
澤

寛
俊

全
日

本
病

院
協

会
会

長

○

太
田

秀
樹

医
療

法
人

ア
ス

ム
ス

理
事

長

加
藤

尚
美

日
本

助
産

師
会

会
長

川
嶋

み
ど

り
日

本
赤

十
字

看
護

大
学

教
授

西
澤

寛
俊

全
日

本
病

院
協

会
会

長

羽
生

田
俊

日
本

医
師

会
常

任
理

事

宮
村

一
弘

日
本

歯
科

医
師

会
副

会
長

山
本

信
夫

本
薬

剤
師

会
副

会
長

坂
本

す
が

日
本

看
護

協
会

副
会

長

朔
元

則
国

立
病

院
機

構
九

州
医

療
セ

ン
タ

ー
名

誉
院

長

山
本

信
夫

日
本

薬
剤

師
会

副
会

長

山
本

隆
司

東
京

大
学

大
学

院
法

学
政

治
学

研
究

科
教

授
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臨
床

研
修

制
度

の
見

直
し

の
概

要

臨
床

研
修

制
度

の
基

本
理

念
の

下
で

臨
床

研
修

の
質

の
向

上
を

図
る

と
と

も
に

医
師

不
足

へ
の

対
応

を
行

う
。

※
基

本
理

念
医

師
と

し
て

の
人

格
の

か
ん

養
と

基
本

的
な

診
療

能
力

の
修

得

１
見

直
し

の
趣

旨

※
基

本
理

念
…

医
師

と
し

て
の

人
格

の
か

ん
養

と
基

本
的

な
診

療
能

力
の

修
得

２
見

直
し

の
内

容

（
１
）
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
弾

力
化

・
必

修
の

診
療

科
は

内
科

、
救

急
、

地
域

医
療

と
す

る
。

※
従

来
は

、
内

科
、
外

科
な

ど
７
診

療
科

が
必

修
。

・
外

科
、

麻
酔

科
、

小
児

科
、

産
婦

人
科

、
精

神
科

は
選

択
必

修
科

目
と

す
る

（
２

科
目

を
選

択
し

て
研

修
を

行
う

）
。

（
２

）
基

幹
型

臨
床

研
修

病
院

の
指

定
基

準
の

強
化

・
一

定
規

模
以

上
の

病
院

に
は

、
産

科
・
小

児
科

の
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
義

務
付

け
る

。

・
新

規
入

院
患

者
数

、
救

急
医

療
の

提
供

な
ど

に
つ

い
て

、
基

準
を

強
化

す
る

。

・
新

基
準

を
満

た
さ

な
く
な

る
病

院
は

、
研

修
医

の
受

入
実

績
等

を
考

慮
し

指
定

の
取

り
消

し
を

行
う

か
否

か
を

決
め

る
。

（
３

）
研

修
医

の
募

集
定

員
の

見
直

し

・
都

道
府

県
別

に
募

集
定

員
の

上
限

を
設

定
す

る
。

・
病

院
の

募
集

定
員

は
、

研
修

医
の

受
入

実
績

や
医

師
派

遣
等

の
実

績
を

踏
ま

え
設

定
す

る
。

・
募

集
定

員
が

大
幅

に
削

減
さ

れ
な

い
よ

う
に

、
前

年
度

採
用

内
定

者
数

（
マ

ッ
チ

者
数

）
を

勘
案

し
て

激
変

緩
和

措
置

を
行

う
。
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研
修

プ
ロ

グ
ラ

ム
見

直
し

の
イ

メ
ー

ジ

制
度

見
直

し
前

（
例

）
１
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２．救急医療・周産期医療等の確保について

(1) 救急医療体制の充実について

（救急患者の医療機関による円滑な受入れ）

○ 救急利用が大きく増加するとともに、軽症患者が二次・三次救急医療機関を直

接受診する等により、これらの病院の受入能力に限界が生じている。

○ 傷病者の搬送及び受入れの迅速かつ適切な実施を図るため、平成21年５月に消

防法の一部改正（平成21年法律第34号）が行われ、都道府県は、傷病者の搬送及

び受入れの実施に関する基準を定めるとともに、実施基準に関する協議等を行う

ための消防機関、医療機関等を構成員とする協議会を設置することとされた。

厚生労働省及び総務省消防庁では、平成21年10月に「傷病者の搬送及び受入れ

の実施基準等に関する検討会報告書」を取りまとめ、各都道府県に対し「傷病者

の搬送及び受入れの実施に関する基準の策定について」（平成21年10月27日付け

医政発第1027第3号・消防救第248号）を発出したところである。

各都道府県においては、「傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討

会報告書」を参考にして、地域の医療提供体制、傷病者の搬送及び受入れの状況

等地域の実情に応じた、傷病者の搬送及び受入れの実施基準を速やかに策定する

ようお願いする。

○ また、平成22年度予算案において、新規事業として、

① 傷病者の搬送及び受入れの実施基準に基づき、受入困難患者の受入れを確実

に行う医療機関の空床確保に対する支援

② 診療所医師が二次救急医療機関等で休日・夜間に診療支援を行う場合の支援

③ 急性期を脱した救急患者の円滑な転床・転院を促進するため、施設内・施設

間の連携を担当する専任者の配置に対する支援

を盛り込んでいるので、各都道府県においては、消防部局と連携を図りつつ、補

助事業を積極的に活用し、救急患者が円滑に医療機関に受け入れられるために必

要な取組を進めるようお願いする。

○ さらに、傷病者の搬送及び受入れの実施基準を有効に機能させるためには、い

わゆるＰＤＣＡサイクル（plan－do－check－act cycle）による実施基準の評価

・見直しが重要であり、各都道府県においては、実施基準に基づく傷病者の搬送

及び受入れの実態調査を行うようお願いする（平成22年度予算案において、実態

調査のための経費を盛り込んでいる）。

（重篤な小児救急患者に対する救急医療の確保）

○ 小児医療については、他の先進国と比べ、乳児死亡率は低いものの、１～４歳

児死亡率は高くなっており、小児の救命救急医療を担う医療機関等を整備する必

要性が指摘されている。
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○ このため、平成21年７月の「重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会中

間取りまとめ」を踏まえ、平成22年度予算案において、

① 「超急性期」にある小児の救命救急医療を担う「小児救命救急センター（仮

称）」の運営に対する支援

② 超急性期後の「急性期」にある小児への集中的・専門的医療を行う小児集中

治療室の整備に対する支援

③ 小児への集中的・専門的医療を担う小児科医を養成するための研修に対する

支援

を盛り込んでいるので、各都道府県においては、積極的に活用するようお願いす

る。

（ドクターヘリの導入）

○ ドクターヘリ（医師が同乗する救急医療用ヘリコプター）は、早期治療の開始

と迅速な搬送により、救命率の向上や後遺症の軽減に大きな効果を上げている。

○ ドクターヘリの全国的な配備を目標として、平成13年度からドクターヘリ導入

促進事業を行っており、平成20年度からは、都道府県負担の半分が特別交付税に

より措置されている。

さらに、平成22年度予算案において、

① ドクターヘリ導入促進事業の充実（補助基準額：約１億７千万円→２億１千

万円、か所数：24機分→28機分）

② ドクターヘリに搭乗する医師及び看護師の研修（委託事業）

を盛り込んでいるので、各都道府県においては、地域の実情に応じて、ドクター

ヘリの導入について検討するようお願いする。

(2) 周産期医療体制の充実について

○ 平成21年３月の「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会報告書」

を受け、周産期医療対策事業の実施要綱に基づく周産期医療体制整備指針を見直

すこととしており、平成21年８月に各都道府県に対し周産期医療体制整備指針

（案）を送付したところである。

平成22年１月中に周産期医療体制整備指針に関する通知を発出する予定である

が、各都道府県においては、速やかに周産期医療体制整備計画を策定するようお

願いする。

○ 平成22年度予算案においては、「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する

懇談会報告書」を踏まえ、ＮＩＣＵの確保（出生１万人対25床～30床を目標）、

産科合併症以外の合併症を有する母体の受入れ、勤務医の負担軽減、長期入院児

の在宅への移行促進等を図るため、

① 総合周産期母子医療センターの運営に対する支援（ＭＦＩＣＵ・ＮＩＣＵ・
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ＧＣＵの運営支援、産科合併症以外の合併症を有する母体を受け入れる体制整

備の支援、診療所医師が休日・夜間に診療支援を行う場合の支援）

② 地域周産期母子医療センターの運営に対する支援（ＭＦＩＣＵ・ＮＩＣＵ・

ＧＣＵの運営支援、診療所医師が休日・夜間に診療支援を行う場合の支援）

③ ＮＩＣＵにおいて、新生児を担当する医師の手当に対する支援

④ ＮＩＣＵ等に長期入院している小児が在宅療養へ移行するための地域療育支

援施設（仮称）を設置する病院への支援

⑤ 在宅に移行した小児をいつでも一時的に受け入れる病院に対する支援

等を盛り込んでいる。

各都道府県においては、これらの補助事業を積極的に活用し、地域の周産期医

療体制の整備に取り組むようお願いする。
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３．地域医療再生基金について

(1) 地域医療再生基金（地域医療再生臨時特例交付金）について

○ 平成21年度第一次補正予算において、地域の医師確保、救急医療の確保など、

地域における医療課題の解決を図るため、都道府県に地域医療再生基金を設置。

○ 従来の病院毎（点）への支援ではなく、都道府県が策定する地域医療再生計画

（平成21～25年度）に基づく対象地域全体（面）への支援。

(2) 地域医療再生計画の着実な推進について

〔有識者会議による事前評価・事後評価の実施〕

① 地域医療再生計画の開始に当たって

各都道府県において２地域でモデル的に医療課題の解決に取り組むこととし

ているが、厚生労働省に設置する有識者会議において、各地域医療再生計画

（案）に対する事前評価を行い、地域医療再生基金のより効果的・効率的な活

用に向けた技術的助言を行うこととしている。

具体的には、１月下旬の交付決定時に各地域医療再生計画に対する技術的助

言を付すこととしているので、各都道府県においては、有識者会議の助言を踏

まえた上で事業を行うようお願いする。

② 地域医療再生計画の実施中において

地域医療再生計画は平成25年度までの計画であり、各都道府県においては、

地域医療再生計画に定める事業に関して、毎年度、目標の達成状況を評価し、

実績報告を厚生労働省に提出するようお願いする。

各都道府県から報告された実績報告について、有識者会議において事後評価

を行い、その進捗状況等について確認し、その後の地域医療再生計画の改善に

向けた技術的助言を行うこととしている。

③ 地域医療再生計画の終了後において

地域医療再生計画の終了後においても、有識者会議において、各地域医療再

生計画の事後評価を行い、特に有効であった事業の全国的な展開に向けた技術

的助言を行うこととしている。

〔都道府県における事後評価の実施〕

各都道府県においては、毎年度、目標の達成状況を評価し、実績報告を厚生労

働省へ提出するとともに、評価結果及び有識者会議の技術的助言を次年度以降の

地域医療再生計画に反映するようお願いする。

また、地域医療再生計画の終了後においても、地域医療を継続的に確保するこ

とが重要であり、平成26年度以降も実施する必要がある事業の継続について留意

するようお願いする。
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４．医療機能情報提供制度について

○ 平成１８年の医療法改正により、住民・患者による病院等の適切な選択

を支援するため、病院等に対し、医療機能に関する情報について都道府県

知事への報告を義務づけ、都道府県知事は報告を受けた情報を住民・患者

に対し分かりやすい形で提供すること（医療機能情報提供制度）とされた

ところである。

○ 当該制度は、平成２０年度中に運用を開始し、インターネットを通じて

公表することとされている。（別紙１）

○ 現在、各都道府県において、当該制度の運用が開始されている。（別紙

２）

○ 厚生労働省ホームページにおいても、当該制度の概要を紹介するととも

に、各都道府県の掲載ページへのリンクを掲載したところ。

≪参考；厚生労働省ＨＰにおける関係ＵＲＬ≫

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/isei/teikyouseido/index.html

○ 各都道府県におかれては、当該制度の趣旨に鑑み、住民・患者に対し、

適宜・適切に、引き続き広報・情報発信していただきたい。
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別紙２
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５．看護職員の確保等について 

 

（１）新人看護職員研修について 

12 月 7 日に開催された第 7 回新人看護職員研修に関する検討会にお

いて、新人看護職員に対する研修ガイドラインが取りまとめられた。 

①  ガイドラインの目的と活用について 

ガイドラインは、新人看護職員が基本的な臨床実践能力を獲得する

ための研修として、医療機関の機能や規模に関わらず研修を実施する

ことができる体制の整備を目指して作成された。新人看護職員研修を

すでに実施している医療機関だけでなく、新人看護職員を雇用するす

べての医療機関において、研修の企画・立案にガイドラインが活用さ

れ、新人看護職員研修が実施されることが期待されている。 

 ②ガイドラインの概要 

ガイドラインは、各医療機関で研修を実施する際に必要となる事項

により構成しており、以下の内容となっている。 

Ⅰ . 新人看護職員研修ガイドラインの基本的な考え方 

Ⅱ . 新人看護職員研修 

Ⅲ . 実地指導者の育成 

Ⅳ . 教育担当者の育成 

Ⅴ . 研修計画、研修体制の評価 

ガイドラインの特徴は、 

○新人看護職員の到達目標として1年以内に経験し修得を目指す項目

とその到達の目安を示した。 

○研修体制や研修方法は、各医療機関の特性、研修に対する考え方、

職員の構成等に合わせて柔軟に行えるように参考例を示した。 

○研修プログラムと技術指導の例を参考として示した。 

ことである。 

 ③今後の課題（検討会の中間まとめにおける指摘） 

ア．新人看護職員研修の普及について 

○これまで新人看護職員研修を実施していなかった医療機関に対し

て、都道府県等が看護管理者等をアドバイザーとして派遣し、研

修実施体制の整備や研修の企画・運営等に関して相談・指導を行

うことは一部の県で実施されており、新人看護職員研修の普及・

推進に効果的である。 

○総合的な研修を実施している施設が院内研修を公開することや、

都道府県が協議会等を設置し調整を行うことで、地域の医療機関

同士が新人看護職員研修に関する情報を共有し、連携することが

できる。 

○新人看護職員研修を実施する医療機関に対する財政支援も普及・

推進において重要である。 
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イ．本検討会において継続して議論する課題 

○新人助産師研修については、本検討会にワーキンググループを設

置して検討し、到達目標等を作成することとする。 

○新人保健師ガイドラインは、本検討会とは別に検討の場を設ける

こととする。 

ウ．中長期的展望に立った課題 

○新人看護職員研修の目的の一つは看護の質の保証であり、これを

明確にするため、ガイドラインに基づいた新人看護職員研修を修

了した者に対して修了証を交付することが一つの方法として考え

られる。 

○また、新人看護職員研修実施医療機関の認証についても検討すべ

き課題である。 

○新人看護職員研修は、新人看護職員の実践能力向上を図るもので

あり、看護の質の保証に資するものであることから、今後更なる

財政支援や診療報酬上の取り扱いについて議論が求められる。 

 ④平成 22 年度予算案の内容 

平成 22 年度予算案においては、新人看護職員がガイドラインに沿っ

た研修を受けられる体制を構築するため、 

○円滑な研修実施体制を確保するため、研修プログラム策定及び研修

の企画立案等を担う研修責任者の研修に対する支援 

○病院等における研修指導体制の確保を図るため、研修責任者等の配

置や他の施設から新人看護職員を受け入れた研修の実施に対する支

援 

 ○新人看護職員の少ない病院等における研修を推進するため、集合研

修を実施するとともに、研修を受講する病院等に対し、研修責任者

の配置や研修の受講を促進するための支援 

  ○新人看護職員研修の普及を図るため、地域における協議会の開催や

研修の実施が困難な病院等に対するアドバイザー派遣などの支援 

に必要な経費として、 16 億 8,800 万円を計上しているところである。 

各都道府県におかれては、これらの事業を活用してガイドラインに

沿った新人看護職員の研修に積極的に取り組んでいただくとともに、

医療機関が円滑に実施できるよう普及啓発に努めていただきたい。 

 

（２）今後の看護教員のあり方に関する検討会 

12 月 24 日に開催された第 7 回検討会において、報告書（案）が提

示された。 

 ①報告書（案）の概要 

○看護教員の養成においては、専任教員の要件となっている看護教員

養成講習会が重要な役割を果たしているが、現在の実施方法や内容

に関する課題が指摘され、教員の質の向上を図るためには、実施要
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綱の見直しやガイドラインの作成といった体制整備の支援が国の役

割として求められている。併せて、看護教員養成講習会の関連経費

の増額や養成所に対する代替要員経費の補助等の財政支援も検討し

ていく。 

○また、看護教員の継続教育に関しては、新任期の研修体制の構築や

学会等の活用、専任教員再教育事業の見直しなどが改善策として示

された。さらに、臨床現場で看護を実践している看護職員の活用と

臨地実習の指導体制については、学生の看護実践能力の向上の観点

からも、体制整備や活用の推進の必要性が示された。 

○今後、国が都道府県や関係団体等と連携・協力して、これらの改善

策を着実に推進していくことが重要である。さらに、看護教育につ

いて、厚生労働省の他の検討会で議論されているところであるが、

看護教員にかかる中長期的な視点に立った改善策についても、これ

らの検討会における議論を踏まえ、看護の質の向上と確保を図るた

め、連動性を持った効果的な施策を検討すべきである。 

②平成 22 年度予算案の内容 

平成 22 年度予算案においては、看護教員の質の向上と確保を図るた

め、 

○看護教員養成講習会の補助対象経費等を拡充し、幹部教員・保健師・

助産師教員養成の実施に対する加算を行うとともに、実施主体の多

様化（大学等）を図るため、補助対象を拡充 

○新任や中堅看護教員など経験に応じた継続研修に対する支援 

○看護教員養成講習会の定員数の増加等に伴う施設整備（改修等）に

対する支援 

○看護師等養成所に対し看護教員養成講習会への参加や新任看護教員

の研修を支援するため、看護師等養成所運営事業おいて新たな加算

を措置 

などに必要な経費として、2 億 6,600 万円を計上しているところであ

る。各都道府県におかれては、これらの事業を活用して積極的に看護

教員養成講習会の開催等に取り組んでいただきたい。 

 

（３）EPA（経済連携協定）に基づく外国人看護師候補者の受入について 

①各国からの受入の状況について 

現在 EPA（経済連携協定）による看護分野における人の受入れにつ

いてインドネシアとフィリピンの 2 カ国と合意している。 

○インドネシアについて 

インドネシアとの EPA（経済連携協定）については、平成 19 年 8

月 20 日に両国首脳が署名、平成 20 年 7 月 1 日に発効したところで

ある。 

インドネシア人看護師候補者は、1 年目は平成 20 年 8 月に 104 名
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を受け入れたところであり、2 年目は平成 21 年 11 月に 173 名を受

け入れたところである。3 年目となる平成 22 年度の候補者受入枠に

ついては、最大で 200 名となっている。 

○フィリピンについて 

フィリピンとの EPA（経済連携協定）については、平成 18 年 9 月

9 日に両国首脳が署名、平成 20 年 12 月 11 日に発効したところであ

る。 

フィリピン人看護師候補者は、1 年目は平成 21 年 5 月に 93 名を

受け入れたところである。候補者受入枠については平成 21 年度、平

成 22 年度の 2 年間で最大で 400 名となっている。 

②経済連携協定（EPA）候補者に対する研修支援について 

経済連携協定（EPA）に基づく外国人看護師候補者の受入に関しては、

二国間の協定で定められた期間内に看護師の資格を取得し、引き続き

我が国で就労することを目的としており、入国後、受入施設での国家

資格の取得に向けた研修が適切に実施されることが重要である。 

しかしながら、受入施設等から、 

 ア．就労前の 6 か月間の日本語研修では、国家試験を受験するための

十分な日本語を習得しているとは言い難く、その学習方法に苦慮し

ている。 

 イ．受入施設では、人員面・費用面で大きな負担となっている。 

などの意見が多く聞かれる。 

   このため、国家資格の取得に向けた支援策として、先ずは、今年度

内に学習方法や内容を含めた学習ガイドラインを提示すべく、検討を

進めている。 

   平成 22 年度予算案においては、このガイドラインに沿った研修の実

効性が確保できるよう、 

ア．受入施設における研修環境として、ｅラーニング学習システムを

導入し、看護専門分野を中心とした日本語習得のための自己学習の

環境を整備する。 

イ．候補者及び受入施設に対する研修支援策として、 

 ○本システムを活用し、日本語及び看護分野の専門家が候補者個々

のレベルに応じた指導など日々の学習支援をすることに加え、定

期的な集合研修により、候補者個々の習得度を評価及び習得度に

応じた指導を実施するなどにより自己学習を支援するとともに、 

  ○受入施設の研修指導者等に対する巡回訪問において、学習方法を

指導するなどの研修支援体制の構築を図る。 

  ウ．受入施設に対し、研修指導者経費等や、候補者の日本語学校等へ

の修学費用などの財政的な支援を行う。 

など必要な経費を計上しているところである。 

   今後とも、引き続き、外国人看護師候補者が国家試験に合格できる
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よう必要な支援策を講じていく。 

 

（４）保健師助産師看護師法等の改正について 

この法律改正は、少子高齢化の進展に伴う医療の需要の増大等に対

応した良質な看護等を国民に提供することの必要性に鑑み、保健師、

助産師及び看護師国家試験の受験資格を改めるとともに、新たに業務

に従事する看護職員の臨床研修その他の研修等について定めるもので

あり、昨年 7 月 15 日に公布された。 

①受験資格の改正（保健師助産師看護師法改正関係） 

・保健師国家試験の受験資格について、文部科学大臣の指定した学校

における修業年限を 6 か月以上から 1 年以上に延長 

・助産師国家試験受験資格について、文部科学大臣の指定した学校に

おける修業年限を 6 か月以上から 1 年以上に延長 

・看護師国家試験の受験資格を有する者として、文部科学大臣の指定

した大学において看護師になるのに必要な学科を修めて卒業した者

を明記 

②新人看護職員の研修等 

ア．保健師助産師看護師法改正関係 

保健師、助産師、看護師及び准看護師は、免許を受けた後も、臨

床研修その他の研修を受け、その資質の向上を図るように努めなけ

ればならない。 

イ．看護師等の人材確保の促進に関する法律改正関係 

・看護師等の確保を促進するための措置に関する基本的な指針に定

める事項について、看護師等の研修等を明記 

・国の責務について、看護師等の研修等を明記 

ウ．病院等の開設者等の責務について、 

 ・新規採用看護師等に対する臨床研修その他の研修の実施 

・看護師等が自発的に研修を受けるための配慮 

を明記 

エ．看護師等の責務について、研修を受けること等を明記 

③その他 

・改正法は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

・保健師国家試験及び助産師国家試験の受験資格等に関する経過措置

を設ける。 
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は
、
歯
科
検
診
の
実
施
体

制
の
整
備
や
歯
科
疾
患
の
予
防
等
に
関
す
る
取

組
が

成
人

期
以

降
も
重

点
的

に
実

施
さ
れ

る
よ
う
、

事
業

内
容

を
明

確
化

◎
更
に
医
科
・
介
護
等
と
の
連
携
を
推
進
す
る
組
織
を

設
置
す
る
等
、
在

宅
歯

科
医

療
に

お
け

る
連

携
体

制
構

築
に

関
す

る
補

助
事

業
を
実
施

在
宅
高
齢
者
へ
の
歯
科
保
健
医
療

対
策
を
推
進
す
る
観

点
か
ら
、
平
成
２
０
年
度
よ
り
、

①
在
宅
歯
科
医
療
、
口
腔
ケ
ア
等

を
推
進
す
る
歯
科
医

師
、
歯
科
衛
生
士
の
養
成
講
習

会
②
在
宅
歯
科
医
療
機
器
に
関
す
る

歯
科
医
療
機
関
へ
の

事
業

内
容

を
明

確
化

。

構
築

に
関

す
る

補
助

事
業

を
実
施

②
在
宅
歯
科
医
療
機
器
に
関
す
る

歯
科
医
療
機
関
へ
の

補
助
制
度

を
実
施
。

◎
高
齢
者
や
在
宅
療
養
者
へ
の
保
健
指
導
・
口
腔
ケ
ア

の
実
施
や
ラ

イ
フ

ス
テ

ー
ジ

に
応

じ
た

食
育

支
援

に

歯
及
び
口
腔
と
全
身
と
の
関
わ
り

方
に
注
目
し
、
「
歯

科
保
健
と
食
育
の
在
り
方
に
関
す

る
検
討
会
」
を
設
置
、

昨
年
７
月
に
報
告
書
を
取
り
ま
と

め
。

対
応

可
能

な
歯

科
衛

生
士

を
養

成
す

る
観
点
か
ら
、

歯
科
衛
生
士
養
成
施
設
の
教
員
に
対
す
る
講
習
会
を

実
施
。
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予 算 概 要 等



 
 

 
 

 

平成２２年度予算案の概要 

 

（平成２１年１２月） 
 
 

 平 成 ２ ２ 年 度 予 算 案 １，９４３億３千６百万円 

 平成２１年度当初予算額 ２，１３２億６千１百万円 

 差 引 増 ▲ 減 額  ▲１８９億２千５百万円 

 対 前 年 度 比    ９１．１％ 

 
（注）上記計数には、「厚生労働科学研究費補助金１３４億５千３百万円」等は含まない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

厚 生 労 働 省 医 政 局
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主 要 施 策  

 

１．救急医療・周産期医療の体制整備 

２３，８２６百万円（２３，４３８百万円） 

 

救急、周産期等の医療提供体制を再建し、国民の不安を軽減する 

 

（１） 周産期医療体制の充実・強化                ８，６９２百万円 

①  周産期母子医療センター等の充実・強化           ５，８３５百万円 

不足しているＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等の確保など、地域において安心して産み

育てることのできる医療の確保を図るため、総合周産期母子医療センター及びそれを支え

る地域周産期母子医療センターのＭＦＩＣＵ（母体・胎児集中治療室）、ＮＩＣＵ等に対

する財政支援を行う。また、新生児医療を担当する医師を確保するため、当該医師の手当

に対する財政支援を行う。 

 

②  ＮＩＣＵ等に長期入院している小児の在宅への移行促進（新規）  １１３百万円 

ＮＩＣＵ等に長期入院している小児が在宅に移行するためのトレーニング等を行う「地域療育支

援施設（仮称）」を設置する病院や、在宅に戻った小児をいつでも一時的に受け入れる病院に対

する財政支援を行う。 

 

（２）救急医療体制の充実                   １５，２３４百万円 

①  三次救急医療体制の充実                  ５，５８３百万円 

重篤な救急患者を24時間体制で受け入れる救命救急センターに対する財政支援を行う。 

 

②  二次救急医療体制の充実（新規）                ６８０百万円 

救急患者の円滑な受入れが行われるよう、受入困難患者の受入れを確実に行う医療機関

の空床確保に対する財政支援、診療所医師が二次救急医療機関等で休日・夜間に診療支援

を行う場合に当該医療機関に対する財政支援を行う。 

 

③  救急患者の転院・転床の促進（新規）               ６１百万円 

急性期を脱した救急患者の円滑な転院・転床を促進し、救急医療用病床を有効に活用するた

め、施設内・施設間の連携を担当する専任者の配置に対する財政支援を行う。 
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④  ドクターヘリ導入促進事業の充実              ２，７５７百万円 

ドクターヘリ（医師が同乗する救急医療用ヘリコプター）に対する補助事業について、補助基準

額の引上げを行い、ドクターヘリの安定的な運航の確保を図る。 

 

⑤  重篤な小児救急患者に対する医療の充実（新規）          ３０９百万円 

超急性期にある小児の救命救急医療を担う「小児救命救急センター（仮称）」の運営に

対する支援や、その後の急性期にある小児への集中的・専門的医療を行う小児集中治療室

の整備等に対する財政支援を行う。 

 

 

（３）災害医療体制の充実                       ７５百万円 

災害派遣医療チーム（DMAT）の活動の円滑化のためにDMAT事務局を設置し、運営を支援

するなど災害医療体制の充実を図る。 

 

 

２．医師確保・医療人材確保対策等の推進 

３６，９９７百万円（４７，１１５百万円） 

 

医師の診療科偏在、地域偏在の是正を図りつつ、勤務医等の勤務状況の改善 

や離職防止・復職支援を進めるなど、医師等人材確保対策の推進を図る。 

 

（１） 医師の診療科偏在・地域偏在対策              ８，０１６百万円 

勤務環境が過酷で確保が困難な診療科の医師を確保するため､休日・夜間の救急、分娩、

新生児医療を担う勤務医等への手当に対する財政支援を行う。 

また、臨床研修修了後の専門的な研修において、産科等の診療科を選択する医師の処遇

改善を行う医療機関に対する財政支援を行う。 

医師不足地域の臨床研修病院において研修医が研修の一環で宿日直等を行う場合に当

該医療機関に対する財政支援を行う。 
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（２）女性医師等の離職防止・復職支援              ２，５０１百万円 

出産や育児等により離職している女性医師の復職支援のため、都道府県に受付・相談窓

口を設置し、研修受け入れ医療機関の紹介や復職後の勤務態様に応じた研修を実施する。

 また、病院内保育所の運営等に対する財政支援について、受入児童の対象年齢を小学校

低学年の子どもに拡充する。 

 

 

（３） 看護職員の資質の向上及び確保策の推進          １０，２６５百万円 

①  新人看護職員研修の着実な推進（新規）           １，６９０百万円 

看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点から、新人看護職員の資質の

向上を図るため、保健師助産師看護師法等の改正（平成２２年４月施行）を踏まえ、新人

看護職員が臨床研修を受けられる体制の構築に対する財政支援を行う。 

 

②  看護職員の離職の防止・復職支援の充実強化         ２，２９７百万円 

看護職員の離職の防止や復職の促進を図るため、医療機関における短時間正規雇用など

多様な勤務形態の導入に対する支援や、病院内保育所の運営等に対する財政支援の拡充な

どを行う。 

 

③  認定看護師育成のための支援                  １８４百万円 

勤務医の業務負担を軽減し、安心で質の高い医療提供体制の充実を図るため、チーム医

療の下、医療従事者の役割分担が推進できるよう、高度な技術を有する認定看護師の養成

に対する財政支援の拡充を行う。 

 

 

（４）補償制度・医療事故における死因究明              ３６８百万円 

医療の安心・納得・安全を確保するため、医療事故における死亡の原因究明・再発防止

のための仕組みの検討を行う。また、産科医療補償制度の円滑な運用を進める。 

 

（５）医師・歯科医師の臨床研修                １９，０６１百万円 

医師・歯科医師の臨床研修の実施に必要な経費に対する補助を行うことにより、基本的

な診療能力の修得、全人的かつ患者の期待に応える医療の実現等を図る。 
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３．地域で支える医療の推進 

１８，０３３百万円（２１，３８６百万円） 

 

人々が地域で安心して生活できるよう、地域の医療連携体制の強化を図る

 

 

 ○地域医療再生基金 

平成21年度１次補正予算（2,350億円）において都道府県に対する交付金により基金

を創設し、地域の医療課題の解決に向けて都道府県が策定する「地域医療再生計画」に

基づく医療機能の強化、医師等の確保等の取組を支援する。（平成25年度まで） 

 

 

（１）医療計画の充実                         １９百万円 

平成25年度から開始する次期医療計画の作成に向けて、検討会を開催し、医療計画の制

度のあり方等について検討する。（新規） 

 

（２）医療分野の情報化の推進                  １，０９３百万円 

電子カルテ導入等の医療分野の情報化の推進や遠隔医療の設備整備に対する支援を行

い、地域医療の充実を図る。 

 

（３）歯科保健医療の充実・強化                 １，０５９百万円 

生涯を通じて歯の健康の保持を推進するため、寝たきりの高齢者や障害者等に対する在

宅歯科医療について、地域における医科・介護等との連携体制の構築、人材の確保、在宅

歯科医療機器の整備等を支援し、その一層の充実・強化を図る。 

また、８０２０運動について成人の歯科疾患予防や検診の充実を行うなど、生涯を通じ

た歯の健康の保持をさらに推進する。 

 

（４）へき地などの保健医療対策の充実              ２，２１３百万円 

へき地診療所への医師派遣の調整などを行う「へき地医療支援機構」の充実を図るほか、

へき地医療を支える地域医療拠点病院等に対する財政支援を行う。 

40



 
 

４．医薬品・医療機器の開発促進 

                  ２１，４５５百万円（２３，９４１百万円） 

 

革新的医薬品・医療機器に関する研究費の重点配分、未承認薬等の開発支援 

及び臨床研究・治験支援拠点等の体制整備を図る

 

 

 ○未承認薬等開発支援対策 

平成21年度１次補正予算（100億円）により創設した「未承認薬・新型インフルエン

ザ等対策基金」を活用し、がんや小児などの疾患重点分野において、海外では承認され

ているが国内では未承認の医薬品など、製薬企業の自発的な開発に任せていては開発が

進まない医薬品等の治験実施費用等を支援することにより開発を促進する。（平成23年

度まで） 

 

 

 

（１）医薬品・医療機器に関する研究費の重点化・拡充       １９，９３０百万円

革新的医薬品・医療機器の臨床研究・実用化を促進するために、再生医療、次世代ワク

チン、ナノメディシン、活動領域拡張、希少疾病への研究費の重点化等を行う。 

 

（２）グローバル臨床研究拠点等の整備の拡充              ５９９百万円 

医薬品開発の迅速化を図り、ドラッグラグの解消に資するため、外国の研究機関との国

際共同治験・臨床研究を実施する拠点の体制整備を行うとともに、国内における未承認薬

等の開発を推進するための治験支援拠点等の体制整備を行う。 

 

（３）治験・臨床研究登録情報の提供体制の強化              ８２百万円 

治験・臨床研究に関する情報を集積する世界的な取組に対応するため、日本における治

験・臨床研究情報を横断的に検索することができるポータルサイトをより使いやすく改良

するとともに、ＷＨＯなど海外への情報発信を行う。（新規） 

 

（４）後発医薬品の使用促進                      １３８百万円 

後発医薬品に関する理解を向上させるため、各都道府県に設置した協議会において、実

情に応じた具体的な事業を検討・実施し、先進事例に関する調査研究を行うとともに、使

用促進に向けた環境整備を継続する。 
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５．その他 

 

（１）（独）国立高度専門医療研究センター及び（独）国立病院機構における政策医療等の

実施                           ８５，９５７百万円 

全国的な政策医療ネットワークを活用し、がん、循環器病等に関する高度先駆的医療、

臨床研究、教育研修及び情報発信を推進する。 

 

（２）国立ハンセン病療養所の充実               ３５，６１２百万円 

居住者棟の更新築整備を推進するとともに、リハビリ体制を強化するなど、入所者に対

する医療及び生活環境の充実を図る。 

 

（３）経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉士の円滑かつ適正な受入（看護師） 

４２０百万円 

経済連携協定に基づき入国した外国人看護師候補者への支援を充実強化するため、新た

に、看護専門分野を中心とした日本語習得のための自己学習を可能とするｅラーニング学

習システムを導入するとともに、日本語及び看護分野の専門家による個別指導や定期的な

集合研修の実施や巡回訪問により研修指導者等へ学習方法の指導を行う。 

加えて、受入施設の研修指導者経費等や、候補者の日本語学校等への修学費用などの財政

的な支援を行う。 
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・番号の前に※印を付してある項目は他省庁との共同要望の項目である。 

 

１ 地域医療の再生に向けて 

 

① 周産期医療の連携体制を担う医療機関が取得する施設に係る特例措置の延

長〔不動産取得税〕 

周産期医療の連携体制を担う医療機関が周産期医療の用に供する不動産

（分べん室、陣痛室、新生児室等）を取得した場合に、当該不動産の価格

の２分の１を課税標準から控除する不動産取得税の特例措置について、適

用期限を６年延長の上、廃止することとされた。 

※控除される割合は段階的に縮減される（新サンセット方式）。 

  平成２２年４月１日から平成２５年３月３１日までに取得：２分の１ 

平成２５年４月１日から平成２７年３月３１日までに取得：３分の１ 

平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までに取得：６分の１ 

 

※② 中小企業投資促進税制の適用期限の延長〔所得税、法人税、法人住民税〕 

医業、医薬品・医療機器産業、生活衛生関係営業等を行う中小企業者等

が、一定規模以上の機械装置、普通貨物自動車等を取得した場合に、その

取得価額の７％の税額控除又は３０％の特別償却を認める特例措置（中小

企業投資促進税制）について、適用期限を２年間延長することとされた。 

 

※③ 病院等が取得した地震防災対策用資産に係る特例措置の延長〔固定資産税〕 

病院等が取得した地震防災対策用資産について、当該資産に係る固定資

産税の課税標準を３年間に限り３分の２に軽減する特例措置について、適

用期限を４年間延長の上、廃止することとされた。 

 

④ 社会保険診療報酬に係る非課税措置の存続〔事業税〕 

社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置については、来年１年間真

摯に議論し、結論を得ることとされた。 

 

⑤ 医療法人の社会保険診療報酬以外部分に係る軽減措置の存続〔事業税〕 

医療法人の社会保険診療報酬以外部分に係る事業税の軽減措置について

は、来年１年間真摯に議論し、結論を得ることとされた。 

 

※⑥ 特定外国子会社等に係る所得の課税の特例（タックスヘイブン税制）〔法人

税、法人住民税、事業税〕 

タックスヘイブン税制について、資産性所得に係る租税回避行為防止措

置を講じた上で、適用除外基準の見直しやトリガー税率の引下げ等の措置

を講ずることとされた。 

 

※⑦ 国外関連者との取引に係る課税の特例（移転価格税制）〔法人税、法人住民

税、事業税〕 

移転価格税制について、価格算定に当たり考慮すべき事項等を運用上明

確化することとされた。 
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２ 健康で暮らせる社会の実現に向けて 

 
※① 試験研究費の額が増加した場合等の法人税額の特別控除の延長〔所得税、法人税〕 

医薬品・医療機器企業等の試験研究を活性化するため、試験研究費の一

定割合を税額控除する制度について、適用期限を２年間延長することとさ

れた。 

 

※② 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長〔所得税、

法人税、法人住民税、事業税〕 

中小企業者等が、事業の用に供する償却資産で、取得価額が１０万円以

上３０万円未満であるもの（少額減価償却資産）を取得した場合に、その

取得価額を損金の額に算入する特例措置について、適用期限を２年間延長

することとされた。 

44



 

 

３ 各種施策の推進 

 

※① 試験研究等を目的とする独立行政法人への寄附金に係る指定寄附金制度の

創設〔所得税、法人税、法人住民税、事業税〕 

試験研究等を目的とする独立行政法人への寄附金を、全額損金算入でき

る指定寄附金に指定する制度の創設については、税制調査会に設置される

市民公益税制プロジェクト・チームにおいて、独立行政法人改革との関係

を整理した上で、特定公益増進法人に対する寄附金から指定寄附金とする

場合の効果等について検討することとされた。 
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連 絡 事 項



（総務課）

１．医療安全対策について

厚生労働省においては、平成１４年４月に医療安全対策検討会議において取

りまとめた「医療安全推進総合対策」及び平成１５年１２月の「厚生労働大臣

医療事故対策緊急アピール」に基づき、各般の取組みを進めてきたところ。

さらに、平成１７年６月に医療安全対策検討会議において、これまでの「医

療安全推進総合対策」に基づく対策の強化と新たな課題への対応について、「今

後の医療安全対策について」がとりまとめられ、この報告書に基づき、各般の

取組の充実強化を図るとともに、平成１８年の医療法改正においては、医療安

全支援センターの制度化や全ての医療機関に対し医療安全の確保を義務付ける

など、総合的な取組みを進めているところである。

各都道府県等におかれては、「医療安全支援センター」の円滑な運営及び二

次医療圏における体制整備を引き続き推進し、その充実強化を図るとともに、

管下医療機関における適切な医療安全の確保について、立入検査等を通じて適

切に指導するなど、積極的な取組をお願いしたい。

（１）医療安全支援センターの設置

医療安全支援センターについては、平成１６年５月に全ての都道府県での

設置を完了し、現在、保健所設置市区及び二次医療圏での重層的な設置を推

進している。

なお、本センター設置に係る経費については、医療に関する相談は地域住

民に身近な事業であること、地方自治体における主体的・自主的な取組みを

推進する必要があることなどから、本センターに係る人件費、基本運営費、

協議会の設置・運営、各種研修の実施、相談事例の収集・情報提供等に係る

経費について、平成１５年度より地方財政措置を講じている。

また、平成１８年の医療法改正においては、本センターを法律上に位置づ

け、その機能の充実強化を図ったところである。

厚生労働省においては、各都道府県等における本センターの設置・運営が

円滑に進められるよう、相談職員等に対する研修、相談事例等の収集・分析

・情報提供などの総合的な支援として、「医療安全支援センター総合支援事

業」を引き続き実施することとしている。

（参考１）医療安全支援センター体制図

（２）医療機関における医療安全の確保

医療機関における組織的な医療安全の確保を図るため、平成１８年の医療

法改正により、平成１９年４月から全ての医療機関に対して、安全に関する
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職員の研修の実施など医療安全の確保を義務付け、その充実強化を図ったと

ころである。

各都道府県等におかれては、医療機関への立入検査等を通じて、管下医療

機関における医療事故防止対策の取組強化が図られるよう適切な指導をお願

いしたい。

また、医療安全対策検討会議の下に設置された作業部会において、とりま

とめられた下記についても、各医療機関等が活用し、効果的な取組みがなさ

れるよう、併せて管下医療機関等への周知をお願いしたい。

○「医療安全管理者の業務指針および養成のための研修プログラム作成指針」

（平成１９年３月３０日医政発第0330019号・薬食発第0330009号、厚生

労働省医政局長・医薬食品局長通知）

○「集中治療室（ICU）における安全管理について（報告書）」（平成１９年

３月３０日医政発第0330016号・薬食発第0330006号、厚生労働省医政局

長・医薬食品局長通知）

（３）医療安全対策に関する情報の提供

現在、医療事故等の事例に関しては、特定機能病院や大学病院等に対して

日本医療機能評価機構への報告を義務付け、同機構において収集・分析し、

分析結果を提供する事業を行っているところである。

さらに、平成１８年１２月より、同機構において収集された事例のうち、

特に注意が必要な事項について、「医療安全情報」として医療機関等に月１

回程度発信しているところである。

これらの情報を各医療機関等が活用し、効果的な取組みがなされるよう、

各都道府県等におかれても、引き続き管下医療機関等への周知をお願いした

い。

（参考２）医療安全情報

（４）医療安全推進週間の実施（平成２２年度は１１月１９日から１週間）

厚生労働大臣提唱の「患者の安全を守るための共同行動」（ＰＳＡ：Patient

Safety Action）の一環として、当該週間を中心に、医療安全に関するワークシ

ョップ、シンポジウム等を開催することとしている。

各都道府県等におかれても、引き続き、当該週間に合わせて様々な事業を

実施することにより、関係者の意識啓発を図っていただきたい。
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。

人
工
呼
吸
器
に
よ
っ
て
、「
ス
タ
ン
バ
イ
」
、「
ス
タ
ン
バ
イ
モ
ー
ド
」
、「
ス
タ
ン

バ
イ
機
能
」
な
ど
、い
く
つ
か
の
名
称
が
あ
り
ま
す
。

医
療
事
故
情
報
収
集
等
事
業

事
例
が
発
生
し
た
医
療
機
関
の
取
り
組
み

「
ス
タ
ン
バ
イ
」に
し
た
人
工
呼
吸
器
の
開
始
忘
れ

医
 療

安
全
情
報

医
療
事
故
情
報
収
集
等
事
業

「
ス
タ
ン
バ
イ
」な
ど
の
機
能
を
使
用
し
た
後
に
人
工
呼
吸
器
を
患
者
に
装
着

す
る
際
は
、開
始
ボ
タ
ン
を
押
し
て
換
気
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
。

総
合
評
価
部
会
の
意
見

人
工
呼
吸
器
を
装
着
す
る
際
、換
気
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を

胸
郭
の
動
き
に
基
づ
い
て
確
認
す
る
。
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※
こ
の
医
療
安
全
情
報
は
、医
療
事
故
情
報
収
集
等
事
業（
厚
生
労
働
省
補
助
事
業
）に
お
い
て
収
集
さ
れ
た
事
例
を
も
と
に
、当
事
業

の
一
環
と
し
て
専
門
家
の
意
見
に
基
づ
き
、医
療
事
故
の
発
生
予
防
、再
発
防
止
の
た
め
に
作
成
さ
れ
た
も
の
で
す
。当
事
業
の
趣
旨

等
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、当
機
構
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
報
告
書
お
よ
び
年
報
を
ご
覧
く
だ
さ
い
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※
こ
の
情
報
の
作
成
に
あ
た
り
、作
成
時
に
お
け
る
正
確
性
に
つ
い
て
は
万
全
を
期
し
て
お
り
ま
す
が
、そ
の
内
容
を
将
来
に
わ
た
り
保
証

す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

※
こ
の
情
報
は
、医
療
従
事
者
の
裁
量
を
制
限
し
た
り
、医
療
従
事
者
に
義
務
や
責
任
を
課
し
た
り
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

事
 例
 1

患
者
は
ト
イ
レ
に
行
く
た
め
、
一
時
的
に
人
工
呼
吸
器
（
S
e
rv
o
 ｉ
 ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
）を
は
ず
し
、
経
鼻
的
な
酸

素
投
与
に
切
り
替
え
た
。
そ
の
際
、看
護
師
Ｃ
は
、人
工
呼
吸
器
の
モ
ー
ド
を
「
ス
タ
ン
バ
イ
」
に
し
た
。
そ
の
後
、

患
者
が
ト
イ
レ
か
ら
戻
り
、看
護
師
Ｄ
は
患
者
に
痰
の
吸
引
を
行
い
、人
工
呼
吸
器
を
装
着
し
た
。
こ
の
時
、看
護

師
Ｄ
は
、人
工
呼
吸
器
の
モ
ー
ド
を
「
ス
タ
ン
バ
イ
」
か
ら
「
オ
ン
」
に
切
り
替
え
る
の
を
忘
れ
た
。

事
 例
 2

患
者
は
自
発
呼
吸
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
た
め
に
人
工
呼
吸
器
（
S
e
rv
o
 ｉ
）を
装
着
し
て
い
た
。
看
護
師
Ａ
は
、患
者

の
体
位
を
変
え
る
た
め
、人
工
呼
吸
器
の
モ
ー
ド
を
「
オ
ン
」
か
ら
「
ス
タ
ン
バ
イ
」
に
切
り
替
え
、看
護
師
Ｂ
と

共
に
患
者
の
体
位
を
変
え
た
。
そ
の
後
、看
護
師
Ａ
は
、人
工
呼
吸
器
の
モ
ー
ド
を
「
ス
タ
ン
バ
イ
」
か
ら
「
オ

ン
」
に
切
り
替
え
ず
退
室
し
た
。
し
ば
ら
く
し
て
、看
護
師
Ａ
が
患
者
の
病
室
に
入
る
と
、人
工
呼
吸
器
に
よ
る

換
気
が
行
わ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
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２．独立行政法人福祉医療機構（医療貸付事業）について

平成２２年度においても、適切な医療提供体制の整備等国の施策に
合わせ、必要となる資金需要に十分対応できるよう融資枠の確保を行
うとともに、以下の貸付要件の緩和を行うこととしたので、管下の医
療機関等に対する周知についてご協力願いたい。

○特定病院の範囲の追加

４疾病５事業等に係る地域医療連携体制に位置付けられる医療機関と

して地域医療計画に名称が記載されている病院のうち、その医療分野に

おける病期ごとの機能として、急性期及び専門診療等を担う病院（100床

以上）を特定病院の範囲に追加することによる貸付要件の緩和。

主な要件緩和（新築、増改築資金）

限 度 額：7.2億円 → 12億円

据置期間：2年以内 → 3年以内（7.2億円超かつ耐火構造の場合）

また、以下の貸付については、２２年度においても引き続き実施す
るので、併せて周知願いたい。

○耐震化整備事業の優遇措置（23年3月末まで）

未耐震の医療施設の耐震化整備を促進するため、建築資金の貸付要件

を緩和（医療施設耐震化臨時特例基金の対象事業以外も優遇措置対象）。

融 資 額：事業費の概ね90％

ただし、医療施設耐震化臨時特例基金の助成対象となった整備に

ついては助成金の額を除く。

貸付利率：1.5％（助成金の対象は当初5年間1.0％）（1月4日現在）

○地域医療再生計画に基づく整備事業の優遇措置（26年3月末まで）

地域医療再生計画の達成を推進するため、地域医療再生計画に基づく

施設整備事業にかかる建築資金の貸付要件を緩和。

融 資 額：事業費の概ね90％

ただし、地域医療再生基金からの助成金の額を除く。

貸付利率：1.5％（1月4日現在）
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○経営環境変化に伴う経営安定化資金（23年3月末まで）

経営環境の変化により、一時的に資金不足を生じている医療機関等の

経営安定化を図るため、運転資金の貸付要件を緩和。

今後の経済情勢の動向が不透明であるため、２２年度も継続。

限度額 償還期間 貸付利率

病 院 ：7.2億円 10年以内（うち据置1年以内） 1.5%（1月4日現在）

介護老人保健施設 ： 1億円 7年以内（うち据置1年以内） 1.5%（1月4日現在）

診療所 ：4千万円 7年以内（うち据置1年以内） 1.5%（1月4日現在）

○出産育児一時金等の制度見直しに伴う経営安定化資金（22年6月末まで）

直接支払制度導入に伴い産科医療機関等への支払が約２ヶ月遅れるこ

とから、一時的な資金不足を支援するため運転資金の貸付要件を緩和。

更に、直接支払制度の適用猶予期間が今年度限りであり、４・５月の

資金需要に対応するため、実施期間を６月末まで延長。

限 度 額：2か月間の分娩予定者数×42万円

償還期間：7年以内（うち据置1年以内）

貸付利率：1.0％（1月4日現在）

※医療貸付事業の詳細につきましては、福祉医療機構ホームページ
(http://www.wam.go.jp/wam/gyoumu/iryokashitsuke/index.html)を
ご参照ください。

◎ 独立行政法人福祉医療機構

独立行政法人福祉医療機構は、特殊法人等改革により、社会福祉・

医療事業団の事業を承継して、独立行政法人福祉医療機構法（平成14

年法律第166号）に基づき、平成15年10月1日に設立された独立行政法

人であり、福祉の増進・医療の普及を目的として、病院、診療所及び

介護老人保健施設等の医療関係施設に対して、その設置・整備等に必

要な資金を長期かつ低利な条件で融資する事業等を行っている。
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（指導課）

１．救急医療、周産期医療、小児医療、災害医療及びへき地医療について

(1) 救急医療の確保

○ 救急医療は直接患者の生死に関わる医療であり、地域の医療機関と消防

機関が連携し、地域全体で救急患者を円滑に受け入れられる救急医療体制

を構築する必要がある。

○ しかし、救急利用が大きく増加するとともに、軽症患者が二次・三次救

急医療機関を直接受診する等により、これらの病院の受入能力に限界が生

じている。また、救急医療を担う病院勤務医は、過酷な勤務環境の下で疲

弊していると指摘されている。さらに、救急患者が急性期を脱した後も転

院できず、救急医療機関が新たな救急患者を受け入れられないという「出

口の問題」も指摘されている。

このように、救急医療には様々な課題が生じており、国、地方公共団体、

医療関係者、患者・家族等が力を合わせて、救急医療の確保に取り組んで

いく必要がある。

（初期・二次救急医療体制の整備）

○ 初期・二次救急医療体制の整備については、平成16年度からの三位一体

改革等により国の補助金が順次一般財源化され、その実施は地方自治体の

裁量に委ねられている。各都道府県においては、地域に必要な初期・二次

救急医療の確保のため、救急患者の受入実績等に応じて医療機関に補助金

が支給されるよう配慮した予算の確保をお願いする。

○ また、平成22年度予算案において、初期・二次救急医療に関する新規事

業として、

・ 診療所医師が二次救急医療機関等で休日・夜間に診療支援を行う場合

の支援

を盛り込んでいるので、各都道府県においては、積極的に活用するようお

願いする。

（三次救急医療体制の整備）

○ 三次救急医療体制（救命救急センター）の整備については、平成20年７

月の「救急医療の今後のあり方に関する検討会中間取りまとめ」において、

おおむね100万人に１か所というそれまでの整備目標について、「救命救

急センターと同等の役割を果たしており、地域において必要性が認められ

ている施設については、救命救急センターとして位置付けていくことが適

当」という旨の考え方が示された。

平成21年度から、これまで補助対象となっていなかった救命救急センタ

ーも補助対象となるよう、救命救急センター運営事業を拡充しているので、
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各都道府県においては、この補助事業を積極的に活用し、救命救急センタ

ーの整備を推進するようお願いする。

○ また、救命救急センターの新たな充実度評価については、平成22年度評

価（評価対象年度は平成21年度）から行うこととしているので、各都道府

県においては、十分留意するとともに、救命救急センターに対する一層の

支援をお願いする。

○ さらに、平成22年度予算案において、三次救急医療に関する新規事業と

して、

① 急性期を脱した救急患者の円滑な転床・転院を促進し、救急医療用病

床を有効に活用するため、施設内・施設間の連携を担当する専任者の配

置に対する支援

② 「超急性期」にある小児の救命救急医療を担う「小児救命救急センタ

ー（仮称）」の運営に対する支援

を盛り込んでいるので、各都道府県においては、積極的に活用するようお

願いする。

（救急患者の医療機関による円滑な受入れ）

○ 救急患者の医療機関による受入れの状況について、「救急搬送における

医療機関の受入状況等実態調査」（平成21年３月19日総務省消防庁）によ

ると、平成20年に救急搬送された約467万人のうち、受入医療機関が決定

するまでに救急隊等が行った照会回数が４回以上のものは14,732件（0.32

％）、11回以上のものは903件（0.02％）であり、地域別には、首都圏、

近畿圏等の大都市周辺部において照会回数が多くなっている。

また、救急車の現場滞在時間が30分以上のものは16,980件（0.36％）、

60分以上のものは1,663件（0.036％）であった。

○ このような状況を改善し、傷病者の搬送及び受入れの迅速かつ適切な実

施を図るため、平成21年５月に消防法の一部改正（平成21年法律第34号）

が行われ、都道府県は、傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準を定

めるとともに、実施基準に関する協議等を行うための消防機関、医療機関

等を構成員とする協議会を設置することとされた。

厚生労働省及び総務省消防庁では、平成21年10月に「傷病者の搬送及び

受入れの実施基準等に関する検討会報告書」を取りまとめ、各都道府県に

対し「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準の策定について」（平

成21年10月27日付け医政発第1027第3号・消防救第248号）を発出したとこ

ろである。

各都道府県においては、「傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関す

る検討会報告書」を参考にして、地域の医療提供体制、傷病者の搬送及び

受入れの状況等地域の実情に応じた、傷病者の搬送及び受入れの実施基準
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を速やかに策定するようお願いする。

○ また、平成22年度予算案において、新規事業として、

① 傷病者の搬送及び受入れの実施基準に基づき、受入困難患者の受入れ

を確実に行う医療機関の空床確保に対する支援

② 急性期を脱した救急患者の円滑な転床・転院を促進するため、施設内

・施設間の連携を担当する専任者の配置に対する支援

を盛り込んでいるので、各都道府県においては、消防部局と連携を図りつ

つ、補助事業を積極的に活用し、救急患者が円滑に医療機関に受け入れら

れるために必要な取組を進めるようお願いする。

○ さらに、傷病者の搬送及び受入れの実施基準を有効に機能させるために

は、いわゆるＰＤＣＡサイクル（plan－do－check－act cycle）による実

施基準の評価・見直しが重要であり、各都道府県においては、実施基準に

基づく傷病者の搬送及び受入れの実態調査を行うようお願いする（平成22

年度予算案において、実態調査のための経費を盛り込んでいる）。

（救急利用の適正化）

○ 平成20年の救急車による搬送人員は約468万人であり、平成19年と比べ

ると4.6％（約23万人）減少しているが、この10年間では31.9％（約113万

人）増加している。また、救急車で搬送される患者のうち、半数は軽症者

であり、不要不急にも関わらず救急車を利用している事例もあると指摘さ

れている。

※ 平成21年上半期の救急車による搬送人員は前年同期と比べて2.1％（約５万人）減

少しており、総務省消防庁が減少した消防本部に要因と思われる事由を質問したと

ころ（複数回答）、「市民への救急自動車の適正利用等の広報活動」（62.0％）、「頻回

利用者への個別指導と毅然たる対応」（16.4％）等の回答であった。

○ 安易な時間外受診（いわゆる「コンビニ受診」）は、医療機関に過度の

負担をかけ、真に救急対応が必要な患者への救急医療に支障をきたすおそ

れがある。

平成22年度予算案において、

① 地域の小児科医等が休日・夜間の小児患者の保護者等からの電話相談

に応じる小児救急電話相談事業（＃８０００）

② 急病時の対応等についての住民向けの啓発や相談窓口設置の支援（医

療連携体制推進事業）

③ 患者・家族と医療従事者等との懇談会等の開催の支援（患者・家族対

話推進懇談会事業）

等を盛り込んでいるので、各都道府県においては、地域における既存の取

組が対象となるか改めて確認するなど、これらの補助事業を積極的に活用

し、救急利用の適正化を推進するようお願いする。
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（ドクターヘリの導入）

○ ドクターヘリ（医師が同乗する救急医療用ヘリコプター）は、早期治療

の開始と迅速な搬送により、救命率の向上や後遺症の軽減に大きな効果を

上げている。

○ ドクターヘリの全国的な配備を目標として、平成13年度からドクターヘ

リ導入促進事業を行っており、平成20年度からは、都道府県負担の半分が

特別交付税により措置されている。

さらに、平成22年度予算案において、

① ドクターヘリ導入促進事業の充実（補助基準額：約１億７千万円→２

億１千万円、か所数：24機分→28機分）

② ドクターヘリに搭乗する医師及び看護師の研修（委託事業）

を盛り込んでいるので、各都道府県においては、地域の実情に応じて、ド

クターヘリの導入について検討するようお願いする。特に、ドクターヘリ

を導入しておらず、消防防災ヘリを救急業務で使用することの多い都道府

県においては、ドクターヘリの導入を十分に検討するようお願いする。

(2) 周産期医療の確保

○ 周産期医療体制については、国民が安心して子どもを産み育てることが

できる医療環境の実現に向け、一層の整備が求められている。

○ 平成８年度から開始した周産期医療対策事業は、分娩に伴って大量出血

を生じた妊婦の救命、未熟児の救命等に大きく寄与し、妊産婦死亡率や新

生児死亡率の改善が図られてきた。しかし、産科疾患による死亡が減少す

る中で、脳血管障害など産科以外の疾患による妊産婦死亡が新たな課題と

なっている。

（周産期医療体制整備指針の見直し）

○ 平成21年３月の「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会報

告書」を受け、周産期医療対策事業の実施要綱に基づく周産期医療体制整

備指針を見直すこととしており、平成21年８月に各都道府県に対し周産期

医療体制整備指針（案）を送付したところである。

平成22年１月中に周産期医療体制整備指針に関する通知を発出する予定

であるが、各都道府県においては、速やかに周産期医療体制整備計画を策

定するようお願いする。

○ 周産期医療体制整備指針（案）の概要は、以下のとおりである（下線部

分が見直しによる追加）。

（１）周産期医療協議会の設置
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○ 都道府県は、周産期医療体制の整備に関する協議を行うため、周産期

医療協議会を設置する。

（２）周産期医療体制整備計画の策定

○ 都道府県は、周産期医療協議会の意見を聴いて、周産期医療体制整備

計画を策定する。

○ 周産期医療体制整備計画は、地域の実情に応じて、ＮＩＣＵの整備（出

生１万人対25床から30床を目標）、ＮＩＣＵの後方病床（ＧＣＵ、重症

児に対応できる一般小児病床、重症心身障害児施設等）の整備等に留意

して策定する。

※ ＮＩＣＵ：新生児集中治療管理室、ＧＣＵ：ＮＩＣＵに併設された回復期治療室

※ これまでのＮＩＣＵ必要病床数は、出生１万人対20床としている。

（３）総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センター

○ 都道府県は、必要な機能等を有する医療施設を総合周産期母子医療セ

ンターとして指定し、必要な機能等を有する医療施設を地域周産期母子

医療センターとして認定する。

○ 周産期母子医療センターは、必要な機能等を満たさなくなった場合は、

その旨を速やかに都道府県に報告するものとし、当該報告を受けた都道

府県は、当該医療施設に対して適切な支援及び指導を行う。

○ 都道府県による支援及び指導後も周産期母子医療センターが改善しな

い場合は、都道府県は、総合周産期母子医療センターの指定又は地域周

産期母子医療センターの認定を取り消すことができる。

① 総合周産期母子医療センターの機能等

・ 総合周産期母子医療センターは、常時の母体及び新生児搬送受入体

制を有し、母体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医療、高度

な新生児医療等の周産期医療を行うことができるとともに、自施設又

は他施設の関係診療科と連携して産科合併症以外の合併症を有する母

体に対応することができる医療施設を都道府県が指定する。

・ 総合周産期母子医療センターは、原則として、三次医療圏に一か所

整備する。ただし、都道府県の面積、人口、交通事情等を考慮し、三

次医療圏に複数設置することができる。

・ ＭＦＩＣＵは６床以上、ＮＩＣＵは９床以上（12床以上が望ましい）

とする。

※ ＭＦＩＣＵ：母体・胎児集中治療管理室

・ 24時間体制で産科を担当する複数の医師、24時間体制で新生児医療

を担当する医師、麻酔科医、臨床心理技術者、ＮＩＣＵ入院児支援コ

ーディネーター等の確保に努める。

② 地域周産期母子医療センターの機能等

・ 地域周産期母子医療センターは、産科及び小児科（新生児医療を担

当するもの）等を備え、周産期に係る比較的高度な医療行為を行うこ
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とができる医療施設を都道府県が認定する。ただし、ＮＩＣＵを備え

る小児専門病院等であって、都道府県が適当と認める医療施設につい

ては、産科を備えていないものであっても、地域周産期母子医療セン

ターとして認定することができる。

・ 地域周産期母子医療センターは、総合周産期母子医療センター１か

所に対して数か所の割合で整備する。

・ 24時間体制で病院内に小児科を担当する医師、産科を有する場合は

帝王切開術が必要な場合に迅速に手術への対応が可能となる医師（麻

酔科医を含む。）、新生児病室に適当数の看護師、臨床心理技術者等

の配置が望ましい。

※ 現在の新生児病室の看護師数は「常時３床に１名」としている。

（４）周産期医療情報センターの設置

○ 都道府県は、総合周産期母子医療センター等に、周産期救急情報シス

テムを運営する周産期医療情報センターを設置する。

○ 周産期医療情報センターについては、救急医療情報システムとの一体

的運用や相互の情報参照等により、救急医療情報システムと連携を図る。

（５）搬送コーディネーターの配置

○ 都道府県は、周産期医療情報センター等に、搬送コーディネーターを

配置することが望ましい。

（６）周産期医療関係者に対する研修

○ 都道府県は、医師、助産師、看護師、搬送コーディネーター、ＮＩＣ

Ｕ入院児支援コーディネーター等に対し、必要な専門的・基礎的知識及

び技術を習得させるため、研修を行う。

（予算補助事業の活用）

○ 平成22年度予算案においては、「周産期医療と救急医療の確保と連携に

関する懇談会報告書」を踏まえ、ＮＩＣＵ等の確保、産科合併症以外の合

併症を有する母体の受入れ、勤務医の負担軽減、長期入院児の在宅への移

行促進等を図るため、

① 総合周産期母子医療センターの運営に対する支援（ＭＦＩＣＵ・ＮＩ

ＣＵ・ＧＣＵの運営支援、産科合併症以外の合併症を有する母体を受け

入れる体制整備の支援、診療所医師が休日・夜間に診療支援を行う場合

の支援）

② 地域周産期母子医療センターの運営に対する支援（ＭＦＩＣＵ・ＮＩ

ＣＵ・ＧＣＵの運営支援、診療所医師が休日・夜間に診療支援を行う場

合の支援）

③ ＮＩＣＵにおいて、新生児を担当する医師の手当に対する支援

④ ＮＩＣＵ等に長期入院している小児が在宅療養へ移行するための地域

療育支援施設（仮称）を設置する病院への支援
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⑤ 在宅に移行した小児をいつでも一時的に受け入れる病院に対する支援

等を盛り込んでいる。

各都道府県においては、これらの補助事業を積極的に活用し、地域の周

産期医療体制の整備に取り組むようお願いする。

（周産期医療に係る特例病床）

○ 病床過剰地域であっても特例的に整備できる特例病床制度について、平

成19年４月から、周産期医療に係る特例病床の範囲を拡大し、周産期疾患

に係る病床を特例病床の対象とした。

各都道府県においては、周産期医療に係る特例病床も活用しながら、地

域の実情及び必要性に応じた周産期医療体制を整備するようお願いする。

(3) 小児医療の確保

（重篤な小児患者に対する救急医療等の確保）

○ 小児医療については、他の先進国と比べ、乳児死亡率は低いものの、１

～４歳児死亡率は高くなっており、小児の救命救急医療を担う医療機関等

を整備する必要性が指摘されている。

○ このため、平成21年７月の「重篤な小児患者に対する救急医療体制の検

討会中間取りまとめ」において、

① 改正消防法に基づき都道府県に設置する協議会に小児科医も参加し、

小児救急患者の搬送及び受入れの実施基準を策定

② 救命救急センターの小児専門病床の要件緩和

③ 小児救急患者への医療提供体制の特に整った救命救急センターや小児

専門病院・中核病院について、「超急性期」の小児の救命救急を担う医

療機関として位置付け、整備する

④ 「超急性期」を脱した小児救急患者に「急性期」の集中治療・専門的

医療を提供する小児集中治療室の整備のための支援が必要

等が盛り込まれたことを踏まえ、平成22年度予算案において、

① 「超急性期」にある小児の救命救急医療を担う「小児救命救急センタ

ー（仮称）」の運営に対する支援

② 超急性期後の「急性期」にある小児への集中的・専門的医療を行う小

児集中治療室の整備に対する支援

③ 小児への集中的・専門的医療を担う小児科医を養成するための研修に

対する支援

を盛り込んでいるので、各都道府県においては、積極的に活用するようお

願いする。

（入院を要する小児救急医療の確保）

○ 入院を要する小児救急医療体制の充実を図るため、

① 小児救急患者の受入れが可能な病院を当番制により確保する小児救急

60



医療支援事業

② 広域（複数の二次医療圏）で小児救急患者の受入れを行う小児救急医

療拠点病院に対する支援

を進めているが、依然として、小児救急医療体制が未整備の地域が残って

いる。

○ 平成20年度より、オンコール体制（より専門的な処置が必要な場合等に、

小児科医が速やかに駆けつけ対応する体制）による小児救急医療体制の整

備も補助の対象としているので、各都道府県においては、積極的に活用す

るようお願いする。

（初期小児救急の確保等）

○ 小児の入院救急医療機関にかかる患者の９割以上は軽症であると指摘さ

れており、症状に応じた適切な対応が図られるよう、平成22年度予算案に

おいても、

① 休日・夜間に小児の軽症患者の診療を行う小児初期救急センターの運

営に対する支援

② 地域の小児科医等が休日・夜間の小児患者の保護者等からの電話相談

に応じる小児救急電話相談事業（＃８０００）

⑤ 急病時の対応等についての住民向けの啓発や相談窓口設置の支援（医

療連携体制推進事業）

等を盛り込んでいるので、各都道府県においては、積極的な活用をお願い

する。

(4) 災害医療の確保

（災害医療に関する研修）

○ 災害時に迅速に活動できる機動性を持った災害派遣医療チーム（ＤＭＡ

Ｔ）の研修について、引き続き、東日本会場と西日本会場の２か所で実施

する予定である。また、ＮＢＣ（放射能、生物剤、化学剤）災害・テロの

被害者に対する診断・治療等に関する研修も引き続き実施する予定である

ので、各都道府県においては、医療関係者の積極的な参加に配慮をお願い

する。

○ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）については、養成研修で得た知識・技

術を維持していく必要があることから、平成22年度から、国立病院機構災

害医療センターにＤＭＡＴ事務局を設置し、ＤＭＡＴ事務局の事業として、

ＤＭＡＴ技能維持研修を地方ブロックごとに実施する予定である。さらに、

地方ブロックごとに自衛隊、消防機関等との連携を図るためのＤＭＡＴ訓

練補助事業も実施する予定であるので、各都道府県においては、ＤＭＡＴ

隊員の積極的な参加に配慮をお願いする。
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（災害医療体制の確保）

○ 医療施設の耐震化については、医療施設の耐震工事に対する補助事業（基

幹災害医療センター施設整備事業、地域災害医療センター施設整備事業、

地震防災対策医療施設耐震整備事業、医療施設耐震整備事業）の調整率を

０．５へ引き上げ、地方公共団体等の財政負担の軽減を図っている。

また、平成21年度第一次補正予算において、医療施設耐震化臨時特例交

付金を創設し、各都道府県へ必要額を交付したところである。交付金につ

いては、都道府県が基金として運用することから、特に厳格な管理をお願

いする。

○ 災害拠点病院等活動費については、平成22年度予算案において、引き続

き、災害拠点病院の総合防災訓練等への参加経費や災害派遣医療チーム（Ｄ

ＭＡＴ）の活動経費に対する補助を計上している。

各都道府県においては、これらの補助事業を積極的に活用し、災害医療

体制の確保に取り組むようお願いする。

（緊急地震速報の受信装置の病院への導入）

○ 緊急地震速報の受信装置の病院への導入については、地震発生時に、エ

レベーターへの閉じ込め防止等に有効であると指摘されている。

○ 病院等が緊急地震速報の受信装置等を取得する場合の税制軽減措置（所

得税・法人税・固定資産税）については、平成22年度税制改正案において、

固定資産税の軽減措置について、平成26年３月31日まで延長した上で、廃

止することとされた。各都道府県においては、緊急地震速報の受信装置の

病院への導入促進について配慮をお願いする。

(5) へき地医療の確保

○ へき地医療については、現在、平成23年度から開始する第11次へき地保

健医療計画についての検討会を開催しており、平成21年度内に報告書を取

りまとめる予定としている。同報告書を踏まえ、各都道府県に対し、平成

22年度中のへき地保健医療計画の策定をお願いする予定であるので、ご留

意願いたい。

○ また、無医地区調査及び無歯科医地区調査については、現在、都道府県

の協力により実施しているところであり、平成22年２月１日の提出期限ま

でに提出いただくようよろしくお願いする。
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２．医療計画を通じた医療連携体制の構築について

(1) 医療連携体制の構築について

○ 医療計画における現在の課題は、医療計画を具体化することであり、特に、

地域の医療連携を具体的に推進することが重要である。

○ 各都道府県においては、医療計画に沿って、以下に示すような地域の医療連

携の推進のための具体的な方策に取り組むようお願いする。

（地域の医療連携の推進のための具体的な方策例）

① 地域における医療の需給、患者の受療行動等の課題の抽出

限られた医療資源を有効に活用し、効率的で質の高い医療を実現するために

は、地域の医療機関が機能を分担及び連携することにより、地域全体で必要な

医療を提供する必要がある。このため、地域における医療の需要と供給を疾病

ごとに可視化・データベース化するなどにより、医療の需給、患者の受療行動

等の課題を抽出することが重要となる。

平成20年度老人保健健康増進等事業研究「地域医療サービス提供マップ作成

支援研究」において、平成21年３月に報告書が作成されたので、参考とされた

い。

② 圏域連携会議等での地域の課題の議論

地域の医療連携の推進には、実際に医療を提供する地域の医療機関・医療従

事者が情報・認識を共有する必要がある。このため、圏域ごとに各医療機能を

担う関係者が具体的な連携等について協議する場である「圏域連携会議」等に

おいて、医療計画の推進状況を報告し、①の地域の課題の改善策等について議

論を行うことが重要である。

保健所の取組について、平成20年度地域保健総合推進事業研究「地域医療連

携体制の構築と評価に関する研究」において、平成21年３月に報告書が作成さ

れたので、参考とされたい。

平成22年度予算案において、医療連携を推進するための関係者の議論等を支

援する医療連携体制推進事業を計上しているので、活用されたい。

③ 地域の患者・住民への働きかけ

地域の医療連携の推進には、医療関係者だけでなく、医療を受ける患者・住

民の理解と協力も必要である。このため、地域の医療資源の状況、医療機能の

分担及び連携の体制等について、地域の患者・住民に分かりやすく示し、患者

・住民へ働きかけを行うことが重要である。

平成22年度予算案において、医療連携を推進するための住民向け講習会、パ

ンフレット、相談窓口等を支援する医療連携体制推進事業を計上しているので、

活用されたい。
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(2) 医療対策協議会の活性化について

○ 医療法第30条の12の医療対策協議会については、都道府県が中心となって地

域の医療関係者と協議を行い、医師不足地域への医師派遣の調整のほか、医師

確保対策等を定めるための重要な場であり、その一層の活性化が望まれる。

○ 各都道府県においては、地域や診療科における医師偏在の状況を把握した上

で、関係者の協力を得ながら、医療対策協議会において積極的な協議を行い、

医師派遣を行う医療機関への財政支援等の医師確保対策予算を活用し、医師確

保対策をさらに推進するようお願いする。

○ また、社会医療法人の認定を行った都道府県においては、医療対策協議会の

構成員に社会医療法人の代表を加えるようお願いする。

(3) 医療計画制度の見直しについて

○ 平成21年12月15日に閣議決定された「地方分権改革推進計画」において、医

療計画に関して、以下のとおりとされた。

① 都道府県の医療計画の内容のうち、地域医療支援病院等の整備の目標に関

する事項及び医療提供体制の確保に関し必要な事項に係る規定（医療法第30

条の４第２項９号及び13号）は、例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。

② 基準病床数制度のあり方については、各都道府県の次期医療計画の策定時

期に合わせ、平成23年度までに結論を得ることとする。

○ 平成25年度から開始する次期医療計画に向け、平成22年度に検討会を設置し、

基準病床制度のあり方を含めて検討を行う予定であるので、ご留意願いたい。
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３．補助事業等の適正な執行について 

 

補助事業等の執行に当たっては、大部分の補助事業者、間接補助事業者等に

おいては、関係法令、実施要綱、交付要綱、交付決定の際に付された条件等に

従って執行していただいているものと考えているが、例年、会計検査院等から、

不適切な補助金の使用などについて指摘を受けているところである。 

これまでも、会計検査院等からの指摘があったその都度、不適切な事例や補

助金の適正な執行について周知を図ってきたところであるが、改めて、会計検

査院及び総務省から指摘のあった主な事例及び留意事項について以下に挙げ

た。 

各都道府県においては、これらの点に留意し、補助金の審査体制を整えると

ともに、過去の補助金の総点検や補助事業者等の現地調査を行うなど、補助事

業等の適正な執行に努められたい。 

また、この旨については、補助事業者、間接補助事業者等に対し、必ず周知

されるようお願いする。 

おって、本年度中にも都道府県における補助事業等の執行状況について、現

地調査を実施する予定なので、ご了知願いたい。 

 

（１）都道府県等における留意事項 

 

 ○交付申請時における十分な審査 

（適正な対象経費の計上、適正な費用算定方法、事業の利用見込又は過去

の実績等を踏まえた実効性 等） 

 ○実績報告時における審査 

  （事業実施状況の確認、交付申請時に審査した事項の再確認 等） 

 ○定期的な監査等による点検 

  （補助事業者等における書類等の整備、事業目的にあった効率的な活用状

況 等） 

 ○補助事業者等に対する指導 

  （補助事業者等として遵守すべき事項の周知 等） 

 

（２）指摘のあった主な事例 

 

 ○救急医療情報センター運営事業 

・情報システムや専用端末の利用が低調 

・兼務者の人件費を按分せずに全額補助対象経費として計上 

 ○小児救急医療支援事業 

・診療日数の算定方法に誤り 

 ○第二次救急医療施設勤務医師研修事業 

・補助対象外の経費を補助対象経費として計上 

・県が実施主体であるにもかかわらず県職員に謝金を支払 
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・委託先の講師謝金単価が県よりも高額 

 ○救急救命士養成所初度設備整備事業 

・臨床実習用の救急車を購入しているが、その利用状況が低調 

 ○救命救急センター運営事業 

・ドクターカーの運転手の確保に係る経費の算定が不適切 

・補助対象経費の算出が過大（減価償却費の計上に当たり国庫補助を受け

た財産に係る分を計上、給与費から控除すべき手当を控除しない等） 

・選定額の算出方法に誤り（基準額と差引事業費の多い方を選定） 

・補助対象経費の積算が過大（借入利息を計上等） 

  ・収入額に手術料、麻酔料等の診療収入を計上していない 

 ○小児救急地域医師研修事業 

・補助対象経費の支出を裏付ける証拠書類が残されていなかった 

 ○休日夜間急患センター設備整備事業 

  ・管理台帳を作成していない 

 ○医療施設近代化施設整備事業 

・事業の一部（電子カルテ等の整備）が未実施 
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４．医療従事者と患者・家族の協働の推進

○ 医療は国民生活の基盤を支える公共性の高い営みであり、国、都道府県、市町

村、医療従事者、患者・家族等の関係者全員で支えていく必要がある。

○ 救急車で搬送される患者のうち、半数は軽症者であり、不要不急にもかかわら

ず救急外来を利用している事例もあると指摘されている。安易な時間外受診（い

わゆる「コンビニ受診」）は、医療機関に過度な負担をかけ、真に救急対応が必

要な患者への救急医療に支障をきたすおそれがある。

※ 平成20年の救急車による搬送人員は約468万人であり、平成19年と比べると4.6％（約23万人）

減少しているが、この10年間では31.9％（約113万人）増加している。平成21年上半期の救急

車による搬送人員は前年同期と比べて2.1％（約５万人）減少しており、総務省消防庁が減少

した消防本部に要因と思われる事由を質問したところ（複数回答）、「市民への救急自動車の適

正利用等の広報活動」（62.0％）、「頻回利用者への個別指導と毅然たる対応」（16.4％）等の回

答であった。

○ また、本来医療は不確実な側面を有している。患者自身の期待が完全に満たさ

れるとは限らない場合が少なからずあることを、患者側が認識することも大切で

あり、医療に対する過大な期待の裏返しとして生じる医療従事者と患者の間の信

頼関係の悪化を食い止めることにもつながる。

○ 医療の公共性等に関する認識の普及、医療従事者と患者・家族等の相互理解の

促進等を図るため、全国の各地で、医療従事者と患者・家族等との懇談会の開催、

救急利用の適正化を促すパンフレットの作成、子どもの急病時の対処方法等をま

とめたガイドブックの作成等の市民活動等が行われている。

○ 平成22年度予算案においては、

① 患者・家族と医療従事者等との懇談会等の開催の支援（患者・家族対話推進懇

談会事業）

② 医療従事者と患者側とのコミュニケーションの仲立ちする院内相談員の養成研

修を支援（院内相談員養成研修事業）

③ 急病時の対応等についての住民向け講習会、対応ガイドブック、相談窓口設置

等を支援（医療連携体制推進事業）

等を盛り込んでいる。

○ 各都道府県においては、これら補助事業を積極的に活用し、地域の市民活動を支

援する等により、医療従事者と患者・家族等の相互理解の促進、救急利用の適正化

等に取り組むようお願いする。
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５．医療法人等について

（社会医療法人の認定）

○ 社会医療法人とは、医療計画に基づき特に地域で必要な医療（救急医療、災害医療、

へき地医療、周産期医療、小児救急医療）の提供を担うものとして都道府県が認定す

る医療法人である。平成18年医療法改正により制度が創設され、平成20年４月から認

定が始まったところであり、平成21年12月１日現在で、73法人が認定を受けている（関

係資料：「10.社会医療法人の認定状況」）。各都道府県においては、引き続き、社会

医療法人の適正な審査を行うようお願いする。

(持分あり医療法人から持分なし医療法人への移行）

○ 平成18年医療法改正により、医療法人の非営利性が徹底され、新たに設立される社

団の医療法人は持分の定めのないものに限られ、既存の持分あり医療法人については、

当分の間存続することとなった。

○ 持分あり医療法人については、出資持分に係る相続税や出資持分の払戻請求により

医業の継続が困難となるおそれがあり、持分なし医療法人への移行によって、そのよ

うな問題がなくなることから、既存の持分あり医療法人から持分なし医療法人への円

滑な移行を進めることが重要である。各都道府県においては、持分あり医療法人から

定款変更の相談があった際などに、持分なし医療法人への移行を促すようお願いする。

○ 持分あり医療法人から持分なし医療法人へ移行する際に贈与税が非課税となる基準

に関し、国税庁から「『贈与税の非課税財産（公益を目的とする事業の用に供する財

産に関する部分）及び公益法人に対して財産の贈与等があった場合の取扱いについて』

等の一部改正について（法令解釈通知）」（平成20年７月８日付け課資2-8、課審6-7）

が発出されているので、御了知願いたい。

（医療法人の指導監督）

○ 美容整形等の自由診療や眼科診療所の経営を目的とする医療法人において指導対象

となる事例が目立っている。医療法人制度の趣旨を踏まえ、関係部局と連絡を密にし

て、医療法人の十分な指導監督をお願いする。特に、法人運営への第三者の関与が疑

われる場合、法人の主体的な運営に疑いが生じた場合等には、法人からの報告聴取・

法人への立入検査を実施する等、積極的な指導をお願いする。

（決算書類の届出、閲覧）

○ 貸借対照表等の決算書類は、法人運営の適正性を判断する上で重要な資料である。

医療法人については、医療法第52条により、決算書類の都道府県への届出と閲覧が義

務付けられており、決算書類の届出漏れがないよう留意願いたい。また、悪質な事例

には、医療法第76条の過料処分等厳正な対応をお願いする。

68



（医療法人の設立認可の取消し）

○ 医療法第65条により、医療法人が成立した後又はすべての病院等を休止若しくは廃

止した後、正当な理由なく１年以上病院等を開設又は再開しないときは、医療法人の

設立認可を取り消すことができる。休眠医療法人の整理は、医療法人格の売買等を未

然に防ぐ上で極めて重要であり、実情に即して、設立認可の取消しを検討するようお

願いする。

（医療機関を経営する公益法人）

○ 平成18年に公益法人制度改革が行われ、従来の公益法人については、平成25年11月

31日までに、公益社団・財団法人の認定の申請を行うか、又は一般社団・財団法人の

認可の申請を行う必要がある。

○ 公益社団・財団法人の認定を受けるためには、公益目的事業比率が50％以上である

こと等の要件を満たす必要があるが、医療機関を経営する公益法人についても、公益

社団・財団法人の認定を受けているところである。各都道府県においては、公益法人

担当部局と十分に連携し、医療機関を経営する公益法人からの相談に応じるようお願

いする。
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６．医療機能評価について 

 

○ 第三者評価は、事業者の提供するサービスの質を当事者（事業者及び利用

者）以外の公正・中立な第三者機関が、専門的かつ客観的な立場から評価す

るものである。個々の事業者が事業運営における具体的な問題点を把握し、

サービスの質の向上に結びつけることができ、また、利用者の適切なサービ

スの選択に資するための情報となることから、医療分野においても、その普

及が求められている。 

 

○ 病院を対象とした第三者評価として、財団法人日本医療機能評価機構が病

院機能評価事業を行っており、病院の機能を学術的観点から中立的な立場で

評価することにより、問題点を明らかにするとともに、機能改善が認められ

た病院に対する認定証の発行を行っている。 

 

（参考）同機構の病院機能評価事業については、平成 21 年 11 月６日現在で、

2,570 病院（病院全体の約 29％）が認定を受けている。 

 

○ 同機構においては、病院機能評価事業の事業内容や評価項目、認定病院の

評価結果等をホームページで公表しており、また、受審準備を支援するため

の病院機能改善支援事業（窓口相談や訪問受審支援）も実施している。 

 

○ また、臨床研修病院の指定の基準の一つとして「将来、第三者による評価

を受け、その結果を公表することを目指すこと」が位置付けられており、病

院機能評価事業の新たな評価項目（平成 21 年７月の審査より適用。統合版評

価項目 Ver．6.0）においては、第４領域「医療提供の組織と運営」において、

臨床研修機能についても評価を行うこととされている。 

 

（参考）臨床研修病院の受審申請件数（審査終了のものを含む。）は、単独型臨

床研修病院及び管理型臨床研修病院で 959 病院（全体の約 86％）とな

っている。 

 

○ 各都道府県においては、住民に対する良質な医療の提供及び医療関係者の

意識の向上を図るべく、管下の民間病院、公立病院等に対し、医療機能評価

事業の一層の普及に努めるようお願いする。 
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７．院内感染対策について

○ ＭＲＳＡ（メチシリン耐性黄色ブドウ球菌）、ＶＲＥ（バンコマイシン耐

性腸球菌）、ＭＤＲＰ（多剤耐性緑膿菌）、ＭＤＲＢ（多剤耐性アシネトバ

クター）等の病原体に起因する院内感染事例が、各地の医療機関において依

然として散発している。

○ 管下の医療機関において院内感染が発生した場合には、当該医療機関の管

理者と連携し、適切な対処方よろしくお願いする。

また、院内感染対策については、個々の医療機関における組織的な取組（院

内感染対策委員会の開催、院内感染対策指針の整備、職員研修等）に加え、

地域における連携体制の構築が重要である。管下の医療機関において適切な

院内感染対策が講じられるとともに、地域の連携体制が構築されるよう、適

切な指導方引き続きよろしくお願いする。

○ 院内感染の防止に関する一般的な留意事項等については、厚生労働科学研

究により報告された科学的知見等に基づき、「医療施設における院内感染の

防止について」（平成17年２月１日医政指発第0201004号厚生労働省医政局

指導課長通知）により示してきたところであり、また、医療機関における院

内感染対策指針の整備の支援を目的として、「院内感染対策のための指針案

及びマニュアル作成のための手引きの送付について」（平成19年５月８日厚

生労働省医政局指導課事務連絡）を送付している。

院内感染対策の推進に当たっては、当該通知及び事務連絡を活用するとと

もに、院内感染対策を含めた医療安全管理体制の整備が十分図られるよう適

切な指導方よろしくお願いする。

○ 院内感染発生時の対応及び家族への説明については、「薬剤耐性菌による

院内感染対策の徹底及び発生後の対応について」（平成19年10月30日医政総

発第1030001号・医政指発第1030002号厚生労働省医政局総務課長・厚生労働

省医政局指導課長連名通知）を参考として指導方よろしくお願いする。

○ 管下の医療機関において重大な院内感染事例が発生した場合又は発生した

ことが疑われる場合には、必要に応じて、直ちに厚生労働省に相談し、国立

感染症研究所等の協力を得ることについても考慮されたい。
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８．医療法第25条第１項に基づく立入検査について

○ 医療法第25条の第１項に基づく立入検査については、「医療法第25条第１

項の規定に基づく立入検査要綱」（平成13年６月14日医薬発第637号・医政

発第638号医薬局長・医政局長連名通知）及び「平成21年度の医療法第25条

第１項に基づく立入検査の実施について」(平成21年４月９日医政発第0409

009号医政局長通知）を参考に実施していただいている。

適正な医療提供体制の確保の観点から、無資格者による医療行為を防止す

るため、医療機関に対し採用時における免許証原本の確認の徹底を指導する

とともに、患者等から通報があった場合は直ちに検査を実施し、無資格者に

よる医療行為が明らかになった事例については、直ちに是正指導するととも

に、その事実を告発するなど厳正な対処をお願いする。

○ 無資格者による医療行為のほか、医師及び助産師以外の看護師等による助

産行為、都道府県知事の許可を受けていない複数医療機関の管理等の通報等

があった場合には、業務の実態を把握した上で、必要な指導等をお願いする。

○ 診療所も含め医療機関は営利を目的とするものではなく、また、医療機関

の開設者は、開設・経営の責任主体とされていることから、営利法人等が医

療機関の開設・経営を実質的に左右している疑いがあるとの通報等があった

場合においては、開設者が医療法人か個人であるかにかかわらず、その医療

機関に対し、立入検査を実施し、開設者からの説明聴取、税法上の帳簿書類

（財務諸表、確定申告書等）等の検査を行い、実態面の各種事情を十分精査

の上、厳正に対処していただくようお願いする。

特に、美容外科、眼科等を標榜し自由診療を行っている診療所については、

開設者及び非営利性に関して十分な確認を行うようお願いする。

○ また、病院等の管理者は医療安全を確保するための措置を講じる必要があ

り、引き続き、院内感染対策のための体制、医薬品及び医療機器に係る安全

管理のための体制の確保について、「良質な医療を提供する体制の確立を図

るための医療法等の一部を改正する法律の一部の施行について」（平成19年

３月30日医政発第0330010号医政局長通知）等の医療安全関係通知に基づき

指導方お願いする。
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９．病院における吹付けアスベスト（石綿）対策について

(1) 経緯

○ 病院における吹付けアスベスト（石綿）対策については、患者等の安全対策に

万全を期すため、「アスベスト問題への当面の対応」（平成17年アスベスト問題

に関する関係閣僚会合）に基づき、実態調査を実施し、結果を公表するとともに、

「ばく露のおそれがある場所」を保有する病院等に対して適切な措置を指導する

等、各都道府県に対応をお願いしてきた。

○ 平成19年以降、以下のような留意すべき事項があった。

① 総務省行政評価局による勧告（平成19年12月16日）

平成17年の実態調査について、総務省行政評価局により、建築物全体におけ

るアスベスト使用状況確認の徹底等の「アスベスト対策に関する調査結果に基

づく勧告」が行われた。

② アスベストの対象種別についての報道（平成20年１月５日等）

一般に知られているアモサイト、クリソタイル、クロシドライト以外のトレ

モライト、アンソフィライト、アクチノライトの使用実態が報道された。

③ 石綿障害予防規則に関する通知（平成20年２月６日）

②を受け、厚生労働省労働基準局より、アスベスト使用分析調査については

６種類全てを対象とすることの徹底等を内容とする通知が発出された。

(2) 平成20年アスベスト使用実態調査等について

○ 前述の状況を踏まえ、アスベスト問題に関する関係省庁会議で再実態調査の必

要性が確認されことを受け、平成20年５月に６種類のアスベストに係る「病院に

おける吹付けアスベスト（石綿）等使用実態調査」を各都道府県の協力により実

施し、その結果を平成20年９月に公表したところである。

○ また、平成20年10月に「使用実態調査のフォローアップ調査」を各都道府県の

協力により実施し、その結果を平成21年３月に公表したところである。

○ さらに、平成21年12月に２回目の使用実態調査のフォローアップ調査の実施を

各都道府県にお願いしたところであるが、現在、各都道府県から報告された調査

結果を精査の上、取りまとめを行っているところであり、今後、速やかに公表し

たいと考えている。

(3) 今後の対応

○ フォローアップ調査の結果、吹付けアスベスト（石綿）等の損傷、劣化等によ

る粉じんの飛散により、ばく露のおそれがある場所を保有する病院はもとより、

飛散のおそれのない病院であっても、破損の際にはアスベストの繊維が飛散する

恐れがあるため、引き続き、アスベストの除去、封じ込め、囲い込み等法令等に

基づき適切な措置を医療監視、建築、環境等の関係部局とも連携して指導するよ

うお願いする。また、分析調査中の病院については、その保有状況を明らかにし

た上で、状況に応じ適切な措置を指導するなど、病院における吹付けアスベスト

（石綿）対策の徹底に万全を期されるようお願いする。
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（医事課）

１．医師等の資格確認について

医療機関等において、医師等を採用する場合は、免許証等の原本に

より資格を有していることの確認を求めているほか、保健所等におい

て、免許証の再交付申請があった場合は、厳密に本人確認を行うよう

求めているところである。

しかしながら、平成２０年度には、偽造した医師免許証または看護

師免許証の写しを使用して、無資格者が長年にわたり医業等を行って

いたという事例が発生しており、誠に遺憾である。

医師等の資格確認については、昭和４７年１月１９日付医発第７６

号、昭和５３年３月２０日付医発第２８９号及び昭和６０年１０月９

日付健政発第６７６号により通知しているところであるが、今後かか

る事例が発生することのないよう、医療関係職種の採用の際には免許

証の原本確認を十分行うよう関係部局、貴管下保健所、病院、診療所

等関係機関に対し指導されたい。また、医師、歯科医師については、

平成１９年４月から厚生労働省ホームページ上で運用を開始した「医

師等資格確認検索システム」(http://licenseif.mhlw.go.jp/search/)

をも活用するなどにより適正な資格確認を行うよう徹底願いたい。

２．医療関係資格者の行政処分対象事案の把握等について

（１）医療関係資格者として不適切な行為のあった者に対する処分につい

て、平成１４年１２月、医道審議会医道分科会において「医師及び歯

科医師に対する行政処分の考え方について」により今後とも厳正な態

度で臨むこととしている。各都道府県におかれては、医療関係資格者

の倫理に関する意識の昂揚について、引き続き、御協力をお願いする。

（２）医療関係資格者の行政処分対象事案の把握については、かねてより

御協力いただいているところであるが、情報入手の適正化の観点から

平成１６年より医師及び歯科医師が刑事事件の被疑者として起訴され

た場合及び判決が出された場合に、法務省から当省に対し、医師の氏

名、事件の概要等の情報が提供されることとなっている。

このため、法務省から提供のあった情報を含め、各都道府県に判決

書の入手等を依頼することとしているので、引き続き、御協力をお願

いする。

また、その他の医療関係資格者の対象事案の把握及び判決書の入手

等についても、引き続き、御協力をお願いする。
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３．医療従事者の養成について

（１）医師等医療関係職種の国家試験については、各職種の更なる質の向

上を図る観点から、適宜、試験の改善を図り、その実施に努めている

ところである。

また、平成２２年の国家試験は、別冊の関係資料のとおり実施する

ので、合格発表後の免許申請手続きにあたっては、引き続き適切な実

施方をお願いする。

（２）当課で所管する各医療関係職種の養成所については、近年、新設校

の開設により学校数が毎年増え続けている職種もあり、新設校と既存

校両者の質の確保が重要となっていることから、今後とも各地方厚生

(支)局を中心として厳正に指導を行っていく予定である。
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（歯科保健課）

１．歯科保健医療対策について

厚生労働省では、８０歳になっても自分の歯を２０本以上保つことを目標と

した８０２０（ハチマル・ニイマル）運動を進めており、８０２０達成者の増

加や学童期のむし歯有病者率の減少など、国民の歯の健康状態は改善している

ところである。各都道府県等におかれては、引き続き、本運動の一層の推進に

努められたい。

(1) ８０２０運動の推進について

生涯を通じた国民の歯の健康の保持の推進を図るとともに、都道府県にお

ける歯科保健対策を円滑に推進するため、「８０２０運動推進特別事業」を

引き続き実施する。

なお、本事業については、先に開催された行政刷新会議での意見を踏まえ

て、事業内容について一部見直しを行うので都道府県においては本事業が効

果的かつ効率的に実施されるよう努められたい。

＜見直しのポイント＞

○事業内容については、歯科検診の実施体制の整備や歯科疾患の予防等に関

する取り組みが成人期以降も重点的に実施されるよう、事業内容を明確化

する。

○予算の透明性、都道府県の事業主体性をより高めるため、都道府県におい

ては、住民を含めた歯科関係者からなる外部検討会を設置し、管内の歯の

健康の保持に関する課題を整理した上で事業計画を提出する。

○事業を外部に委託する場合にあっては、経費の内訳、委託する理由を添付

する。

(2) 平成２２年度歯科保健医療対策事業について

在宅高齢者への歯科保健医療の推進、安全で安心な歯科医療提供体制を整

備する観点から、

① 在宅歯科医療、口腔ケア等に専門性をもつ歯科医師及び歯科衛生士

を養成するための「歯の健康力推進歯科医師等養成講習会」

② ①の講習会を受講した歯科医師を対象として、在宅歯科診療を実施

する医療機関に対し在宅歯科医療機器設備を整備する「在宅歯科診療

設備整備事業」

③ 歯科医療の安全の確保を効率的に推進し、より安全で安心な歯科医

療提供体制を整備する「歯科医療安全管理体制推進特別事業」

を引き続き実施することとしている。
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更に、上記とは別に、医科・介護等との連携を推進する観点から、在宅歯

科医療における連携体制構築に関する補助事業を新たに平成２２年度予算案

に盛り込んだところであるので、都道府県においては、事業が効果的に実施

できるよう努められたい。

(3) 歯科衛生士の養成課程について

歯科衛生士の養成課程における修業年限等の指定基準改正（平成17年４月

施行、経過措置５年）以降、現時点において、ほぼ全ての養成機関で新課程

（３年制）での養成が実施されているところである。新課程での教育が円滑

に実施されるよう、都道府県におかれては、関係機関に対し、引き続きご指

導方よろしくお願いしたい。

２．歯科医師臨床研修制度について

(1) 歯科医師臨床研修を巡る状況

平成18年４月１日から歯科医師臨床研修が必修となり、診療に従事しよう

とする歯科医師は臨床研修を受けなければならないこととされた。

平成21年度は、2,300名程度の歯科医師が臨床研修を受けている。

平成21年４月１日現在の歯科医師の臨床研修施設数は、単独型及び管理型

臨床研修施設が237施設（大学病院97施設を含む）、協力型臨床研修施設が

1,653施設である。

なお、平成19年度から臨床研修を修了した旨の歯科医籍への登録申請を行

っている。平成21年度は、2,300名程度の修了が見込まれている。

《参考》歯科医師臨床研修施設数（平成21年４月１日現在）
大 学 病 院 （歯） ３１施設
大 学 病 院 （医） ６６施設
その他病院 単 独 型 １００施設

管 理 型 １４施設
協力型 ９９施設

歯科診療所 単 独 型 １９施設
管 理 型 ７施設
協力型 １,５５４施設

合 計 １,８９０施設
注）大学病院（歯）とは、歯学を履修する課程を置く大学に付属する病院

協力型の区分には、単独型または協力型として指定された施設を含まない。

大学病院（歯）は１施設、大学病院（医）は６施設の協力型病院を含む。

(2) 歯科医師臨床研修制度の見直し

歯科医師臨床研修制度は、臨床研修に関する省令の施行（平成17年）後５

年以内に見直しを行うこととなっており、平成21年12月に歯科医師臨床研修

推進検討会において、臨床研修制度の見直しに関する第２次報告がとりまと

められたところ。歯科医師臨床研修に関する省令や関係通知の見直しについ
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ては、第２次報告や医道審議会歯科医師分科会歯科医師臨床研修検討部会に

おける審議を踏まえて、現在省令改正等の作業を行っているところ。

(3) 歯科医師臨床研修に係る財源の確保

必修化後５年目にあたる平成22年度予算案においては、歯科医師臨床研修

費補助金を約29.1億円計上した。

都道府県におかれては、本制度の主旨を踏まえ、円滑かつ着実な実施に向

けて引き続きご協力をお願いしたい。

３．新規参入歯科医師数の削減について

(1) 経 緯

・歯学部は昭和45年（17校、入学定員1,460人）から56年（29校、3,380人）

にかけて急増したため、昭和61年「将来の歯科医師需給に関する検討委員

会」（厚生省）が20％削減を提言。

・私立歯科大学協会の協力等で平成６年までに削減率19.7％（666人減）。

・平成10年、厚生省の同様の検討会が入学定員の削減と歯科医師国家試験の

見直しにより、新規参入歯科医師の10％程度抑制を提言。以降、一部の大

学が募集人員を削減(1.7％（47人）)。

・平成21年度の募集人員は2,624人と最大時に比べ、756人、22.4％削減。

・国家試験については、平成16年試験から合否基準を見直し、従前90％程度

前後であった合格率は直近では60％代後半に低下。

・合格者数は、昭和61年前後３年間の平均3,252名が、直近３年間では、平

均2,342名と910名（28％）減少。

・上記施策により、一定の成果をみたが、医師確保策の議論が進む中で、歯

科医師需給についてさらなる検討の必要性が浮き彫りとなる。

(2) 文部科学大臣と厚生労働大臣による確認書

平成18年8月31日、両大臣が下記の内容の確認書に署名。

記

歯科医師については、以下のとおり、養成数の削減等に一層取り組む。

① 歯学部定員については、各大学に対してさらに一層の定員減を要請する

② 歯科医師国家試験の合格基準を引き上げる。

(3) 新規参入歯科医師数削減の今後の方針
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確認書の①については、文部科学省が、

・再三にわたり、定員削減を要請

・平成21年1月に、「歯学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議」

において入学定員の問題等に関する第１次報告が取りまとめられたとこ

ろであり、21年度入学者数は2,624人と20年度から33人削減されたとこ

ろ。

確認書の②については、厚生労働省が、

・平成19年12月に歯科医師国家試験改善検討部会報告書をまとめ平成20年

度に歯科医師国家試験出題基準を改定したところである。これを受けて、

平成22年実施の試験より新しい合格基準が運用される見込みである。

４．国外で作成された補てつ物等の取り扱いについて

インターネットの普及等により、歯科医師が国外で作成された歯科補
てつ物等を輸入し患者に提供する事例が散見されることから、その取り扱

いについては、「国外で作成された補てつ物等の取り扱いについて」（平

成17年９月８日医政歯発0908001号）により、通知したところであるので

引き続き関係者に周知をお願いしたい。

なお、第165回臨時国会において、本件に関する質問主意書が提出され、

答弁書を提出しているので、業務の参考にされたい。

（質問主意書）

第165回国会（臨時国会）

提出番号 5、19

http://www.sangiin.go.jp/japanese/frameset/fset_c03_01.htm
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 厚生労働省医政局看護課 

平 成 ２ １ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日 

平平平成成成222222年年年度度度看看看護護護職職職員員員確確確保保保対対対策策策ののの予予予算算算案案案（（（概概概要要要）））   

※上記係数は、医政局（国立高度専門研究センター関係を除く）における係数。 

 
① 看護職員需給見通しに関する検討会（第７次）等                12百万円 

平成23年以降の看護職員の需給見通しを策定するとともに、総合的な看護職員確保対策などを検討 

② 看護職員確保対策特別事業                         142百万円 
看護職員の離職防止対策をはじめとした総合的な看護職員確保対策に関する特別事業に対する支援 

 
（１）新人看護職員研修の着実な推進                 1,６88百万円 

① 新人看護職員研修事業【新規】                     1,688百万円 
新人看護職員がガイドラインに沿った研修を受けられる体制を構築するため、 
○ 研修プログラムの企画立案・策定等を担う研修責任者の研修に対する支援 
○ OＪＴ研修の実施病院等は研修責任者・教育担当者の配置や体制整備に対する支援 
○ OＪＴ研修を実施しない病院等を対象とした集合研修を実施するとともに、研修責任者の配置や研

修の受講を促進するための経費に対する支援 
○ 新人看護職員研修の普及を図るため、地域における協議会の開催や研修の実施が困難な病院等に対

するアドバイザー派遣などに対する支援 

（２）認定看護師育成など医師と看護職員の役割分担の推進         286百万円 

① 看護職員専門分野研修事業【拡充】                    184百万円 
高度な技術を有する認定看護師の養成研修に対する支援 

② 協働推進研修事業                            102百万円 
医師及び看護師等の連携と協働を推進するため、看護師等に対する能力研鑽の研修に対する支援 

（３）質の高い看護職員の育成のための支援               355百万円 

① 専門分野（がん・糖尿病）における質の高い看護師の育成           89百万円 
がん及び糖尿病の患者の看護ケアを充実するため、臨床実践能力の高い専門的な看護師の育成のため

の臨床実務研修に対する支援 ※ 委託事業から医療提供体制推進事業に組替え 

② 看護教員等養成の充実強化【拡充】                    220百万円 
看護教員の質の向上と確保を図るため、 

○ 看護教員養成講習会については、幹部教員・保健師・助産師教員養成の実施に対し措置するととも

に、実施主体の多様化（大学等）を図るために補助対象を拡充 

○ 看護教員等の経験に応じた継続研修に対する支援 

○ 看護師等養成所に対し、看護教員養成講習会への受講促進するための措置や新任看護教員の研修に

対する支援（新たな加算として、看護師等養成所運営事業に計上） 

（４）訪問看護の推進（訪問看護推進事業）                161百万円 

○ 訪問看護を推進するため、地域関係者による訪問看護推進協議会の設置や、訪問看護ステーションと
医療機関の看護師の相互交流による研修、訪問看護管理者や潜在看護師等に対する研修の支援 

○ がん末期患者等の在宅ターミナルケアを推進するため、研修やアドバイザー派遣事業等に対する支援 
○ 医療依存度が高いなど在宅療養者の多様なニーズに対応できる医療型多機能サービスや訪問看護と訪

問介護の一体型サービスの展開に向けた取組に対する支援 
※ 委託事業から医療提供体制推進事業である本事業に統合   

２．資 質 の 向 上             2,518百万円 

１．看護職員確保対策の総合的推進         154百万円 

（平成２１年度予算）    （平成２２年度予算案）  （差引増加額）   （対前年度伸率） 

９３.８億円 → １０１.１億円  ７.３億円 １０７.８％ 
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（１）看護職員等の勤務環境の改善に向けた支援             2,152百万円 

① 短時間正規雇用等看護職員の多様な勤務形態導入支援事業【新規】       93百万円 
医療機関における看護職員の確保及び定着を図るため、短時間正規雇用などの多様な勤務形態の導入

に対する支援 

② 病院内保育所運営事業【拡充】                     2,059百万円 
子供を持つ看護職員や女性医師などの離職防止及び復職支援のための病院内保育施設（民間）の運営

に対する支援の更なる充実のため、補助対象を小学校低学年の子供に対する児童保育にも拡充 

（２）助産師の確保・活用の総合的な推進                 116百万円 

① 助産師活用推進協議会                           26百万円 
地域における助産師の養成確保や活用策の企画・立案するための協議会の設置・運営に対する支援 

② 院内助産所・助産師外来開設のための医療機関管理者及び助産師研修事業    32百万円 
院内助産所・助産師外来の開設を促進するため、医療機関管理者及び助産師への研修に対する支援 

③ 助産所管理者研修事業【新規】                       9百万円 
助産所の管理者の能力向上のため、安全管理やスタッフの能力開発などの研修に対する支援 

④ 潜在助産師復職研修事業 ※委託事業から医療提供体制推進事業である本事業に統合      46百万円 
潜在助産師等の復職を促進するため、最新の助産に関する知識や技術等の臨床実務研修に対する支援 

（３）潜在看護職員の復職支援等                     232百万円 

① 潜在看護職員復職研修事業 ※委託事業から医療提供体制推進事業に組替え         31百万円 
潜在看護職員の復職を促進するための臨床実務研修等に対する支援 

② 看護職員就業状況等実態調査【新規】                    87百万円 
潜在看護職員の実態を把握するための調査を実施 

③ 中央ナースセンター事業                         114百万円 
求人・求職情報の提供などの潜在看護職員の再就業の促進を図るナースバンク事業等を実施 

 
① 看護師等養成所運営事業                         4,889百万円 

看護師等養成所（民間立）の運営に対する支援 

② 看護師養成所修業年限延長促進事業【新規】                  7百万円 
看護師養成所における修業年限延長に伴う準備に必要な専任教員配置経費に対する支援 

③ 助産師養成所開校促進事業、看護師養成所２年課程（通信制）導入促進事業    38百万円 
助産師養成所、看護師養成所２年課程(通信制)の新設の準備に必要な専任教員等配置経費に対する支援 

④ 学生実習国民向けＰＲ経費                          2百万円 
看護学生の実習についての理解及び協力を求めるための広報を実施 

 
（１）医療提供体制推進事業補助金（統合補助金）        30,544百万円の内数 

① 看護師等養成所初度設備整備事業・教育環境改善設備整備事業（公的立及び民間立分） 

② 院内助産所・助産師外来設備整備事業（公的立及び民間立分） 

（２）医療提供体制施設整備費交付金（交付金）          8,874百万円の内数 

① 看護師等養成所施設整備事業（民間立分） 

② 看護師養成所修業年限延長整備事業（民間立分）【新規】 

③ 看護教員養成施設整備事業【新規】 
看護教員養成講習会の定員数の増加等に伴う教室の改修等の施設整備に必要な経費に対する支援 

④ 病院内保育所施設整備事業、院内助産所・助産師外来施設整備事業（公的立及び民間立分） 

⑤ 看護師勤務環境改善施設整備事業、看護師宿舎施設整備事業（民間立分） 

５．その他設備・施設整備事業 

４．養 成 力 の 確 保           4,936百万円 

３．離職の防止・復職の支援           2,501百万円 
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○「看護の日」及び「看護週間」について 

 

  看護に対する国民の理解を深めるため、５月１２日を「看護の日」及

び５月１２日を含む１週間を「看護週間」として、全国的に１日看護体

験などの行事を開催し、普及啓発に取り組んでいるところである。 

   制定から２０年目になる平成２２年度の中央行事（看護フォーラム）

は、東京都で行う予定である。各都道府県におかれても、普及啓発に関

する事業への積極的な取り組みをお願いしたい。 
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（経済課）  
 
 
１．後発医薬品の使用促進について  

後発医薬品については、患者負担の軽減、医療保険財政の改善に資す

ることから、医療関係者等の信頼性を高め、その使用促進を図るため、

安定供給、品質確保、情報提供、環境整備等の事項に関し、国及び関係

者が行うべき取組について、平成19年10月に「後発医薬品の安心使用促

進アクションプログラム」を策定・公表した。さらに、平成20年度診療

報酬改定において、処方せん様式の変更、療養担当規則の改正等医療保

険制度上の対応も実施され、また本年度においては、「後発医薬品希望カ

ード」を原則すべての被保険者に配布するといった保険者の取組に対す

る支援等も実施しているところである。  
都道府県の取組としては、「後発医薬品の安心使用促進のための協議

会」（都道府県協議会）を設置し、後発医薬品の安心使用促進に係る環境

整備等に取り組んでいただいているところであるが（平成21年12月現在

42都道府県で設置済）、未設置の都道府県においても、可能な限り早期

の設置についてご検討願いたい。  
また、平成22年度予算案において、後発医薬品の採用に積極的な病院

の薬剤部における後発医薬品採用リスト及びその採用基準を作成し、域

内の医療機関で共有するための経費が新たに計上されたので、予算が成

立した際は当該経費の執行についてご協力をお願いする。  
 
 
２．災害等の発生に備えた医薬品等の供給、管理等  

大規模災害やテロ事件等発生時における医薬品等の安定供給の確保

のため、災害対策基本法等に基づく厚生労働省防災業務計画及び武力攻

撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律に基づき都道府

県が策定する国民保護計画により、各都道府県には関係者間の情報連絡  
体制、災害用の備蓄医薬品等の確保方策、保管・管理体制等を内容とす

る医薬品等の供給、管理等のための計画の策定をお願いしているところ

である。  
大規模災害やテロ事件等発生時において、効果的な対応ができるよう

適宜計画や医薬品の備蓄状況等の再点検（平成 15 年 6 月 4 日付け医政

局経済課長通知「「医薬品等の供給、管理等のための計画」についての再

点検等について」）をし、適切な体制の整備をお願いする。  
なお、災害用医薬品及びテロ用医薬品の備蓄状況については、今後も

調査を行うこととするので、ご協力をお願いする。  
※平成 21 年 3 月に行った備蓄調査の際には、テロ事件発生時に

使用できる医薬品の備蓄をしていない都道府県も散見された。  
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３．薬価調査・特定保険医療材料価格調査について  
薬価調査及び特定保険医療材料価格調査については、昨年、各都道府

県のご協力をいただき、本調査を実施することができた。厚く御礼申し

上げる。本年も例年同様、他計調査等を実施する予定なので、引き続き

ご協力をお願いする。  
なお、具体的な調査の方法等については、従来同様追って連絡する。  

 
 
４．医療用医薬品・医療機器の流通改善について  

医療用医薬品の流通については、自由かつ公正な競争の確保ととも

に、公的保険制度下における取引の透明性・公平性を図る観点から、過

大な薬価差を始めとする取引慣行の改善に向けて、関係者による取組が

行われてきたところである。  
このうち、長期にわたる未妥結・仮納入や全品総価取引といった公的

保険制度下での不適切な取引慣行については、中央社会保険医療協議会

からも、薬価調査の信頼性確保の観点から是正を求められており、「医

療用医薬品の流通改善に関する懇談会（流改懇）」において、流通上の

諸課題についてその実態の検証を行い、平成 19 年 9 月に「医療用医薬

品の流通改善について（緊急提言）」がとりまとめられ、取引慣行の改

善に向け大きく動き出したところである。  
しかしながら、本年度に実施した価格妥結状況調査結果においては、  

改善に一定の成果が見られるものの、特に公的病院における改善が進ん

でいない状況が見られること等から、平成 21 年 5 月に開催した流改懇

においては、200 床以上の大病院、特に公的病院における妥結率の改善

が改めて求められたところである。  
各都道府県においては、提言の趣旨をご理解の上、これに沿って流通

改善の一層の推進にご協力いただくよう、管下の流通当事者、特に都道

府県立病院等の公的病院に対する周知とご指導をお願いする。  
また、医療機器の流通については、平成 20 年 12 月から「医療機器の

流通改善に関する検討会」を設置し、医療用医薬品と同様に、医療機器

の流通慣行についても是正に向けた検討を始めたところである。今後は、

医療機器の流通改善についてもご協力をお願いする。  
 
 
５．医療関連サービスについて  

医療機関の業務委託については、医療法において委託基準を設け、業

務委託の質の確保を図ってきたところであるが、業務委託の実施に当た

っては、医療法はもとより、食品衛生法、クリーニング業法、薬事法等

の他の関係法令の規定を併せて遵守する必要がある。このため、都道府

県の担当部局にあっては、関係部署との連絡を密にして、適正な業務委

託の実施に向けてご指導をお願いする。  
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６．医薬品産業政策の推進について  
医薬品産業は、国民の保健医療水準の向上に資するだけでなく、我が

国のリーディング産業として、国民経済の発展にも大きく貢献すること

が期待されている。  
医薬品産業振興施策の着実な実施のため、研究資金の集中投入、臨床

研究・治験環境の整備、審査の迅速化・質の向上、イノベーションの適

切な評価等に取り組み、医薬品の研究から上市に至る過程を支援してい

るところである。  
今後とも国際競争力のある医薬品産業の育成に取り組んでいくこと

としているので、各都道府県においても、医薬品産業政策の推進に引き

続きご協力をお願いする。  
 
 

７．医療機器産業政策の推進について  
医療機器産業は、革新的医療機器の開発や医療機器の特徴でもある改

良・改善を行うことにより、わが国の保険医療水準の向上に貢献してい

るところであるが、治療に用いられる医療機器については、輸入の割合

が７割であるなど、国際競争力の強化が求められているところである。  
また、医療機器は、研究から上市だけでなく、医療現場における適正

使用及び廃棄・再利用までの医療機器のライフサイクル全体を踏まえた

産業政策が重要である。  
こうした状況を踏まえ、平成 20 年 9 月、「新医療機器・医療技術産業

ビジョン」を策定し、医療機器産業に対する具体的な支援策をアクショ

ン・プランとして示したところであり、現在、アクションプログラムに

基づき、研究資金の集中投入、臨床研究・治験環境の整備、審査の迅速

化・質の向上、イノベーションの適切な評価等を行っているところであ

る。  
各都道府県においても、医薬品産業政策と同様、引き続きご協力をお

願いする。  
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（研究開発振興課） 
 

１．治験・臨床研究の活性化について 

（１）新たな治験活性化５カ年計画 

平成 9 年の「医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令」の制定とともに生じた、

いわゆる「治験の空洞化」ともいえる日本での治験離れを改善すべく、平成 15 年に策

定した｢全国治験活性化３ヵ年計画｣で取り組んだ治験実施体制の基盤作りのみなら

ず、治験につながる臨床研究全体の実施体制の強化に関わる課題への対応の必要

性が指摘された。同計画では、我が国から革新的医薬品・医薬品を創出すること及び

世界における最新かつ質の高い医療のエビデンスを発信することを目指して、「５カ年

計画の実施により期待される治験・臨床研究の姿」を示し、その達成にむけた重点的

取組事項（アクションプラン）を設定し取組みを進めている。 

【重点的取組事項（アクションプラン）】 

(1) 中核病院・拠点医療機関の体制整備 
中核病院・拠点医療機関 40 カ所程度を治験等実績、実施体制等を踏まえ地域性

も考慮し、治験・臨床研究の人材を集中的に投入し、技能の集約化とスタッフの育

成を図っている。 
(2) 治験・臨床研究を実施する人材の育成と確保 

(3) 国民への普及啓発と治験・臨床研究への参画の促進 

(4) 治験・臨床研究の効率的実施及び企業負担の軽減 

(5) その他の課題 

（２）新たな治験活性化５カ年計画の中間見直しについて 

本年は５カ年計画の中間年にあたることから、今般、「新たな治験活性化５カ年計画

の中間見直しに関する検討会」を設置し、治験・臨床研究活性化の必要性・方向性、５

カ年計画前半の進捗及び後半の取組みについてとりまとめを行っている（平成 22 年 1 月

19 日終了予定）。 

本検討会における議論を踏まえ、「中核病院・拠点医療機関へ求める機能」を明確

にし、５カ年計画の後半に、中核病院・拠点医療機関に対して積極的な対応を求める

課題及び体制整備のマイルストーンを示したところである。 

今後、我が国発の革新的な医薬品・医療機器の創出につながる治験・臨床研究実

施に必要な確固たる、また国際競争力のある基盤を整備・強化するため、中核病院・

拠点医療機関においては「中核病院・拠点医療機関へ求める機能」に示された基盤整

備を着実に進めるとともに、各都道府県における他の医療機関においてもこれを参考に

我が国全体の治験・臨床研究環境の改善に向けて取り組むようご周知いただきたい。 
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新たな治験活性化５カ年計画の概要 

 

治験等の活性化が目指すもの 

 (1) 目的 
国民に質の高い最先端の医療が提供され、国際競争力強化の基礎となる医薬品・

医療機器の治験・臨床研究実施体制を確保し、日本発のイノベーションの創出を目

指す。 
 

(2)５カ年計画の実施により期待される治験・臨床研究の姿 

① 治験・臨床試験のコスト、スピード、質を米国等諸外国並に改善する。 

② 国際共同治験の実施数をアジア周辺国と同等以上の水準まで向上させる。 

③ 国民が安心して治験・臨床研究に参加することが出来る体制が確保されている。 

 

中核病院・拠点医療機関等の基盤整備 

※ 中核病院（平成19年度選定 平成22年1月時点） 

 大分大学医学部附属病院    国立循環器病センター 

 北里大学医学部      国立成育医療センター 

 慶應義塾大学医学部    国立精神・神経センター武蔵病院 

 国立がんセンター中央病院    千葉大学医学部附属病院   

 国立国際医療センター    独立行政法人国立病院機構本部 

   

※ 拠点医療機関（平成19年度選定 平成22年1月時点） 

岩手医科大学附属病院 

自治医科大学附属病院 

群馬大学医学部附属病院 

虎の門病院 

順天堂大学医学部附属順天堂医院 

東京慈恵会医科大学附属病院 

東京女子医科大学病院 

東京都立清瀬小児病院 

日本大学医学部附属板橋病院 

神奈川県立こども医療センター 

聖マリアンナ医科大学病院 

東海大学医学部付属病院 

新潟大学医歯学総合病院 

金沢大学医学部附属病院 

静岡県立静岡がんセンター 

聖隷浜松病院 

浜松医科大学医学部附属病院 

名古屋大学医学部附属病院 

三重大学医学部附属病院 

大阪市立大学医学部附属病院 

近畿大学医学部附属病院 

大阪府立成人病センター 

大阪府立母子保健総合医療センター 

兵庫県立がんセンター 

別 紙  
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岡山大学病院 

広島大学病院 

山口大学医学部附属病院 

徳島大学病院 

久留米大学医学部附属病院 

福岡大学病院

 
    
 

中核病院・拠点医療機関へ求める機能 

中核病院・拠点医療機関へ求める機能については、新たな治験活性化５カ年計画の

9 ページ表１（中核病院）及び 11 ページ表 2（拠点医療機関）に示されており、各々の機

関において取組みを進めているところ。 

これまでの検討会の議論を踏まえ、以下の項目については、さらに積極的な整備を

求める。 

○：従来からの取組みをより強化する項目 △：機能を追加する項目 ●：新規項目 

＜人材＞ 
● 治験・臨床研究を適切に実施する上で必要な人材を、医療機関内で安定的に

雇用すること。 
● 臨床研究を支援する人材を配置すること。 

＜機能＞ 
△ 共同審査委員会等の機能の提供体制を有し、その活用により効率化が図られて

いること。※ 
● 革新的な医薬品・医療機器の開発につながる臨床研究、医師主導治験に積極

的に取り組むこと。 

※ 他の治験実施医療機関、臨床研究機関の長からの依頼による審査を行うことができる審

査委員会、複数の治験実施医療機関、臨床研究機関の長が共同で設置する共同審査

委員会を含み、治験等を行うことの適否等の審査を集約することにより効率化を図ること

を指す。 

＜患者対応＞ 
● 治験・臨床研究に参加した被験者に対して、希望時には当該治験・臨床研究の

結果が提供されることを説明文書等において周知を図ること。 

＜事務・IRB 等＞ 
△ 臨床研究に関する事務局業務を担う専門部門を有すること。 

△ 患者や治験依頼者向けに院内の治験実施体制や契約手続に必要な書類、治

験・臨床研究の実績、領域・疾患別患者数等の情報（個人情報、企業秘密等の

秘密保持契約に抵触するものを除く。）を積極的に更新しかつ公開すること。 
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● 治験依頼者と医療機関の適正な役割分担の観点から、医療機関における業務

範囲を明確にし、治験依頼者に対して公開すること。 

△ 中核病院、拠点医療機関や関連医療機関からも利用できるいわゆる共同審査

委員会等を設置すること。 

△ 治験実施計画書の内容を検討し、実施可能性（実施可能症例数等）について

迅速に確度の高い回答を可能とする仕組みを構築すること。 

● 契約治験数、個々の治験の契約症例数を増加させるための具体的な取組みを

行うと共に、各医療機関において実施した治験全体の実施率は特段の事情がな

い限り 80%以上※1 に達していること。 

● 治験依頼者から治験医療機関に対する研究費の支払いにあたり、実績に基づく

方法がとられていること。また、研究費の算定にあたっては業務に対し適正な支

払いとなるよう透明化が図られていること。 

● 治験の申請から症例登録までの手続きの効率化を図り、特段の事情がない限り

以下の所要期間目標を達成するための対策がとられていること。 

 
各機関における実績値※2 

各機関の SOP※に基づく 
最短時間 

（医療機関の持ち時間）※1 

申請～IRB 開催 40 日以内 15～20 日 

IRB 承認～契約 20 日以内 10 日以内 

治験薬搬入～FPI※※ 80 日以内 7 日以内 

申請～FPI 160 日以内  
 ※SOP： Standard Operating Procedure 標準業務手順書   
※※FPI： First Patient In 各機関における最初の症例登録日 

設定根拠 
※1 平成 19 年度 第 2 回治験中核病院・拠点医療機関等協議会 

資料 2 平成 20 年度に達成して欲しい目標 

※2 事務手続き期間（申請～契約） 

– 各機関の SOP に基づく最短時間と同等の期間を治験依頼者の持ち時間として想定した日数 

上記以外 

– 第 3 回新たな治験活性化５カ年計画の中間見直しに関する検討会資料 1「治験の効率化等

に関するワーキンググループ検討結果」中の「治験のスピード」のグラフの 75％タイル値。 

なお、中核病院・拠点医療機関の多数を占める国公立大学病院、私立大学病院、国立病院

（ナショナルセンター含む）の数値を用いた。
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中核病院における体制整備のマイルストーン 
 整備を求める体制・基盤 

平

成

21

年

度

中 

＜人材＞ 

○ 治験に限らず臨床研究も支援する CRC や、経験を積み教育的役割を担う CRC 等を雇用してい

る。 

＜機能＞ 

○ 医師主導治験の企画運営、調整等の事務局機能を有している。 

○ 治験・臨床研究実施支援体制を活用し、拠点医療機関等と共同して治験・臨床研究を計画し、実

施している。 

○ 中核病院及び連携する拠点医療機関のスタッフを対象として、多忙な医療職が履修しやすい利便

性の高い効果的な研修プログラム、各種専門研修コースを作成・提供している（既存の e-learning シ

ステムや研修プログラム等と積極的活用も期待される）。 

＜患者対応＞ 

○ 患者と医療従事者とのコミュニケーションを助け、治験・臨床研究に関する情報提供が可能な「患

者向け相談窓口機能」を有している。 

○ 連携する医療機関において、重篤な有害事象が発生した被験者の診療を受け入れる機能を有して

いる。 

○ 治験・臨床研究に参加した被験者に対して、希望時には当該治験・臨床研究の結果が提供される

ことを説明文書等により周知している。 

＜事務・IRB 等＞ 

○ 専門部門を持ち、「４．(2)医療機関の治験契約に係る窓口機能の一層の強化と効率化への課題」

に掲げる、窓口の一元化、治験関係書式の統一化等が図られている。 

○ IRB 等の審査の質的向上と透明化を図るため、IRB 等の委員への教育を定期的（1 回/年程度）に行

い、IRB 等の設置や審査委員・議事概要（個人情報、企業秘密等の秘密保持契約に抵触するもの

を除く。）を積極的かつ速やかに公開している。 

○ 患者や治験依頼者向けに院内の治験実施体制や契約手続に必要な書類、治験・臨床研究の実

績、領域・疾患別患者数等の情報（個人情報、企業秘密等の秘密保持契約に抵触するものを除

く。）を積極的に更新しかつ公開している。 

○ 治験依頼者と医療機関の適正な役割分担の観点から、医療機関における業務範囲を明確にし、

治験依頼者に対して公開している。 

○ EDC や英語の症例報告書にも対応できる。 

○ 契約治験数、個々の治験の契約症例数を増加させる具体的な取組みを行うと共に、終了時の実

施率は特段の事情がない限り 80％以上に達している。 

○ 治験の申請から症例登録までの手続きの効率化を図り、特段の事情のない限り所要期間目標を達
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成するための対策がとられている。 

平

成

22

年

度

ま

で 

＜人材＞ 

○ 治験・臨床研究を実施する医師等に対しては、「２．治験・臨床研究を実施する人材の育成と確保」

の(2)③の「医師等への治験、臨床研究への動機付けと実施確保」に掲げる対応が行われている。 

○ 臨床研究を計画・実施する CRC、生物統計家やデータマネージャー等が配置されている。 

＜機能＞ 

○ 臨床研究に関する事務局業務を担う専門部門を有している。 

○ 革新的な医薬品・医療機器の開発につながる臨床研究、医師主導治験に積極的に取り組んでい

る。 

○ 拠点医療機関からの相談を受けることができる。治験・臨床研究に関する情報発信ができる。 

＜患者対応＞ 

整備済みの体制・基盤の維持、向上 

＜事務・IRB 等＞ 

○ 治験実施計画書の内容を検討し、実施可能性（実施可能症例数）について迅速に確度の高い回

答を可能とする仕組みを有する。 

○ 治験依頼者から治験医療機関に対する研究費の支払いにあたり、実績に基づく方法がとられてい

る。また、研究費の算定にあたっては業務に対してより適正な支払いとなるよう透明化が図られてい

る。 

平

成

23

年

度

ま

で 

＜人材＞ 

○ 治験・臨床研究に関する集中的な養成研修を行い、その教育を受けた医師等が重点的に配置さ

れている。 

○ 治験・臨床研究を適切に実施する上で必要な人材を、医療機関内で安定的に雇用している。 

＜機能＞ 

○ いわゆる共同審査委員会等の機能の提供体制を有し、その活用により効率化が図られている。 

＜患者対応＞ 

○ 患者紹介システムや被験者データベース等を活用することにより、希望者が治験・臨床研究に参加

しやすい環境が整備されている。 

＜事務・IRB 等＞ 

○ 企業から依頼される治験について、受託から治験の実施まで、拠点医療機関等と連携して迅速・円

滑に行うため、IRB 等の事務機能を有している。 

○ データマネージメントの機能を有し活用されている。（必ずしも各中核病院がデータセンターを持つ必

要はない。） 
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○ 治験・臨床研究の審査を適切かつ効率的に実施するため、中核病院、拠点医療機関や、関連医

療機関からも利用できるいわゆる共同審査委員会等が設置されている。 

 

 

拠点医療機関における体制整備のマイルストーン 
 整備を求める体制・基盤 

平

成

21

年

度

中 

＜人材＞ 

○ 常勤又は専任の CRC が配置されている。 

＜機能＞ 

○ 拠点医療機関間及び地域で、連携医療機関のスタッフの教育・研修を、共通のプログラムを採用し

実施している。 

○ 中核病院・拠点医療機関ネットワークを活用し、恒常的に治験・臨床研究における問題解決や情報

交換している。 

＜患者対応＞ 

○ 患者と医療従事者とのコミュニケーションを助け、治験・臨床研究に関する情報提供が可能な「患者

向け相談窓口機能」を有している。 

○ 連携する医療機関において、重篤な有害事象が発生した被験者の診療を受け入れる機能を有して

いる。 

○ 治験・臨床研究に参加した被験者に対して、希望時には当該治験・臨床研究の結果が提供されるこ

とを説明文書等により周知している。 

＜事務・IRB 等＞ 

○ 専門部門を持ち、「４．(2)医療機関の治験契約に係る窓口機能の一層の強化と効率化への課題」に

掲げる、窓口の一元化、治験関係書式の統一化等が図られている。 

○ IRB 等の審査の質的向上と透明化を図るため、IRB 等の委員への定期的（1 回/年程度）な教育が行

われ、IRB 等の設置や審査委員・議事概要（個人情報、企業秘密等の秘密保持契約に抵触するも

のを除く。）を積極的かつ速やかに公開している。 

○ 患者や治験依頼者向けに院内の治験実施体制や契約手続に必要な書類、治験・臨床研究の実

績、領域・疾患別患者数等の最新の情報（個人情報、企業秘密等の秘密保持契約に抵触するもの

を除く。）を積極的に公開している。 

○ 治験依頼者と医療機関の適正な役割分担の観点から、医療機関における業務範囲を明確にし、公

開できる。 

○ EDC や英語の症例報告書にも対応できる。 

○ 契約治験数、個々の治験の契約症例数を増加させる具体的な取組みを行うと共に、終了時の実施

率は特段の事情がない限り 80％以上に達している。 
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○ 治験の申請から症例登録までの手続きの効率化を図り、特段の事情のない限り所要期間目標を達

成するための対策がとられている。 

平

成

22

年

度

ま

で 

＜人材＞ 

○ 治験・臨床研究を実施する医師等に対しては、「２．治験・臨床研究を実施する人材の育成と確保」

の(2)③の「医師等への治験、臨床研究への動機付けと実施確保」に掲げる対応が行われている。 

○ 臨床研究を支援する CRC、データマネージャー等が配置されている。 

＜機能＞ 

○ 臨床研究に関する事務局業務を担う専門部門を有している。 

○ 革新的な医薬品・医療機器の開発につながる臨床研究、医師主導治験に積極的に参加している。 

＜患者対応＞ 

整備済みの体制・基盤の維持、向上 

＜事務・IRB 等＞ 

○ 治験実施計画書の内容を検討し、実施可能性（実施可能症例数）について迅速に確度の高い回答

を可能とする仕組みを有する。 

○ 治験依頼者から治験医療機関に対する研究費の支払いにあたり、実績に基づく方法がとられている

こと。また、研究費の算定にあたっては業務に対してより適正な支払いとなるよう透明化が図られてい

る。 

平

成

23

年

度

ま

で 

＜人材＞ 

○ 治験・臨床研究に関する集中的な養成研修を行い、その教育を受けた医師等が重点的に配置され

ている。 

○ 治験・臨床研究を適切に実施する上で必要な人材が、医療機関内で安定的に雇用されている。 

＜機能＞ 

○ 中核病院・他の拠点医療機関との共同治験、共同研究が実施できる。 

○ いわゆる共同審査委員会等の機能の提供体制を有し、その活用により効率化が図られている。 

＜患者対応＞ 

○ 拠点医療機関間のネットワークを核とし、患者紹介システムや被験者データベース等を活用すること

により、希望者が治験・臨床研究に参加しやすい環境が整備されている。 

＜事務・IRB 等＞ 

○ 企業から依頼される治験について、受託から治験の実施まで、拠点医療機関等と連携して迅速・円

滑に行うため、IRB 等の事務機能を有している。 

○ 治験・臨床研究の審査を適切かつ効率的に実施するため、拠点医療機関、関連医療機関からも利

用できるいわゆる共同審査委員会等が設置されている。 
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救急医療体制の整備等 （厚生労働省）

(平成21年度予算額) (平成22年度予算案)
［ 19,263,525千円 → 15,234,248千円］

救急医療対策は、昭和５２年度から、初期、二次、三次救急医療施設及び救急医療情報センターの計画的
かつ体系的整備を推進してきたところである。しかしながら、特に二次救急医療機関の疲弊により救急医療
機関が減少しており、救急患者の受入と出口に関する様々な課題が生じている。このため、平成２２年度に
おいては、救急医療機関の連携強化に対する支援、消防法一部改正に伴う受入困難事案患者を確実に受け入
れることとなる医療機関に対する支援、重篤な小児医療を担う医療機関に対する支援などを実施し、救急医
療体制の充実を図る。

（１）体系的な救急医療体制の拡充整備 ［17,162,084千円 → 12,198,577千円］
① 小児救急電話相談事業 〈 520,055千円 → 237,145千円〉
② 初 期 救 急 医 療 体 制 ………………………………………〈 52,933千円 → 32,349千円〉

ア．小児初期救急センター運営事業 ( 26,633千円 → 13,317千円)
イ．小児救急地域医師研修事業（ 47か所 → 47か所） ( 26,300千円 → 19,032千円)

③ 第二次救急医療体制 ………………………………………〈7,587,116千円 → 2,663,301千円〉
ア．管制塔機能を担う医療機関に対する支援事業（新規） (5,114,234千円 → 259,354千円）
イ．共 同 利 用 型 病 院（ 11地区） ( 122,734千円 → 84,618千円）
ウ．小児救急医療支援事業（ 267地区 → 267地区） (1,290,694千円 → 859,324千円）
エ．小児救急医療拠点病院（ 43か所 → 43か所） ( 865,838千円 → 654,132千円）
オ．ヘリコプター等添乗医師等確保経費 （ 2,113千円 → 2,113千円）
カ．救急医療専門領域医師研修事業 （ 82,908千円 → 14,991千円）
キ．救急医療支援センター運営事業 ( 108,595千円 → 108,595千円）
ク．消防法一部改正に伴う受入困難事案患者受入医療機関

支援事業 （ －千円 → 450,683千円）
ケ．診療所医師の診療協力支援事業 （ －千円 → 229,491千円）

④ 第三次救急医療体制 ………………………………………〈5,459,009千円 → 5,879,235千円〉
ア．救 命 救 急 セ ン タ ー（ 93か所 → 93か所） (4,858,662千円 → 4,911,710千円）
イ．地域救命救急センター（ 7か所 → 7か所） ( 228,025千円 → 297,048千円）
ウ．心臓病等の専門医確保経費（ 93か所 → 93か所） （ 192,122千円 → 194,111千円）
エ．小児救急専門病床確保事業( 8か所 → 8か所) ( 149,248千円 → 149,248千円）
オ．重症外傷機能確保事業 ( 7か所 → 7か所） ( 30,952千円 → 30,952千円）
カ．小児救命救急センター（仮称）運営事業（新規） 〈 0千円 → 296,166千円〉

⑤ 救急勤務医支援事業 〈2,044,967千円 → 2,063,164千円〉
⑥ 救急医療トレーニングセンター運営事業 〈 89,798千円 → 77,800千円〉
⑦ 救急患者退院コーディネーター確保事業（新規） 〈 0千円 → 60,775千円〉
⑧ 救急医療情報センター等（ 46か所 → 46か所） 〈1,408,206千円 → 1,184,808千円〉

（２）ドクターヘリ導入促進事業（ 24か所 → 28か所） [2,065,579千円 → 2,753,553千円］
早期治療の開始と迅速な搬送による救命率等の向上を図るため、救命救急センターにドクターヘリ

（医師が同乗する救急専用ヘリコプター）を委託により配備する。

（３）災害医療調査ヘリコプター運営事業 [ 9,664千円 → 9,664千円]
災害発生時の被災地の医療調査を行うためのヘリコプターのチャーターに要する経費を措置する。

（４）災害拠点病院活動費 ［ 10,152千円 → 10,152千円］
災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が国主催の総合防災訓練に参加するために要する経費を補助する。

（５）広域災害・救急医療情報システム ［ 16,046千円 → 36,052千円］
災害時における全国ネットの災害医療に係る総合的な情報収集及び提供を行う。

（６）救急患者受入実態調査事業（新規） [ 0千円 → 17,484千円］
都道府県で策定した傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準を検証するための経費

（７）救急・周産期ネットワーク構築実証事業（仮称）（新規） [ 0千円 → 100,000千円］

（８）ＤＭＡＴ事務局経費（新規） [ 0千円 → 14,150千円］
ＤＭＡＴ事務局を国立病院機構災害医療センターに置き、その運営に必要な経費を補助する。

（９）ＤＭＡＴ訓練補助事業（新規） [ 0千円 → 4,662千円］
地方ブロック毎にＤＭＡＴ訓練の主催県を決め、主催県が実施する災害訓練に対して補助する。

（10）ＡＰＥＣ関連経費（新規） [ 0千円 → 77,342千円]
ＡＰＥＣ首脳会談における救急医療体制の確保を図るために必要な経費

（11）小児集中治療室医療従事者研修（新規） ［ 0千円 → 12,612千円］
小児の集中治療に習熟した小児専門医を養成するための研修に必要な経費を補助する。

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
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周
産
期
医
療
体
制

２
．
周
産
期
医
療
体
制
の
現
状

リ
ス

ク
の

高
い

妊
産

婦
や

新
生

児
な

ど
に

高
度

の
医

療
が

適
切

に
提

供
さ

れ
る

よ
う

、
周

産
期

医
療

の
中

核
と

な
る

「
総

合
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン

タ
ー

」
や

そ
れ

を
支

え
る

「
地

域
周

産
期

母
子

医
療

セ

ン
タ

ー
」

の
整

備
、

地
域

の
医

療
施

設
と

高
次

の
医

療
施

設
の

連
携

体
制

の
確

保
な

ど
、

周
産

期
医

療

総
合

周
産

期
母

子
医

療
セ

ン
タ

ー

」
整

備
、

域
療

施
設

高
次

療
施

設
連

携
体

制
確

保
な

、
周

期
療

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
整

備
を

推
進

し
て

い
る

。

② ド ク

機
能

：
①

母
体

及
び

新
生

児
に

対
す

る
き

わ
め

て
高

度
な

医
療

を
提

供

②
ド

ク
タ

ー
カ

ー
を

保
有

し
、

要
請

の
あ

っ
た

地
域

の
医

療
施

設
へ

派
遣

③
地

域
の

Ｎ
Ｉ

Ｃ
Ｕ

等
の

空
床

状
況

等
の

把
握

④
研

究
や

教
育

の
援

助
、

地
域

周
産

期
医

療
デ

ー
タ

の
分

析
・

評
価

出
動

母
体

及
び

新
生

児
の

受
入

地
域

の
空

床
情

報
の

提
供

ク タ ー カ ー

④
や

、
期

整
備

方
針

：
三

次
医

療
圏

に
１

カ
所

（
Ｎ

Ｉ
Ｃ

Ｕ
９

床
以

上
、

Ｍ
Ｆ

Ｉ
Ｃ

Ｕ
６

床
以

上
）

研
究

や
教

育
の

援
助

等

搬
送

地
域

周
産

期
母

子
医

療
セ

ン
タ

ー
地

域
の

医
療

施
設

生
児

の
受

入
要

請
・

搬
送

情
報

の
提

供
①

③
の

援
助

等
④

機
能

：
周

産
期

に
係

る
比

較
的

高
度

な
医

療
を

提
供

整
備

方
針

：
総

合
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン

タ
ー

１
カ

所
に

対
し

て
数

カ
所

整
備

地
域

医
療

施
設

・
病

院

・
診

療
所

・
助

産
所

搬
送

※
Ｎ

Ｉ
Ｃ

Ｕ
：

新
生

児
集

中
治

療
管

理
室

Ｍ
Ｆ

Ｉ
Ｃ

Ｕ
：

母
体

・
胎

児
集

中
治

療
管

理
室
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総合周産期母子医療センターの整備状況について

平成21年4月1日現在

都道府県 都道府県

青森県

岩手県

宮城県 三重県

秋田県 滋賀県

福島県 京都府

群馬県

埼玉県 兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

山口県

徳島県

愛媛県

高知県

富山県

石川県

福井県 長崎県

山梨県 熊本県

長野県 大分県

岐阜県 宮崎県

鹿児島県

合計

施設名

北海道

総合病院釧路赤十字病院

市立札幌病院

函館中央病院

千葉県
亀田総合病院

東京女子医科大学附属八千代医療センター

筑波大学附属病院

栃木県
自治医科大学附属病院

獨協医科大学病院

茨城県
総合病院土浦協同病院

新潟県
長岡赤十字病院

新潟市民病院

富山県立中央病院

石川県立中央病院いしかわ総合母子医療センター

昭和大学病院

神奈川県

神奈川県立こども医療センター

北里大学病院

東海大学医学部付属病院

横浜市立大学附属市民総合医療センター

東京都

東京都都立墨東病院

母子愛育会附属愛育病院

東京女子医科大学病院

東邦大学医療センター大森病院

帝京大学医学部附属病院

杏林大学医学部付属病院

日本赤十字社医療センター

日本大学医学部附属板橋病院

順天堂大学医学部附属静岡病院

静岡県立子ども病院

愛知県
名古屋第一赤十字病院

名古屋第二赤十字病院

福井県立病院

山梨県立中央病院

長野県立こども病院

岐阜県総合医療センター

静岡県

聖隷浜松病院

群馬県立小児医療センター

埼玉医科大学総合医療センター

青森県立中央病院

岩手医科大学附属病院

仙台赤十字病院

秋田赤十字病院

福島県立医科大学医学部附属病院

兵庫県立こども病院

奈良県立医科大学附属病院

和歌山県立医科大学附属病院

鳥取大学医学部附属病院

島根県立中央病院

国立病院機構三重中央医療センター

大津赤十字病院

京都第一赤十字病院

大阪府

大阪府立母子保健総合医療センター

高槻病院

愛染橋病院

関西医科大学附属枚方病院

大阪大学医学部附属病院

国立病院機構香川小児病院

香川大学医学部附属病院

国立病院機構岡山医療センター

広島県
県立広島病院

広島市民病院

岡山県
倉敷中央病院

沖縄県立南部医療センター・こども医療センター

４５都道府県　７７か所

施設名

国立病院機構長崎医療センター

熊本市立熊本市民病院

大分県立病院

宮崎大学医学部附属病院

鹿児島市立病院

沖縄県
沖縄県立中部病院

愛媛県立中央病院

高知県・高知市企業団立高知医療センター

福岡県

福岡大学病院

久留米大学病院

聖マリア病院

北九州市立医療センター

九州大学病院

山口県立総合医療センター

徳島大学病院

香川県
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改
正
案

 
現
行
（
順
不
同
）

 

周
産
期
医
療
体
制

 

整
備
指
針
 

第
１
 
総
論

的
事

項
 

１
 

周
産
期

医
療
体
制

 
 

整
備
の
趣
旨
 

                 
 
 

周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
整
備
指
針
 

厚
生
労
働
省
に
お
い
て
周
産
期
医
療
対
策
事
業
の
充
実
を
図
る
と
と
も
に

 第
１
 
総
論
的
事
項
 

１
 
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
整
備
の
趣
旨
 

 
 
 
我
が
国
の
周

産
期
医
療
は
、
病
院
及
び
診
療
所
を
は
じ
め
と
す
る
施
設
の

整
備
、
医
師
等

の
医
療
従
事
者
の
養
成
・
確
保
な
ど
に
よ
り
着
実
な
進
展
を

み
、
今
や
乳
児

死
亡
率
に
つ
い
て
は
、
世
界
の
最
高
水
準
に
あ
る
な
ど
、
大

き
な
成
果
を
上

げ
て
い
る
。
ま
た
、
近
年
の
医
療
を
取
り
巻
く
環
境
に
は
、

医
学
・
医
術
の

進
歩
に
よ
る
医
療
の
高
度
化
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
等
に
関
す

る
科
学
技
術
の

急
速
な
進
歩
と
普
及
等
大
き
な
変
化
が
み
ら
れ
る
。
 

 
 
 
一
方
、
我
が
国
に
お
い
て
は
、
産
科
分
娩
施
設
で
の
人
員
配
置
や
検
査
能

力
に
お
け
る
施
設
間
格
差
が
あ
り
、
ま
た
、
平
日
と
夜
間
及
び
休
日
と
の
格

差
が
大
き
い
こ
と
、
未
熟
児
出
生
の
増
加
に
伴
い
、
新
生
児
医
療
を
担
う
専

門
施
設
の
整
備
が
急
務
と
な
っ
て
い
る
こ
と
、
ま
た
、
周
産
期
医
療
の
中
で

も
、
医
師
の
管
理
下
に
お
け
る
母
子
の
救
急
搬
送
や
医
療
施
設
相
互
間
の
連

携
等
情
報
の
伝
達
が
必
ず
し
も
十
分
で
な
い
こ
と
、
さ
ら
に
医
療
施
設
の
機

能
に
応
じ
た
整
備
が
不
十
分
で
あ
る
こ
と
な
ど
、
周
産
期
医
療
体
制
に
多
く

の
課
題
を
抱
え
て
い
る
。
 

 
 
 
こ
の
よ
う
な

状
況
の
中
で
、
地
域
に
お
い
て
は
、
周
産
期
医
療
に
係
る
人

的
・
物
的
資
源

を
充
実
し
、
高
度
な
医
療
を
適
切
に
供
給
す
る
体
制
を
整
備

す
る
こ
と
が
要

請
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 
 
こ
の
た
め
、
都
道
府
県
に
お
い
て
、
医
療
関
係
者
等
の
協
力
の
も
と
に
、

周
産
期
医
療
体
制
整
備
指
針
新
旧
対
照
表
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、
都
道
府
県
に
お
い
て
、
医
療
関
係
者
等
の
協
力
の
下
に
、
地
域
の
実
情
に

即
し
、
限
ら
れ
た
資
源
を
有
効
に

生
か
し
な
が
ら
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療

セ
ン
タ
ー
、
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
そ
の
他
の
地
域
に
お
け
る
周

産
期
医
療
に
関
連
す
る
病
院
、
診
療
所
及
び
助
産
所
（
以
下
「
地
域
周
産
期

医
療
関
連
施
設
」
と
い
う
。
）
を
整
備
す
る
な
ど
、
将
来
を
見
据
え
た
周
産

期
医
療
体
制
の
整
備
を
図
る
こ
と

に
よ
り
、
地
域
に
お
け
る
周
産
期
医
療
の

適
切
な

 
 

 

提
供
を
図
る
も
の
で
あ
る
。
 

 

な
お

、
本

指
針

の
「

周
産

期
医

療
」
と

は
、
基

本
的

に
は

ハ
イ

リ
ス

ク
妊

産
婦

の
妊

娠
・
分

娩
管

理
そ

の
他

の
産

科
医

療
及

び
ハ

イ
リ

ス
ク

新
生

児
の

集
中

治
療

管
理

そ
の

他
の

新
生

児
医

療
を

い
う

。
 

２
 
周
産
期

医
療
体
制
整
備

（
１
）
周
産

期
医

療

の
位
置
付
け
及
び
性
格
 

体
制
の
整
備
は

、
母
子
保
健
法
（
昭
和
４
０
年
法
律
第
１

４
１
号
）
第
２
０
条
の
２
に
規

定
す
る
医
療
施
設
の
整
備
及
び
医
療
法
（

昭
和
２
３
年
法
律
第
２
０
５
号
）
第
３
０
条
の
４
第
２
項
第
５
号
ニ
に
規

定
す
る
周
産
期
医
療
の
確
保
に
必
要
な
事
業

（
２
）
周
産

期
医

療

の
一
環
と
し
て
位
置
付
け
ら

れ
る
も
の
で
あ
る
。

 

体
制
は
、
充
実
し
た
周
産
期
医
療
に
対
す
る
需
要
の
増
加

に
対
応
す
る
た
め
、
都
道
府
県
に
お
い
て
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
、
保
健

医
療
関
係
機
関
・
団
体
の
合
意
に
基
づ
き
そ
の
基
本
的
方
向
を
定
め
た
上

で
、
周
産
期
に
係
る
保
健
医
療

の
総
合
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る

 

も
の

と
し
て
整
備
さ
れ
る
必
要
が
あ

る
。

 

地
域
の
実
情
に

即
し
つ
つ
、
限
ら
れ
た
資
源
を
有
効
に
生
か
し
、
将
来
を
見

据
え
た
周
産
期

医
療
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
図
り
、
こ
れ
に
基
づ
い
て
地
域
に

お
け
る
周
産
期

医
療
の
効
果
的
な
提
供
を
図
る
も
の
で
あ
る
。
 

        

２
 
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
位
置
付
け
及
び
性
格
 

（
１
）
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
は
、
母
子
保
健
法
（
昭
和
４
０
年
法
律
第
１
４

１
号
）
第
２
０
条
の
２
に
規
定
す
る
医
療
施
設
の
整
備
の
一
環
と
し
て
位

置
付
け
ら
れ
る
も
の
で
あ
り
、
都
道
府
県
に
お
い
て
保
健
医
療
関
係
機
関

・
団
体
の
合
意
に
基
づ
き
、
周
産
期
医
療
体
制
の
基
本
的
方
向
を
定
め
た

上
で
整
備
す
る
も
の
で
あ
る
。
 

 (
２
)
 周

産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
は
、
充
実
し
た
周
産
期
医
療
に
対
す
る
需
要
の

増
加
に
対
応
す
る
た
め
、
周
産
期
に
係
る
保
健
、
医
療
の
総
合
的
な
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
を
行
う
も
の
と
し
て
整
備
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。
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３
 
都
道
府
県
に
お
け
る
周
産
期
医
療
体
制
の
整
備
 

ア
 
周
産
期

医
療

協
議

会
の

設
置
 

（
１
）
周
産
期
医
療
協
議
会
 

都
道
府
県
は
、
周
産
期
医

療
体
制
の
整
備
に
関
す
る
協
議
を
行
う
た

め
、
周
産
期
医
療
体
制
を
整
備
・
推
進
す
る
上
で
重
要
な
関
係
を
有
す

る
者
を
構
成

員
と

し
て

、

周
産
期
医
療

周
産
期
医
療
協
議
会
を
設
置
す
る
も
の
と
す

る
。

 

体
制
を
整
備
・
推
進
す
る
上
で
重
要
な
関
係
を
有
す
る

者
と
は
、
例
え
ば
、
保
健
医
療
関
係
機
関
・
団
体
の
代
表
、
地
域
の
中

核
と
な
る
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
等
の
医
療
従
事
者
、
医
育

機
関
関
係
者
、
消
防
関

係
者
、

 

学
識
経
験
者
、
都
道
府
県
・
市
町
村
の

代
表
等
の
こ
と
を
い
う
も
の
で
あ
る
。
 

（
ア

）
周

産
期

医
療

協
議

会
は

、
次

に
掲

げ
る

事
項

に
つ

い
て

協
議

す
る

も
の

と
す

る
。

 

イ
 

協
議

事
項

 

①
 

周
産

期
医

療
体

制
に

係
る

調
査

分
析

に
関

す
る

事
項

 

②
 

周
産

期
医

療
体

制
整

備
計

画
に

関
す

る
事

項
 

③
 

母
体

及
び

新
生

児
の

搬
送

及
び

受
入

れ
（

県
域

を
越

え
た

搬
送

及
び

受
入

れ
を

含
む

。
）

に
関

す
る

事
項

 

⑤
 

周
産

期
医

療
情

報

④
 

総
合

周
産

期
母

子
医

療
セ

ン
タ

ー
及

び
地

域
周

産
期

母
子

医

療
セ

ン
タ

ー
に

関
す

る
事

項
 

３
 
周
産
期
医
療
体
制
整
備
手
順

 

セ
ン

タ
ー
（

周
産

期
救

急
情

報
シ

ス
テ

ム
を

 (
１
)
 周

産
期
医
療
協
議
会
の
設
置
 

ア
 
都
道
府
県
は
、
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
を
整
備
す
る
た
め
に
周
産
期
医

療
協
議
会
を
設
置
し
、
同
協
議
会
の
意
見
を
十
分
反
映
さ
せ
る
。

 

  

イ
 
周
産
期
医

療
協
議
会
は
、
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
整
備
及
び
推
進
上

重
要
な
関
係
を
有
す
る
者
を
中
心
に
構
成
さ
れ
る
こ
と
が
望
ま
し
く
、
例

え
ば
、
保
健
医
療
関
係
機
関
・
団
体
の
代
表
、
地
域
の
中
核
と
な

る
周
産

期
医
療
施
設
に
お
い
て
周
産
期
の
診
療
を
現
に
担
当
し
て
い
る
医
師
、
学

識
経
験
者
、
都
道
府
県
・
市
町
村
の
代
表
等
に
よ
り
構
成
す
る
こ
と
が
適

当
で
あ
る
。

 

 

ウ
 
周
産
期
医
療
協
議
会
は
、
周
産
期
医
療
体
制
の
内
容
及
び
そ
の
整
備
に

必
要
な
調
査
事
項
、
周
産
期
医
療
情
報
シ
ス
テ
ム
並
び
に
周
産
期
医
療
関

係
者
の
研
修
等
、
周
産
期
医
療
体
制
の
確
立
に
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
協

議
す
る
。
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含
む

。
）

に
関

す
る

事
項

 

⑦
 

⑥
 

搬
送

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に
関

す
る

事
項

 

地
域
周
産
期
医
療
関

連
施
設
等
の
周

産
期

医
療

関
係

者
に

対

す
る

研
修

に
関

す
る

事
項

 

（

⑧
 

そ
の

他
周

産
期

医
療

体
制

の
整

備
に

関
し

必
要

な
事

項
 

イ
）
（

ア
）
の

③
に

掲
げ

る
事

項
に

つ
い

て
は

、
周

産
期

医
療

協
議

会

と
都

道
府

県
救

急
医

療
対

策
協

議
会

、
メ

デ
ィ

カ
ル

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

協
議

会
等

と
が

連
携

し
、
地

域
の

実
情

に
応

じ
た

産
科

合
併

症
以

外

の
合

併
症

を
有

す
る

母
体

の
搬

送
及

び
受

入
れ

の
実

施
に

関
す

る

基
準

等
を

協
議

す
る

も
の

と
す

る
。

ま
た

、
こ

の
内

容
に

つ
い

て
、

都
道

府
県

は
住

民
に

対
し

て
情

報
提

供
を

行
う

も
の

と
す

る
。

 

 
 
 
 
 
周
産
期
医
療
協
議
会
に
つ
い
て
は
、
医
療
法

ウ
 
都
道
府
県
医
療
審
議
会
等
と
の
連
携
 

第
７
１
条
の
２
第
１
項

に
規
定
す
る
都
道
府
県
医
療
審
議
会
又
は
同
法
第
３
０
条
の
１
２
第
１

項
に
規
定
す
る
都
道
府
県
医
療
対
策
協
議
会
の
作
業
部
会
と
し
て
位
置

付
け
る
な
ど
、
都
道
府
県
医
療
審
議
会
及
び
都
道
府
県
医
療
対
策
協
議

会
と
密
接
な
連
携
を
図
る
も

の
と
す
る

（
２
）
周
産
期
医
療

。
 

体
制
に
係
る
調

査
分
析
 

 

都
道
府
県
は
、
ア
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
調
査
し
、
こ
の
調
査
結
果

に
基
づ
き
、
イ
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
研
究
を
行
う
こ
と
が
望

ま
し
い

。
ま
た
、
こ
の
調
査
及
び
研
究
の
結
果
に
つ
い
て
、
都
道
府
県
は
、
住
民

に
公
表
す
る
と
と
も
に
、
周
産
期
医
療
協
議
会
に
報
告
し
、
周
産
期
医
療

体
制
の
整
備
に
係
る
検
討
に
活
用
す
る
も
の
と
す
る
。

 

           

エ
 
周
産
期
医
療
協
議
会
に
つ
い
て
は
、
医
療
法
（
昭
和
２
３
年
法
律
第

２
０
５
号
）
第
３
０
条
の
４
第
１
１
項
に
規
定
す
る
都
道
府
県
医
療
審

議
会
の
専
門
部
会
と
し
て
位
置
付
け
る
こ
と
を
考
慮
す
る
な
ど
、
都
道

府
県
医
療
対
策
協
議
会
と
密
接
な
連
携
を
図
る
。

 

 

４
 
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
整
備
に
か
か
る
調
査
分
析
 

 
 
 
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
効
果
的
な
整
備
を
促
進
す
る
た
め
に
は
、
地
域

に
お
け
る
周
産
期
医
療
に
関
連
す
る
病
院
、
診
療
所
及
び
助
産
所
（
以
下
、

「
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
」
と
い
う
。
）
、
マ
ン
パ
ワ
ー
の
状
況
、
地

域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
の
連
携
状
況
等
を
調
査
す
る
と
と
も
に
、
同
調
査

に
基
づ
き
、
体
系
的
な
シ
ス
テ
ム
構
築
の
在
り
方
を
研
究
、
検
討
す
る
こ
と
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ア
 調

査
事

項
 

（
ア

）
母

子
保

健
関

連
指

標
（

必
要

に
応

じ
妊

娠
週

数
別

）
 

・
分

娩
数

・
出

生
数

 （
帝

王
切

開
件

数
を

含
む

。
）

 

・
低

出
生

体
重

児
出

生
率

 

・
新

生
児

死
亡

率
 

・
周

産
期

死
亡

率
 

・
妊

産
婦

死
亡

率
 

・
周

産
期

関
連

疾
患

患
者

数
と

発
生

率
 

（

・
ハ

イ
リ

ス
ク

新
生

児
の

発
育

発
達

予
後

 
等

 

イ
）

医
療

資
源

・
連

携
等

に
関

す
る

情
報

 

・
母

体
及

び
新

生
児

の
搬

送
状

況
（

救
急

車
出

動
件

数
、

①
 

母
体

及
び

新
生

児
の

搬
送

及
び

受
入

れ
の

状
況

 

医
療

施

設
へ

の
照

会
回

数
、
搬

送
に

要
し

た
時

間
、
小

児
科

医
同

乗
数

、
ド

ク
タ

ー
カ

ー
及

び
ド

ク
タ

ー
ヘ

リ
の

活
用

状
況

等
）

 

・
母

体
及

び
新

生
児

の
受

入
状

況
（

受
入

要
請

数
、
受

入
実

施
件

数
、

受
入

不
能

件
数

及
び

そ
の

理
由

等
）

 

・
周

産
期

救
急

情
報

シ
ス

テ
ム

及
び

が
重
要
で
あ
る
。

 

救
急

医
療

情
報

シ
ス

テ
ム

の

活
用

状
況

 

 
 

 
こ

の
た

め
、

都
道
府

県
に

お
い

て
は

、
周

産
期
医

療
シ

ス
テ

ム
を

整
備

す

る
に

当
た

り
、
次

の
事
項

に
つ
い

て
必

要
な
調

査
、

研
究

を
行

う
も

の
と
す

る
。

 

(
１
)
 調

査
事
項
 

          

エ
 
周
産
期
救
急
医
療
の
実
施
状
況
 

 
 
 
 
 
母
体
搬

送
、
新
生
児
搬
送
な
ど
周
産
期
救
急
患
者
取
扱
数
、
救
急
車

出
動
件
数

、
救
急
患
者
搬
送
状
況
、
救
急
医
療
情
報
シ
ス
テ
ム
等
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・
搬

送
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

活
動

状
況

及
び

勤
務

体
制

②
 

 
等

 

総
合

周
産

期
母

子
医

療
セ

ン
タ

ー
、
地

域
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン

タ
ー

そ
の

他
の

各

・
所

在
地

、
診

療
科

目
、

病
床

数
・

稼
働

率
等

 

地
域

周
産

期
医

療
関

連
施

設
の

状
況

 

・
設

備
（

母
体
・
胎

児
集

中
治

療
管

理
室
（

以
下
「

Ｍ
Ｆ

Ｉ
Ｃ

Ｕ

」
と

い
う

。
）
の

病
床

数
・
稼

働
率

、
新

生
児

集
中

治
療

管
理

室
（

以
下

「
Ｎ

Ｉ
Ｃ

Ｕ
」

と
い

う
。

）
の

病
床

数
・

稼
働

率
、

Ｎ
Ｉ

Ｃ
Ｕ

に
併

設
さ

れ
た

回
復

期
治

療
室

（
以

下
「

Ｇ
Ｃ

Ｕ
」

と
い

う
。
）
の

病
床

数
・
稼

働
率

、
ド

ク
タ

ー
カ

ー
の

保
有

状

況
等

）
 

・
診

療
内

容
（

分
娩

数
、

・
院

内
助

産
所

及
び

助
産

師
外

来
の

活
動

状
況

等
 

・
診

療
体

制
（

対
応

可
能

な
分

娩
（

母
体
・
胎

児
の

条

件
等

）
、
診

療
実

績
（

周
産

期
関

連
疾

患
患

者
の

入
院

数
、
死

亡
率

、
合

併
症

発
生

率
等

）
等

）
 

産
科

医
及

び
産

婦
人

科
医

、
新

生
児

医
療

を
担

当

す
る

医
師

、
麻

酔
科

医
、
助

産
師

、
看

護
師

、
臨

床
心

理
士

等

の
臨

床
心

理
技

術
者

、
Ｎ

Ｉ
Ｃ

Ｕ
入

院
児

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

等
の

数
及

び
勤

務
体

制
等

）
 

・
医

療
連

携
の

状
況

（
他

の
医

療
施

設
か

ら
の

搬
送

受
入

状
況

、

リ
ス

ク
の

低
い

帝
王

切
開

術
に

対
応

す
る

た
め

の
連

携
状

況
、

オ
ー

プ
ン

シ
ス

テ
ム
・
セ

ミ
オ

ー
プ

ン
シ

ス
テ

ム
の

状
況

、
医

療
機

器
共

同
利

用
の

状
況

、

 

他
の

医
療

施
設

と
の

診
療

情
報

や

治
療

計
画

の
共

有
状

況
、
他

の
医

療
施

設
と

の
合

同
症

例
検

討

 

ア
 
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
 

 
 
 
 
 
 
所
在

地
、
診
療
科
目
、
診
療
設
備
（
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理

室
、
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
、
ド
ク
タ
ー
カ
ー
の
保
有
状
況
）
、

病
床
数
、
分
娩
数
等
の
診
療
内
容
及
び
診
療
体
制
等
 

        

イ
 
周
産
期
医
療
に
係
る
マ
ン
パ
ワ
ー
の
状
況
 

 
 
 
 
 
 
 
医
師
、
薬
剤
師
、
助
産
師
、
保
健
師
、
看
護
師
、
准
看
護
師
等

の
数
及
び
勤
務
体
制
等
 

 

ウ
 
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
の
連
携
状
況
 

 
 
 
 
 
 
 
患
者
の
紹
介
、
病
院
の
開
放
及
び
医
療
機
器
共
同
利
用
の
状
況

、
地
域
に
お
け
る
関
係
団
体
の
活
動
状
況
等
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会
の

開
催

状
況

、
在

宅
療

養
・
療

育
を

支
援

す
る

機
能

を
持

っ

た
施

設
等

と
の

連
携

状
況

等
）

 

・
Ｎ

Ｉ
Ｃ

Ｕ
、

Ｇ
Ｃ

Ｕ
等

の
長

期
入

院
児

の
状

況
 

（
ウ

）
そ

の
他

周
産

期
医

療

・
ハ

イ
リ

ス
ク

新
生

児
の

長
期

発
育

発
達

予
後

 
等

 

体
制

 

の
整

備
に

関
し

必
要

な
事

項
 

イ
 
研
究
事
項

 

（
ア
）
母
体

及
び

新
生

児
の

搬
送

及
び

受
入

れ
（

県
域

を
越

え
た

搬
送

及

び
受

入
れ

を
含

む
。

）
に

関
す

る
現

在
の

問
題

点

 

並
び

に
改

善
策

 

（
イ

）
周

産
期

救
急

情
報

シ
ス

テ
ム

の
効

果
的

な
活

用
方

法
及

び
周

産
期

救
急

情
報

シ
ス

テ
ム

と
救

急
医

療
情

報
シ

ス
テ

ム
と

の
連

携
方

法
 

（
ウ

）
産

科
合

併
症

以
外

の
合

併
症

を
有

す
る

母
体

へ
の

救
急

医
療

等
に

お
け

る
周

産
期

医
療

に
関

す
る

診
療

科
間

の
連

携
体

制
 

（
オ
）
地
域
周

産
期

医
療

関
連
施
設

（
エ

）
周
産

期
医

療
に

関
す

る
医
療
圏
間
の
連
携
体
制
（
県
域
を

越
え
た

広
域
の
連
携
体
制
を
含
む

。
）
 等
の
周

産
期

医
療

関
係

者

（
カ
）
そ
の

他
周

産
期

医
療

体
制
の

整
備
に
関
し
必
要
な
事
項

 に
対

す
る

効
果

的
な

研
修

 

（
３
）
周
産
期
医
療
体
制
整
備
計
画
 

 
 
 
 
 

ア
 
周
産
期
医
療
体
制
整
備
計
画
の
策
定

 

 

都
道
府
県
は
、
周
産
期
医

療
協
議
会
の
意
見
を
聴
い
て
、
周
産
期
医

療
体
制
整
備
計
画
を
策
定
す
る
も
の
と
す
る
。

 

   

オ
 
そ
の
他
、
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
整
備
に
関
し
必
要
な
調
査

事
項
 

(
２
)
 研

究
及
び
検
討
事
項
 

ア
 
現
在
の
周
産
期
救
急
搬
送
体
制
（
周
産
期
に
お
け
る
ド
ク
タ
ー

カ
ー
の
有
効
な
利
用
体
制
を
含
む
。
）
の
問
題
点
と
地
域
の
特
殊

性
を
考
慮
し
た
搬
送
体
制
の
確
立
 

イ
 
周
産
期
医
療
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
確
立
及
び
効
果
的
活
用
方

法
、

救
急
医
療
情
報
セ
ン
タ
ー
と
の
連
携
方
法
 

ウ
 
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
、
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施

設
の

医
療
従
事
者
に
対
す
る
効
果
的
な
研
修
体
制
、
対
象
及
び
内

容
等
 

   エ
 
そ
の
他
周
産
期
医
療
の
整
備
に

関
し
必
要
な
事
項
 

   

(
４
)
 他

計
画
等
と
の
関
係
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周
産
期
医
療
体
制

整
備

計
画
は
医
療
法
第
３
０
条
の
４
第
１
項
に
規

定
す
る
医
療
計
画
の
一
部
と
し
て
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る

。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
医
療
計
画
に
、
周
産
期
医
療
体
制
に
関
す

る
基
本
的
な
内
容
を
記
載
し
た
上
で
、
個
別
具
体
的
な
内
容

 

は
周
産
期

医
療
体
制
整
備
計
画
に
定
め
る
旨
を
記
載
す
る
こ
と
と
し
、
当
該
医
療

計
画
を
受
け
た
周
産
期
医
療
体
制
に
関
す
る
個
別
具
体
的
な
内
容
を
周

産
期
医
療
体
制
整
備
計
画
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。

 

 

  
 
 
 
 
都
道
府
県
は
、
周
産
期
医
療
体
制
整
備
計
画
を
策
定
し
た

イ
 
周
産
期

医
療

と
き
は
、

遅
滞
な
く
厚
生
労

働
省
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。
 

体
制
整
備
計

画

周
産
期
医
療

の
内
容
 

体
制
整
備
計

画
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定

め
る

（
ア
）
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
の
設
置
数
及
び
設
置
施
設
並
び

に
各
セ
ン
タ
ー
の
診
療
機

能
、
病
床
数

も
の
と
す
る
。
ま
た
、
周
産
期
医
療
体
制
整
備
計
画
に
は
、
現
在

の
医
療
資
源
を
踏
ま
え
た
内
容
と
と
も
に
、
中
長
期
的
な
観
点
か
ら
、

地
域
の
医
療
需
要
に
見
合
う
十
分
な
医
療
を
提
供
す
る
こ
と
を
目
標
と

し
た
医
療
施
設
や
医
療
従
事
者
に
関
す
る
整
備
・
確
保
方
針
を
盛
り
込

む
も
の
と
す
る
。
 

（
そ
の
う
ち
Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
、

Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
及
び
Ｇ
Ｃ
Ｕ
の

各
病
床
数
）

 
 
 
 
 
 
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
整
備
に
つ
い
て
は
、
医
療
法
第
３
０
条

の
４
に
基
づ
く
医
療
計
画
の
一
部
と
し
て
位
置
付
け
る
こ
と
が
望
ま

し
い
。
ま
た
、
医
療
確
保
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
他
の
計
画
と
の

調
和
が
保
た
れ
る
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
公
衆
衛
生
そ
の
他
周
産

期
医
療
と
密
接
に
関
連
を
有
す
る
施
策
と
の
連
携
を
図
る
必
要
が
あ

る
。
 

及
び
確
保
す
べ
き
医
療
従
事

者
 

 
 
 
 
 
 
な
お
、
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
基
本
的
事
項
を
医
療
計
画
の
一

部
と
し
て
位
置
付
け
よ
う
と
す
る
際
に
は
、
こ
れ
を
受
け
た
個
別
具

体
的
な
内
容
を
別
途
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

(
３
)
 周

産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
作
成
後
の
手
続
き

 

 
 

 
 

 
 

周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
内
容
を
定
め
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
厚

生
労
働
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。
 

１
 
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
一
般

的
内
容
 

 
 
 
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
整
備
内
容
と
し
て
、
以
下
の
事
項
を
定
め
る
。

 

     

（
１
）
 総

合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
、
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー

の
設
置

数
、
設
置
施
設
、
診
療
機
能

、
病
床
数
及
び
確
保
す
べ
き

医
療

従
事
者
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（
イ
）
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
の
設
置
数
及
び
設
置
施
設
並
び

に
各
セ
ン
タ
ー
の
診
療
機

能
、
病
床
数
（
そ
の
う
ち
Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
、

Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
及
び
Ｇ
Ｃ
Ｕ
の

各
病
床
数
）
及
び
確
保
す
べ
き
医
療
従
事

者
 

（
ウ
）
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
（
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー

及
び
地
域
周
産
期
母
子
医

療
セ
ン
タ
ー
を
除
く
。
）
の
施
設
数
並
び

に
各
施
設
の
診
療
機
能
、

病
床
数
及
び
確
保
す
べ
き
医
療
従
事
者

 

（
オ
)
 周

産
期
医
療
情
報
セ
ン

タ
ー

（
エ
）
母
体
及
び
新
生
児
の

搬
送

及
び

受
入

れ
（

県
域

を
越

え
た

搬
送

及

び
受

入
れ

を
含

む
。
）
を

円
滑

に
行

う
た

め
の

総
合

周
産

期
母

子
医

療
セ

ン
タ

ー
、
地

域
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン

タ
ー

そ
の

他
の

地
域

周

産
期

医
療

関
連

施
設

、
救

命
救

急
セ

ン
タ

ー
等

の
連

携
体

制
 

（
周
産
期
救
急
情
報
シ
ス
テ
ム
を
含

む
。
）
の
機

能
及

び
体

制
 

（
カ
）
搬
送
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
機
能
及
び
体
制

 

（
キ
）
地
域

周
産

期
医

療
関

連
施
設
等

の
周
産
期
医
療
関
係
者
に
対
す
る
研

修
の
対
象
及
び
内
容

 

（
ク
）
そ
の
他
周
産
期
医
療
体
制
の
整
備
に
関
し
必
要
な
事
項
 

（
ア
）
 

ウ
 
留
意
事

項
 

Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
の
整
備

 

 

低
出
生
体
重
児
の
増
加
等
に
よ
っ
て
、
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
の
病
床
数
が
不

足
傾
向
に
あ
る
こ
と
か
ら

、
都
道
府
県
は
、
出
生
１
万
人
対
２
５
床

か
ら
３
０
床
を
目
標
と
し

て
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
の

整
備
を
進
め
る
も
の
と
す

る
。

 

         

 

(
２
)
 周

産
期
医
療
情
報
セ
ン
タ
ー
の

機
能
、
情
報
収
集
・
提
供
及

び
相
談
体
制

 

  

  
(
３
)
 周

産
期
医

療
に
か
か
る
研
修
体
制
、
対
象
及
び
内
容
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（
イ
）
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
を
退
院
し
た
児
童
が
生
活
の
場
で
療
育
・
療
養
で
き
る

環
境
の
整
備

 

（
４
）
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
及
び
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ

ー
 

Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
に
長
期
入
院
し
て
い
る
児
童
に
対
し
、
一
人
一
人
の
児

童
に
ふ
さ
わ
し
い
療
育
・

療
養
環
境
を
確
保
す
る
た
め
、
都
道
府
県

は
、
地
域
の
実
情
に
応
じ

、
Ｇ
Ｃ
Ｕ
、
重
症
児
に
対
応
で
き
る
一
般

小
児
科
病
床
、
重
症
心
身

障
害
児
施
設
等
の
整
備
を
図
る
も
の
と
す

る
。
ま
た
、
在
宅
の
重
症

児
の
療
育
・
療
養
を
支
援
す
る
た
め
、
訪

問
看
護
や
レ
ス
パ
イ
ト
入

院
等
の
支
援
が
効
果
的
に
実
施
さ
れ
る
体

制
の
整
備
を
図
る
も
の
と

す
る
。

 

ア
 
指
定
及

び
認

定
 

都
道
府
県
は
、
周
産
期
医
療
体
制
整
備
計
画
を
踏
ま
え
、
第
２
の
１

に
定
め
る
機
能
、
診
療
科
目
、
設
備
等
を
有
す
る
医
療
施
設
を
総
合
周

産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
と
し
て
指
定
す
る
も
の
と
す
る
。
ま
た
、
都

道
府
県
は
、
第
２
の
２
に
定
め
る
機
能
、
診
療
科
目
、
設
備
等
を
有
す

る
医
療
施
設
を
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
と
し
て
認
定
す
る
も

の
と
す
る
。
 

イ
 
支
援
及

び
指

導
 

 

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
及
び
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン

タ
ー
は
、
本
指
針
の
定
め
る
機
能
、
診
療
科
目
、
設
備
等
を
満
た
さ
な

く
な
っ
た
場
合
は
、
そ
の
旨
を
速
や
か
に
都
道
府
県
に
報
告
す
る
も
の

と
し
、
当
該
報
告
を
受
け
た
都
道
府
県
は
、
当
該
医
療
施
設
に
対
し
て

        

(
２
)
 総

合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
の
指
定
及
び
地
域
周
産
期
母
子
医
療

セ
ン
タ
ー
の
認
定

 

 

 
 
 
都
道
府
県
は

、
本
指
針
の
各
論
的
事
項
第
２
の
１
に
定
め
る
施
設
、
設
備

及
び
機
能
等
を

有
す
る
医
療
施
設
を
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
と
し

て
指
定
し
、
地

域
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
行
う
。
ま
た
、
本
指
針

の
各
論
的
事
項

第
２
の
２
に
定
め
る
施
設
、
設
備
及
び
機
能
等
を
有
す
る
医

療
施
設
を
地
域

周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
と
し
て
認
定
し
、
都
道
府
県
に

お
け
る
周
産
期

医
療
シ
ス
テ
ム
の
運
営
に
協
力
を
求
め
る
。
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適
切
な
支
援
及
び
指
導
を
行
う
も
の
と
す
る
。

 

ウ
 
指
定
及

び
認

定
の

取
消

し
 

イ
に
定
め
る
都
道
府
県
に

よ
る
支
援
及
び
指
導
が
実
施
さ
れ
た
後
も

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
又
は
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ

ー
が
改
善
し
な
い
場
合
は
、
都
道
府
県
は
、
当
該
医
療
施
設
の
総
合
周

産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
の
指
定
又
は
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ

ー
の
認
定
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
 

 
 
 
 

（
５
）
周
産
期
医
療
体
制
整
備
計
画
の
推
進

 

都
道
府
県
は
、
次
に
掲
げ
る

事
項
に
留
意
し
な
が
ら
、
周
産
期
医
療
体

制
整
備
計
画
を
推
進
す
る
も
の
と
す
る
。
 

 
 
 
 
 

ア
 
適
切

な
条
件
整
備
 

都
道
府
県
は
、
周
産
期
医

療
体
制
整
備
計
画
の
推
進
に
当
た
っ
て
は

、
医
療
施
設
の
整
備
、
医
療
従
事
者
の
養
成
、
関
係
団
体
と
の
連
携
・

協
力
、
財
政
的
な
支
援
等
の
条
件
整
備
に
十
分
留
意

イ
 
医
療
施
設
間
の
機
能
分
担

及
び
連
携
 

す
る
も
の
と
す
る

。
 都
道
府
県
は
、
オ
ー
プ
ン

シ
ス
テ
ム
・
セ
ミ
オ
ー
プ
ン
シ
ス
テ
ム
等

を
活
用
し
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
、
地
域
周
産
期
母
子
医

療
セ
ン
タ
ー
そ
の
他
の
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
等
の
間
の
緊
密
な

連
携
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
各

施
設
の
果
た
し
て
い
る
機
能
に
応
じ
て

適
切
な
医
療
が
提
供
さ
れ
る
よ
う
配
慮
す
る

 

も
の
と
す
る
。
特
に
、
総

合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
の
負
担
軽
減
と
必
要
な
空
床
の
確
保
を

図
る
た
め
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
の
受
け
入
れ
た
母
体
及

      

５
 
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
推
進

に
係
る
留
意
事
項

 

  

(
１
)
 適

切
な
推
進
体
制
の
整
備
 

 
 
 
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
推
進
に
当
た
っ
て
は
、
医
療
従
事
者
の
養
成
、

 

関
係
団
体
と
の
連
携
・
協
力
、
財
政
的
な
裏
付
け
等
の
条
件
整
備
に
十
分
留

 

意
し
、
シ
ス
テ
ム
の
内
容
が
地
域
の
実
情
に
即
し
て
妥
当
な
も
の
と
な
る
よ

 

う
に
配
慮
す
る
。

 

(
２
)
 医

療
施
設
相
互
間
の
機
能
分
担
及
び
連
携
 

 
 
 
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
、
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
及
び
総

合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
相
互
間
の
緊
密
な
連
携
を
図
る
こ
と
に
よ
り

、
そ
れ
ぞ
れ
の
施
設
の
果
た
し
て
い
る
機
能
に
応
じ
適
切
な
医
療
が
供
給
さ

れ
る
よ
う
に
配
慮
す
る
。
ま
た
、
患
者
の
重
症
度
や
回
復
状
況
等
に
応
じ
、

適
当
な
医
療
施
設
に
患
者
が
委
ね
ら
れ
る
よ
う
に
連
携
を
図
る
。
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び
新
生
児
の
状
態
が
改
善
し
た
際
に
、
当
該
母
体
及
び
新
生
児
を
地
域

周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
そ
の
他
の
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
等

が
受
け
入
れ
る
体
制
の
確
保
を
図
る
も
の
と
す
る
。
 

ウ
 
近
隣
の
都
道
府
県
等
と
の
連
携
 

都
道
府
県
は
、
母
体
及
び

新
生
児
の
搬
送
及
び
受
入
れ
の
状
況
を
踏

ま
え
、
近
隣
の
都
道
府
県
等
と
の
広
域
搬
送
・
相
互
支
援
体
制
の
構
築

等
、
県
域
を
越
え
た
母
体
及
び
新
生
児
の
搬
送
及
び
受
入
れ
が
円
滑
に

行
わ
れ
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。
 

な
お
、
こ
の
場
合
に
お
い

て
は
、
切
迫
早
産
の
治
療
が
継
続
す
る
と

き
は
母
体
の
戻
り
搬
送
が
必
要
と
な
る
こ
と
、
新
生
児
は
、
家
族
が
児

に
接
す
る
機
会
を
増
や
す
た
め
、
戻
り
搬
送
の
必
要
性
が
高
い
こ
と
に

配
慮
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

エ
 
関
連
施

策
と

の
連

携
 

 
 
 
オ
 
輸
血

の
確

保
 

都
道
府
県
は
、
周
産
期
医

療
体
制
整
備
計
画
の
推
進
に
当
た
っ
て
は

、
医
療
従
事
者
の
確
保
、
救
急
医
療
、
母
子
保
健
、
児
童
福
祉
そ
の
他

周
産
期
医
療
と
密
接
な
関
連
を
有
す
る
施
策
と
の
連
携
を
図
る
よ
う
配

慮
す
る
も
の
と
す
る
。

 

都
道
府
県
は
、
周
産
期
医

療
体
制
整
備
計
画
の
推
進
に
当
た
っ
て
は

、
地
域
の
関
係
機
関
と
の
連
携
を
図
り
、
血
小
板
等
輸
血
用
血
液
製
剤

が
緊
急
時
の
大
量
使
用
の
場
合
も
含
め
安
定
的
に
供
給

（
６
）
周
産
期
医
療

さ
れ
る
よ
う
努

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

体
制
整
備
計
画

 

の
見
直
し
 

                

ｆ
 
輸
血
の
確
保
 

 
 
 
 
 
 
 
血

小
板
等
成
分
輸
血
を
含
め
た
輸
血
の
供
給
ル
ー
ト
を
常
に
確

保
し
、
緊
急
時
の
大
量
使
用
に
備
え
る
も
の
と
す
る
。
 

  

７
 
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
見
直

し
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周
産
期

医
療
体
制
整
備
計
画
に
つ
い
て
は
、
お
お
む
ね
５
年
ご
と
に
調

査
、
分
析
及
び
評
価
を
行
い

、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、
周
産

期
医
療
体
制
整
備
計
画
を
変
更
す
る
も
の
と
す
る

 

。
 

第
２
 
各
論

的
事

項
 

 

１
 
総
合
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン
タ

ー
 

（
１

）
機
能
 

ア
 
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
は
、
相
当
規
模
の
Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
を

含
む
産
科
病
棟
及
び
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
を
含
む
新
生
児
病
棟
を
備
え
、
常
時
の

母
体
及
び
新
生
児
搬
送
受
入
体
制
を
有
し
、
合
併
症
妊
娠
（
重
症
妊
娠

高
血
圧
症
候
群
、
切
迫
早
産
等
）
、
胎
児
・
新
生
児
異
常
（
超
低
出
生

体
重
児
、
先
天
異
常
児
等
）
等
母
体
又
は
児
に
お
け
る
リ
ス
ク
の
高
い

妊
娠
に
対
す
る
医
療
、
高
度
な
新
生
児
医
療
等
の
周
産
期
医
療
を
行
う

こ
と
が
で
き
る
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ
て
当
該
施
設
の
関
係
診
療
科

又
は
他
の
施
設
と
連
携
し
、
産
科
合
併
症
以
外
の
合
併
症
（
脳
血
管
障

害
、
心
疾
患
、
敗
血
症
、
外
傷
等
）
を
有
す
る
母
体
に
対
応
す
る
こ
と

が
で
き
る
医
療
施
設
を
都
道
府
県
が
指
定
す
る
も
の
で
あ
る

イ
 

。
 

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
は
、
地
域
周
産
期
医
療
関

連
施
設

等
か
ら
の
救
急
搬
送
を
受
け
入
れ
る
な
ど
、
周
産
期
医
療
体
制
の
中
核

と
し
て
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
そ
の
他
の
地
域
周
産
期
医
療

関
連
施
設
等
と
の
連
携
を
図
る
も
の
と
す
る

 

。
 

 
 
 
周
産
期
医
療

シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
は
、
概
ね
５
年
後
を
目
途
と
し
て
検
討

を
加
え
、
必
要

が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、
周
産
期
医
療
体
制
の
変
更
等

所
要
の
措
置
を

講
ず
る
も
の
と
す
る
。
 

 第
二
 
各
論
的
事
項
 

２
 
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
具
体

的
内
容
 

(
１
)
 総

合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ

ー
 

ア
 
機
 
能
 

(
ア
)
 
総
合
周

産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
と
は
、
相
当
規
模
の
母
体
・
胎
児

集
中
治
療

管
理
室
を
含
む
産
科
病
棟
及
び
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
を

含
む
新
生

児
病
棟
を
備
え
、
常
時
の
母
体
及
び
新
生
児
搬
送
受
入
体
制

を
有
し
、

合
併
症
妊
娠
、
重
症
妊
娠
中
毒
症
、
切
迫
早
産
、
胎
児
異
常

等
母
体
又

は
児
に
お
け
る
リ
ス
ク
の
高
い
妊
娠
に
対
す
る
医
療
及
び
高

度
な
新
生

児
医
療
等
の
周
産
期
医
療
を
行
う
こ
と
の
で
き
る
医
療
施
設

を
い
う
。
 

   

(
イ
)
 
同
セ
ン
タ
ー
は
、
主
と
し
て
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
か
ら
の

搬
送
を
受
け
入
れ
る
と
と
も
に
、
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
中
核

と

し
て
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
と
の
連
携
を
図
る
。

 

(
ウ
)
 
同
セ
ン
タ
ー
は
、
原
則
と
し
て
周
産
期
医
療
情
報
セ
ン
タ
ー
と
し

て
の
機
能
を
有
す
る
と
と
も
に
、
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
の
医

116



 

（
２

）
整
備
内
容

 

ア
 
施
設
数

 

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
は
、
原
則
と
し
て
、
三
次
医
療
圏

に
一
か
所
整
備
す
る
も
の
と
す
る
。
 

た
だ
し
、
都
道
府
県
の
面
積
、
人
口
、
地
勢
、
交
通
事
情
、
周
産
期

受
療
状
況
及
び
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
の
所
在
等
を
考
慮
し
、
三

次
医
療
圏
に
複
数
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。

イ
 
診
療
科
目
 

な
お
、
三

次
医
療
圏
に
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
を
複
数
設
置
す
る
場
合

は
、
周
産
期
医
療
情
報
セ
ン
タ
ー
等
に
母
体
搬
送
及
び
新
生
児
搬
送
の

調
整
等
を
行
う
搬
送
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
配
置
す
る
等
に
よ
り
、
母

体
及
び
新
生
児
の
円
滑
な
搬
送
及
び
受
入
れ
に
留
意
す
る
も
の
と
す
る

。
 総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
は
、
産
科
及
び
新
生
児
医
療
を
専

門
と
す
る
小
児
科
（
Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
及

び
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
を
有
す
る
も
の
に
限

る
。
）
、
麻
酔
科
そ
の
他
の
関
係
診
療
科
を
有
す
る
も
の
と
す
る
。

 

ウ
 
関
係
診

療
科

と
の

連
携

 

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
は
、
当
該
施
設
の
関
係
診
療
科
と

日
頃
か
ら
緊
密
な
連
携
を
図
る
も
の
と
す
る
。

 

療
従
事
者
に
対
す
る
研
修
を
行
う
。

 

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
を
設
置
す
る
医
療
施
設
が
救
命
救

急
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
て
い
る
場
合
又
は
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
と
同
等

の
機
能
を
有
す
る
場
合
（
救
急
科
、
脳
神
経
外
科
、
心
臓
血
管
外
科
又

イ
 
整
備
内
容

 

（
ア
）
 施

設
数

 

 
 
 
 
 
 
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
は
、
原
則
と
し
て
、
三
次
医
療

圏
に
一
か
所
整
備
す
る
も
の
と
す
る
。
 

 
 
 
 
 
 
た
だ

し
、
都
道
府
県
の
面
積
、
人
口
、
地
勢
、
交
通
事
情
、
周
産

期
受
療
状
況
及
び
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
の
所
在
等
を
考
慮
し

、
３
次
医
療
圏
に
複
数
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
 

     

(
イ
)
 
診
療
科
目
 

 
 
 
 
 
 
 
総

合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
は
、
産
科
及
び
小
児
科
（
母

体
・

胎
児
集
中
治
療
管
理
室
及
び
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
を
有

す
る

。
）
、
麻
酔
科
そ
の
他
の
関
係
診
療
科
目
を
有
す
る
も
の
と

す
る

。
 

 
 
 
 
 
 
 
な
お
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
に
小
児
外
科
を
有
し

な
い
場
合
に
は
、
小
児
外
科
を
有
す
る
他
の
施
設
と
緊
密
な
連
携

を
図
る
も
の
と
す
る
。
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は
循
環
器
内
科
、
放
射
線
科
、
内
科
、
外
科
等
を
有
す
る
こ
と
を
い
う

。
）
は
、
都
道
府
県
は
、
そ
の
旨
を
医
療
計
画
及
び
周
産
期
医
療
体
制

整
備
計
画
に
記
載
し
、
関
係
者
及
び
住
民
に
情
報
提
供
す
る
も
の
と
す

る
。
ま
た
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
を
設
置
す
る
医
療
施
設

が
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
て
い
な
い
場
合
又
は
救
命
救
急
セ
ン

タ
ー
と
同
等
の
機
能
を
有
し
て
い
な
い
場
合
は
、
都
道
府
県
は
、
当
該

施
設
で
対
応
で
き
な
い
母
体
及
び
新
生
児
の
疾
患
並
び
に
当
該
疾
患
に

つ
い
て
連
携
し
て
対
応
す
る
協
力
医
療
施
設
を
医
療
計
画
及
び
周
産
期

医
療
体
制
整
備
計
画
に
記
載
し
、
関
係
者
及
び
住
民
に
情
報
提
供
す
る

も
の
と
す
る
。

 

エ
 
設
備
等
 

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
は
、
次
に
掲
げ
る
設
備
等
を
備
え

る
も
の
と
す
る
。

 

（
ア
）
Ｍ
Ｆ

Ｉ
Ｃ

Ｕ
 

Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
に
は
、
次
に
掲
げ
る
設
備
を
備
え
る
も
の
と
す
る
。

な
お
、
Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
は
、

必
要
に
応
じ
個
室
と
す
る
も
の
と
す
る
。

 

①
 
分
娩
監

視
装

置
 

②
 
呼
吸
循

環
監

視
装

置
 

③
 
超
音
波
診
断
装
置
（
カ
ラ
ー
ド
ッ
プ
ラ
ー
機
能
を
有
す
る
も
の

に
限
る

④
 
そ
の
他
母
体
・
胎
児

集
中
治
療
に
必
要
な
設
備
 

。
）

 

（
イ
）
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
 

Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
に
は
、
次
に
掲
げ
る
設
備
を
備
え
る
も
の
と
す
る
。
 

          

(
ウ
)
 
設
備
等
 

 
 
 
 
 
 
 
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
は
、
以
下
の
設
備
を
備
え
る

も
の
と
す
る
。

 

ａ
 
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
 

(
ｅ
)
 
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
は
、
必
要
に
応
じ
個
室
と
す

る
こ
と
。

 

(
ａ
)
 
分
娩
監
視
装
置
 

(
ｂ
)
 
呼
吸
循
環
監
視
装
置
 

(
ｃ
)
 
超
音
波
診
断
装
置
（
カ
ラ
ー
ド
ッ
プ
ラ
ー
機
能
を
有
す
る
も

の
と
す
る
。
）
 

(
ｄ
)
 
そ
の
他
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
に
必
要
な
設
備
 

ｂ
 
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
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①
 
新
生
児
用
呼
吸
循
環
監
視
装
置
 

②
 
新
生
児

用
人

工
換

気
装
置
 

④
 

③
 
超
音
波
診
断
装
置
（

カ
ラ
ー
ド
ッ
プ
ラ
ー
機
能
を
有
す
る
も
の

に
限
る
。
）
 

新
生
児
搬
送
用

⑤
 
そ
の
他
新
生
児
集
中
治
療
に
必
要
な
設
備
 

保
育

器
 

Ｇ
Ｃ
Ｕ
に
は

、
Ｎ
Ｉ
Ｃ

Ｕ
か
ら
退
出

し
た
児

（
ウ
）
Ｇ
Ｃ

Ｕ
 

並
び
に
輸
液
、
酸
素
投

与
等
の
処
置
及
び
心
拍
呼
吸
監
視
装
置
の
使
用
を
必
要
と
す
る
新
生
児

の
治
療
に
必
要
な
設
備
を
備
え
る
も
の
と
す
る
。
 

（
エ

）
新

生
児

と
家

族
の

愛
着

形
成

を
支

援
す

る
た

め
の

設
備

 

 

新
生

児
と

家
族

の
愛

着
形

成
を

支
援

す
る

た
め

、
長

期
間

入
院

す
る

新
生

児
を

家
族

が
安

心
し

て
見

守
れ

る
よ

う
、
Ｎ

Ｉ
Ｃ

Ｕ
、
Ｇ

Ｃ
Ｕ

等

へ
の

入
室

面
会

及
び

母
乳

保
育

を
行

う
た

め
の

設
備

、
家

族
宿

泊
設

備

等
を

備
え

る
こ

と
が

望
ま

し
い

。
 

 

（
オ
）
ド
ク
タ
ー
カ
ー
 

医
師
の
監
視
の
下
に
母
体
又
は
新
生
児
を
搬
送
す
る
た
め
に
必
要
な

患
者
監
視
装
置
、
人
工
呼
吸
器
等
の
医
療
機
器
を
搭
載
し
た
周
産
期
医

療
に
利
用
し
得
る

（
カ
）
検
査
機
能
 

ド
ク
タ
ー
カ
ー
を
必
要
に
応
じ
整
備
す
る
も
の
と
す

る
。

 

(
ａ
)
 
新
生
児
用
呼
吸
循
環
監
視
装
置
 

 
 
 
 
 
(ｂ

) 
新
生
児
用
人
工
換

気
装
置

 

   
 
 
 
 
(ｃ

) 
保
育
器
 

 
 
 
 
 
(ｄ

) 
そ
の
他
新
生
児
集

中
治
療
に
必
要
な
設
備
 

ｃ
 
後
方
病
室
 

 
 
 
 
 
 
 
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
の
後
方
病
室
（
母
体
・
胎
児
集

中
治
療
管
理
室
に
お
い
て
管
理
し
て
い
た
も
の
の
う
ち
、
軽
快
し

て
管
理
の
程
度
を
緩
め
う
る
状
態
と
な
っ
た
者
及
び
同
室
に
て
管

理
を
必
要
と
す
る
状
態
に
移
行
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
も
の
の

現
時
点
で
は
管
理
の
程
度
が
緩
や
か
で
よ
い
者
並
び
に
比
較
的
リ

ス
ク
が
低
い
か
又
は
消
失
し
た
妊
婦
、
褥
婦
を
収
容
す
る
室
を
指

す
。
以
下
同
じ
。
）
、
及
び
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
の
後
方
病

室
（
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
よ
り
退
出
し
た
児
、
及
び
点
滴
、

酸
素
投
与
等
の
処
置
を
必
要
と
す
る
児
を
収
容
す
る
室
を
指
す
。

以
下
同
じ
。
）
に
必
要
な
設
備
。
 

ｄ
 
ド
ク
タ
ー
カ
ー
 

 
 
 
 
 
 
 
医

師
の
監
視
の
も
と
に
母
体
又
は
新
生
児
を
搬
送
す
る
た
め
に

必
要

な
患
者
監
視
装
置
、
人
工
呼
吸
器
等
の
医
療
器
械
を
搭
載
し

た
周

産
期
医
療
に
利
用
し
う
る
ド
ク
タ
ー
カ
ー
を
必
要
に
応
じ
整

備
す

る
も
の
と
す
る
。
 

ｅ
 
検
査
機
能
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血
液
一
般
検
査
、
血
液
凝

固
系
検
査
、
生
化
学
一
般
検
査
、
血
液
ガ

ス
検
査
、
輸
血
用
検
査
、
エ

ッ
ク
ス
線
検
査
、
超
音
波
診
断
装
置
（
カ

ラ
ー
ド
ッ
プ
ラ
ー
機
能
を
有
す
る
も
の
に
限
る

（
３
）
病
床
数
 

。
）
に
よ
る
検
査
及
び

分
娩
監
視
装
置
に
よ
る
連
続
的
な
監
視
が
常
時
可
能
で
あ
る
も
の
と
す

る
。
 

ア
 
Ｍ
Ｆ
Ｉ

Ｃ
Ｕ
及
び
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
の
病
床
数
は
、
都
道
府
県
の
人

口
や
当

該
施
設
の
過
去
の
患
者
受
入
実
績
等
に
応
じ
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療

セ
ン
タ
ー
と
し
て
の
医
療
の
質
を
確
保
す
る
た
め
に

た
だ
し
、
三
次
医
療
圏
の

人
口
が
お
お
む
ね
１
０
０
万
人
以
下
の
地

域
に
設
置
さ
れ
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

適
切
な
病
床
数
と

す
る
こ
と
を
基
本
と
し
、
Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
の
病
床
数
は
６
床
以
上
、
Ｎ
Ｉ

Ｃ
Ｕ
の
病
床
数
は
９
床
以
上
（
１
２
床
以
上
と
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い

。
）
と
す
る
。
 

当
分
の
間
、
Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｃ
Ｕ

の
病
床
数
は
３
床
以
上
、
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
の
病
床
数
は
６
床
以
上
で
差
し
支

え
な
い

な
お
、
両
室
の
病
床
数
に

つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
取
り
扱
う
も

の
と
す
る
。
 

も
の
と
す
る
。
 

（
ア
）
Ｍ
Ｆ

Ｉ
Ｃ

Ｕ
の
病
床
数
は
、
こ
れ
と
同
等
の
機
能
を
有
す
る
陣
痛

室
の
病
床
を
含
め
て
算
定

し
て
差
し
支
え
な
い
。
た
だ
し
、
こ
の
場

合
に
お

い
て

は
、
陣
痛
室
以
外
の
Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
の

（
イ
）
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
の
病
床
数
は
、
新
生
児
用
人
工
換
気
装
置
を
有
す
る
病

病
床
数
は
６
床
を

下
回
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 

 
 
 
 
 
 
 
血
液
一
般
検
査
、
血
液
凝
固
系
検
査
、
生
化
学
一
般
検
査
、
血

液
ガ
ス
検
査
、
エ
ッ
ク
ス
線
検
査
、
超
音
波
診
断
装
置
（
カ
ラ
ー

ド
ッ
プ
ラ
ー
機
能
を
有
す
る
も
の
と
す
る
。
）
に
よ
る
検
査
及
び

分
娩
監
視
装
置
に
よ
る
連
続
的
な
監
視
が
常
時
可
能
で
あ
る
も
の

と
す
る
。
 

ウ
 
病
床
数
 

(
ア
)
 
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
及
び
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
の

病
床
数
は
、
都
道
府
県
の
人
口
等
に
応
じ
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
と
し
て
の
適
切
な
病
床
数
を
確
保
す
る
こ
と
を
基
本
と
し
、

母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
の
病
床
数
は
６
床
以
上
、
新
生
児
集

中
管
理
室
の
病
床
数
は
９
床
以
上
（
1
2
床
以
上
と
す
る
こ
と
が
望

ま

し
い
）
と
す
る
。
た
だ
し
、
３
次
医
療
圏
の
人
口
が
概
ね
10
0
万
人
以

下
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
の
病
床
数

は
３
床
以
上
、
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
の
病
床
数
は
６
床
以
上
と

す
る
。
 

 
 
 
 
 
 
な
お
、
両
室
の
病
床
数
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
取
扱
う
も

の
と
す
る
。
 

 

ａ
 
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
に
お
い
て
は
、
こ
れ
と
同
等
の

機
能
を
有
す
る
陣
痛
室
の
ベ
ッ
ト
を
含
め
て
数
え
る
こ
と
と
し
て

差
し
支
え
な
い
。
た
だ
し
、
こ
の
場
合
、
陣
痛
室
の
ベ
ッ
ト
を
含

め
な
い
病
床
数
は
６
床
を
下
回
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 

ｂ
 
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
に
係
る
病
床
数
は
、
新
生
児
用
人
工

120



床
に
つ
い
て
算
定
す
る

イ
 
Ｍ
Ｆ
Ｉ

Ｃ
Ｕ
の
後

方
病

室も
の
と
す
る
。

 

（
一
般
産
科
病
床
等
）

 

は
、
Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｃ
Ｕ

の
２
倍
以
上
の
病
床
数
を
有
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

 

ウ
 
Ｇ
Ｃ
Ｕ
は
、
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
の

２
倍
以
上
の
病
床
数
を
有
す
る
こ
と
が
望

ま
し
い
。
 

（
４
）
職
員
 

ア
 
Ｍ
Ｆ
Ｉ

Ｃ
Ｕ
 

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
は
、
次
に
掲
げ
る
職
員
を
は
じ
め
と

し
て
適
切
な
勤
務
体
制
を
維
持
す
る
上
で
必
要
な
数
の
職
員
の
確
保
に
努

め
る
も
の
と
す
る
。
な
お
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
が
必
要
な

数
の
職
員
を
確
保
で
き
な
い
場
合
に
は
、
都
道
府
県
は
、
当
該
医
療
施
設

に
対
す
る
適
切
な
支
援
及
び
指
導
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 

（
ア
）
２
４
時
間
体
制
で
産
科
を
担
当
す
る
複
数
（
病
床
数
が
６
床
以
下

で
あ
っ
て
別
途
オ
ン
コ
ー

ル
に
よ
る
対
応
が
で
き
る
者
が
確
保
さ
れ

て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は

１
名
）
の
医
師
が
勤
務
し
て
い
る
こ
と
。

 

 （
イ
）
Ｍ
Ｆ

Ｉ
Ｃ

Ｕ
の
全
病
床

を
通
じ
て
常
時
３
床
に
１
名
の
助
産
師
又

は
看
護
師
が
勤
務
し
て
い

る
こ
と
。

 

イ
 
Ｎ
Ｉ
Ｃ

Ｕ
 

（
ア
）
２
４
時
間
体
制
で
新
生
児
医
療
を
担
当
す
る
医
師
が
勤
務
し
て
い

る
こ
と
。

換
気
装
置
を
有
す
る
病
床
に
つ
い
て
数
え
る
も
の
と
す
る
。
 

な
お
、
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
の
病
床
数
が
１
６
床
以
上
で
あ
る
場
合

は
、
２
４
時
間
体
制
で
新
生
児
医
療
を
担
当
す
る
複
数
の
医
師
が
勤

(
イ
)
 
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
の
後
方
病
室
は
、
母
体
・
胎
児
集

中
治
療
管
理
室
の
２
倍
以
上
の
病
床
数
を
有
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い

。
 

(
ウ
)
 
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
の
後
方
病
室
は
、
新
生
児
集
中
治
療
管

理
室
の
２
倍
以
上
の
病
床
数
を
有
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

エ
 
医
療
従
事
者
 

 
 
 
 
 
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
及
び
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
は
、

２
４
時
間
診
療
体
制
を
適
切
に
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
以
下
の
職
員

を
確
保
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

  

(
ア
)
 
母

体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
 

ａ
 

２
４
時
間
体
制
で
産
科
を
担

当
す
る
複
数
（
病
床
数
が
６
床

以
下
で
あ
っ
て
別
途
オ
ン
コ
ー
ル
に
よ
る
対
応
が
で
き
る
者
が

確
保
さ
れ
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
１
名
）
の
医
師
が
勤
務
し

て
い
る
こ
と
。
 

ｂ
 
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
の
全
病
床
を
通
じ
て
常
時
３

床
に
１
名
の
助
産
師
又
は
看
護
師
が
勤
務
し
て
い
る
こ
と
。

 

(
イ
)
 
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
 

ａ
 

２
４
時
間
体
制
で
常
時
新
生
児
を
担
当
す
る
医
師
が
勤
務
し

て
い
る
こ
と
。
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務
し
て
い
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

（
イ
）
常
時
３
床
に
１
名
の
看
護
師
が
勤
務
し
て
い
る
こ
と
。

 

ウ
 
Ｇ
Ｃ
Ｕ
 

（
ウ
）
臨
床
心
理
士
等
の
臨

床
心
理

技
術
者
を
配
置
す
る
こ
と
。
 

常
時
６
床
に
１
名
の
看
護
師
が
勤
務
し
て
い
る
こ
と
。
 

エ
 
分
娩
室
 

原
則
と
し
て
、
助
産
師
及

び
看
護
師
が
病
棟
と
は
独
立
し
て
勤
務
し

て
い
る
こ
と
。
た
だ
し
、
Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｃ

Ｕ
の
勤
務
を
兼
ね
る
こ
と
は
差
し

支
え
な
い
。
 

オ
 
麻
酔
科

医
 

麻
酔
科
医
を
配
置
す
る
こ

と
。

 

カ
 
Ｎ
Ｉ
Ｃ

Ｕ
入

院
児

支
援

コ
ー
デ

ィ
ネ
ー
タ
ー
 

Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
、
Ｇ
Ｃ
Ｕ
等
に

長
期
入
院
し
て
い
る
児
童
に
つ
い
て
、
そ

の
状
態
に
応
じ
た
望
ま
し
い
療
育
・
療
養
環
境
へ
の
円
滑
な
移
行
を
図

る
た
め
、
地
域
の
医
療
施
設
、
訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
、
療
育
施
設

・
福
祉
施
設
、
在
宅
医
療
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
に
精
通
し
た
者
を
次
に

掲
げ
る
業
務
を
行
う
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
入
院
児
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
し

て
配
置
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

 

（
ア
）
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
、
Ｇ
Ｃ
Ｕ
等
の
長
期
入
院
児
の
状
況
把
握

 

（
イ
）
望
ま
し
い
移
行
先
（
他
医

療
施
設
、
療
育
施
設
・
福
祉
施
設
、
在

宅
等
）
と
の
連
携
及
び
調
整

 

 

（
ウ
）
在
宅
等
へ
の
移
行
に
際
す

る
個
々
の
家
族
の
ニ
ー
ド
に
合
わ
せ
た

支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成
並
び
に
医
療
的
・
福
祉
的
環
境
の
調
整
及

ｂ
 
常
時
３
床
に
１
名
の
看
護
師
が

勤
務
し
て
い
る
こ
と
。
 

 

(
ウ
)
 
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
の
後
方
病
室

 

 
 
 
 
 
 
 
常
時
８
床
に
１
名
の
看
護
師
が
勤
務
し
て
い
る
こ
と
。
 

(
エ
)
 
分
娩
室
 

 
 
 
 
 
 
 
助
産
師
、
看
護
師
が
病
棟
と
は
独
立
し
て
勤
務
す
る
こ
と
を
原

則
と
す
る
。
た
だ
し
、
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
の
勤
務
を

兼
ね
る
こ
と
は
差
し
支
え
な
い
。
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び
支
援

 

（
エ
）
そ
の
他
望
ま
し
い
療
育
・

療
養
環
境
へ
の
移
行
に
必
要
な
事
項

 

（
５
）
連
携
機
能
 

 

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
は
、
オ
ー
プ
ン
シ
ス
テ
ム
・
セ
ミ
オ

ー
プ
ン
シ
ス
テ
ム
等
の
活
用
、
救
急
搬
送
の
受
入
れ
、
合
同
症
例
検
討
会

の
開
催
等
に
よ
り
、
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
そ
の
他
の
地
域
周

産
期
医
療
関
連
施
設
等
と
連
携
を
図
る
も
の
と
す
る
。
 

２
 
地
域
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン
タ

ー
 

（
１

）
機
能
 

ア
 
地
域
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン
タ

ー
は
、
産
科
及
び
小
児
科
（
新
生
児
医

療
を
担
当
す
る
も
の
）
等
を
備
え
、
周
産
期
に
係
る
比
較
的
高
度
な
医

療
行
為
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
医
療
施
設
を
都
道
府
県
が
認
定
す
る
も

の
で
あ
る
。
た
だ
し
、
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
を
備
え
る
小
児
専
門
病
院
等
で
あ
っ

て
、
都
道
府
県
が
適
当
と
認
め
る
医
療
施
設
に
つ
い
て
は
、
産
科
を
備

え
て
い
な
い
も
の
で
あ
っ
て
も
、
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
と

し
て
認
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
 

イ
 
地
域

周
産
期

母
子

医
療

セ
ン
タ

ー
は
、
地
域
周
産
期
医
療
関

連
施
設

等
か
ら
の
救
急
搬
送
や
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
か
ら
の
戻
り

搬
送
を
受
け
入
れ
る
な
ど
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
そ
の
他

の
地
域

周
産

期
医

療
関

連
施
設
等
と
の
連
携
を
図
る
も
の
と
す
る
。
 

 

ウ
 
都
道
府
県
は
、
各
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
設
定

さ
れ
た
提
供
可
能
な
新
生
児
医
療
の
水
準
に
つ
い
て
、
医
療
計
画
及
び

       

(
２
)
 地

域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ

ー
 

ア
 
機
 
能
 

(
ア
)
 
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
と
は
、
産
科
及
び
小
児
科
（
新

生
児
診
療
を
担
当
す
る
も
の
）
等
を
備
え
、
周
産
期
に
係
る
比
較
的

高
度
な
医
療
行
為
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
医
療
施
設
を
い
う
。
 

    

(
イ
)
 
同
セ
ン
タ
ー
は
、
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
と
連
携
を
図
り
、

入
院
及
び
分
娩
に
関
す
る
連
絡
調
整
を
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
。
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周
産
期
医
療
体
制
整
備
計
画
に
明
記
す
る
な
ど
に
よ
り
、
関
係
者
及
び

住
民
に
情
報
提
供
す
る
も
の
と
す
る
。

 

（
２
）
整
備
内
容
 

ア
 
施
設
数
 

地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
は
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン

タ
ー
１
か
所
に
対
し
て
数
か
所
の
割
合
で
整
備
す
る
も
の
と
し
、
１
つ

又
は
複
数
の
二
次
医
療
圏
に
１
か
所
又
は
必
要
に
応
じ
そ
れ
以
上
整
備

す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

イ
 
診
療
科

目
 

地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
は
、
産
科
及
び
小
児
科
（
新
生
児
医

療
を
担
当
す
る
も
の
）
を
有
す
る
も
の
と
し
、
麻
酔
科
そ
の
他
関
連
診

療
科
を
有
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

ウ
 
設
備
 

た
だ
し
、
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
を
備
え
る
小

児
専
門
病
院
等
で
あ
っ
て
、
都
道
府
県
が
適
当
と
認
め
る
医
療
施
設
に

つ
い
て
は
、
産
科
を
有
し
て
い
な
く
て
も
差
し
支
え
な
い
も
の
と
す
る

。
 

（
ア
）
産
科
を
有
す
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
設
備
を
備
え
る
こ
と
が
望

ま
し
い
。
 

地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
は
、
次
に
掲
げ
る
設
備
を
備
え
る

も
の
と
す
る
。

 

①
 
緊
急
帝

王
切

開
術

等
の
実
施
に

必
要
な
医
療
機
器

 

②
 
分
娩
監

視
装

置
 

③
 
超
音
波

診
断

装
置

 

（
カ
ラ
ー
ド
ッ
プ
ラ
ー
機
能
を
有
す
る
も
の

 

イ
 
整
備
内
容
 

(
ア
)
 
施
設
数
 

 
 
 
 
 
 
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
は
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
１
か
所
に
対
し
て
数
か
所
の
割
合
で
設
け
る

(
イ
)
 
診
療
科
目
 

も
の
と
し
、
１

つ
又
は
複
数
の
２
次
医
療
圏
に
１
か
所
な
い
し
必
要
に
応
じ
そ
れ
以

上
設
け
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

 
 
 
 
 
 
産
科

及
び
小
児
科
（
新
生
児
診
療
を
担
当
す
る
も
の
）
を
有
す
る

も
の
と
し
、
麻
酔
科
及
び
そ
の
他
関
連
各
科
を
有
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
。
 

   

(
ウ
)
 
設
 
備
 

  

ａ
 
産
科
に
は
、
緊
急
帝
王
切
開
術
等
高
度
な
医
療
を
提
供
す
る

こ
と
の
で
き
る
施
設
及
び
以
下
の
設
備
を
備
え
る
こ
と
が
望
ま

し
い
。
 

(
ａ

)
 
分
娩
監
視
装
置
 

(
ｂ

)
 
超
音
波
診
断
装
置
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に
限
る
。
）
 

④
 
微
量
輸

液
装

置
 

⑤
 
そ
の
他

産
科

医
療

に
必
要
な
設

備
 

（
イ
）
 小

児
科
等
に
は
新
生
児
病
室
を
有
し
、
次
に
掲
げ
る
設
備
を
備
え

る
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
を
設
け
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

 

 

①
 
新
生
児
用
呼
吸
循
環

監
視
装
置
 

②
 
新
生
児

用
人

工
換

気
装
置
 

③
 
保
育
器
 

④
 
そ
の
他
新
生
児
集
中

治
療
に
必
要
な
設
備
 

（
３
）
職
員
 

地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
は
、

ア
 
小
児
科

（
新

生
児

次
に
掲
げ
る
職
員
を
配
置
す
る

こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

医
療

イ
 
産
科

を
担
当
す
る
も
の
）
に
つ
い
て
は
、
２
４
時

間
体
制
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
職
員
 

を
有
す
る
場
合
は
、

帝
王
切
開
術
が
必
要
な
場
合
に
迅
速
（
お

お
む
ね
３
０

分
以

内
）
に
手
術
へ
の
対
応
が
可
能
と
な
る
よ
う
な
医
師

（
麻
酔
科
医
を
含
む
）

ウ
 
新
生
児

病
室

に
つ

い
て

は
、

及
び
そ
の
他
の
各
種
職
員
 

次
に
掲
げ
る

（
ア
）
２
４

時
間

体
制

で

職
員
 

病
院

内
に

（
イ
）

小
児
科
を
担
当
す
る
医
師
が
勤
務
し

て
い
る
こ
と
。
 

 

各
地
域
周
産
期
母
子
医

療
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
設
定
し
た
水
準
の

新
生
児
医
療
を
提
供
す
る

た
め
に
必
要
な
看
護
師
が
適
当
数
勤
務
し

(
ｃ

)
 
微
量
輸
液
装
置
 

(
ｄ

)
 
そ
の
他
産
科
医
療
に
必
要
な
設
備

 

ｂ
 

小
児
科
等
に
は
新
生
児
病
室
を
有
し
、
次
に
掲
げ
る
設
備
を

備
え
る
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
を
設
け
る
こ
と
が
望
ま
し
い

。
 

(
ａ

)
 
新
生
児
用
呼
吸
循
環
監
視
装
置
 

(
ｂ
)
 
新
生
児
用
人
工
換
気
装
置
 

(
ｃ
)
 
保
育
器
 

(
ｄ

)
 
そ
の
他
新
生
児
集
中
治
療
に
必
要
な
設
備
 

 
 
 
 
(
エ
)
 
医
療
従
事
者
 

 
 
 
 
 
 
以
下
の
医
療
従
事
者
を
配
置
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
が
望
ま
し
い

。
 

ａ
 
産
科
及
び
小
児
科
（
新
生
児
診
療
を
担
当
す
る
も
の
）
は
、

そ
れ
ぞ
れ
２
４
時
間
体
制
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
職
員
 

ｂ
 
産
科
に
つ
い
て
は
、
帝
王
切
開
術
が
必
要
な
場
合
３
０
分
以

内
に
児
の
娩
出
が
可
能
と
な
る
よ
う
な
医
師
及
び
そ
の
他
の
各

種
職
員
 

ｃ
 
新
生
児
病
室
に
は
、
以
下
の
職

員
 

(
ａ

)
 
２
４
時
間
体
制
で
小
児
科
を
担
当
す
る
医
師
が
勤
務
し
て

い
る
こ
と
。

 

(
ｂ

)
 
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
に
は
、
常
時
３
床
に
１
名
の
看

護
師
が
勤
務
し
て
い
る
こ
と
。
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て
い
る
こ
と
。

 

（
４
）
連
携
機
能
 

（
ウ
）
臨
床
心
理
士
等
の
臨

床
心
理

技
術
者
を
配
置
す
る
こ
と
。
 

地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
は
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ

ー
か
ら
の
戻
り
搬
送
の
受
入
れ
、
オ
ー
プ
ン
シ
ス
テ
ム
・
セ
ミ
オ
ー
プ
ン

シ
ス
テ
ム
等
の
活
用
、
合
同
症

例
検
討
会
の
開
催
等
に
よ
り
、
総
合
周
産

期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
そ
の
他
の
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設

 

等
と
連
携

を
図
る
も
の
と
す
る
。
 

３
 
周
産
期

医
療

情
報

セ
ン

タ
ー

 

（
１
）
周
産
期
医
療
情
報
セ
ン
タ
ー
の
設
置
 

都
道
府
県
は
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
等
に
周
産
期
医
療
情

報
セ
ン
タ
ー
を
設
置
す
る
も
の
と
す
る

（
２
）
周
産
期
救
急
情
報
シ
ス
テ
ム
の
運
営

 。
 

ア
 
周
産
期

医
療
情
報
セ
ン
タ
ー
は
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー

、
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
そ
の
他
の
地
域
周
産
期
医
療
関
連

施
設
等
と
通
信
回
線
等
を
接
続
し
、
周
産
期
救
急
情
報
シ
ス
テ
ム
を
運

営
す
る
も
の
と
す
る
。

 

 

イ
 
周
産
期
医
療
情
報
セ
ン
タ
ー
は
、
次
に
掲
げ
る
情
報
を
収
集
し
、
関

係
者
に
提
供
す
る
も
の
と
す
る
。

 

 

（
ア
）
周
産
期
医
療
に
関
す
る

診
療
科
別
医
師
の
存
否
及
び
勤
務
状
況

 

(
ｃ
)
 
後
方
病
室
に
は
、
常
時
８
床
に
１
名
の
看
護
師
が
勤
務
し

て
い
る
こ
と
。
 

ウ
 
連
携
機
能
 

 
 
 
 
 
地
域
周

産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
は
、
産
科
に
係
る
開
放
型
病
床
を

保
有
す
る

な
ど
、
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
と
の
連
携
機
能
を
有
し

、
症
例
検

討
会
等
を
開
催
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

 

   

オ
 
周
産
期
医
療
情
報
セ
ン
タ
ー
 

 
 
 
 
 
総
合
周

産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
等
に
、
周
産
期
医
療
情
報
セ
ン
タ

ー
を
設
置

し
、
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
と
電
話
回
線
等
に
よ

り
接
続
す

る
こ
と
に
よ
り
、
周
産
期
医
療
シ
ス
テ
ム
の
運
営
に
必
要
な

情
報
の
収

集
を
行
う
と
と
も
に
、
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
、
地
域

住
民
等
に

対
す
る
情
報
提
供
、
相
談
等
を
行
う
。
 

 
 
 
 
 
な
お
、
本
シ
ス
テ
ム
で
収
集
さ
れ
た
情
報
の
う
ち
、
周
産
期
医
療
の

状
況
把
握
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
情
報
に
つ
い
て
項
目
を
定
め
、
定
期

的
に
収
集
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
を
周
産
期
医
療
協
議
会
へ
報
告
し
、

同
協
議
会
に
お
い
て
協
議
の
上
、
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
等
に
公

表
す
る
も
の
と
す
る
。
 

(
ア
)
 
整
備
内
容

 

ａ
 
周
産
期
救
急
情
報
シ
ス
テ
ム
（

必
置
）
 

 
 
 
 
 
 
周
産
期
医
療
に
関
す
る
診
療
科
別
医
師
の
存
否
及
び
勤
務
状
況
、
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（
イ
）
病
床
の
空
床
状
況

 

（
ウ
）
手
術
、
検
査
及
び
処
置

の
可
否

 

（
エ
）
重
症
例
の
受
入
れ
可
能

状
況

 

（
オ
）
救
急
搬
送

に
同
行
す
る
医
師
の
存
否

 

 

（
カ
）
そ
の
他
地
域
の
周
産
期
医
療
の
提
供
に
関
し
必
要
な
事
項

 

  

ウ
 
情
報
収

集
・
提
供
の
方

法
 

周
産
期
医
療
情
報
セ
ン
タ

ー
は
、
電
話
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

ー
等
適
切
な
方
法
に
よ
り
情
報
を
収
集
し
、
関
係
者
に
提
供
す
る
も
の

と
す
る
。
 

エ
 
救
急
医
療
情
報
シ
ス
テ
ム
と
の
連
携

 

 

周
産
期
救
急
情
報
シ
ス
テ

ム
に
つ
い
て
は
、
救
急
医
療
情
報
シ
ス
テ

ム
と
の
一
体
的
運
用
や
相
互
の
情
報
参
照
等
に
よ
り
、
救
急
医
療
情
報

シ
ス
テ
ム
と
連
携
を
図
る
も
の
と
す
る
。
ま
た
、
周
産
期
救
急
情
報
シ

ス
テ
ム
と
救
急
医
療
情
報
シ
ス
テ
ム
を
連
携
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
総

合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
、
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
そ

の
他
の
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
、
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
、
消
防
機

関
等
が
情
報
を
共
有
で
き
る
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

 

４
 
搬
送
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
 

病
床
の
空
床
状
況
、
手
術
、
検
査
及
び
処
置
の
可
否
、
重
症
例
の
受

入
れ
可
能
状
況
並
び
に
搬
送
に
出
向
く
医
師
の
存
否
等
に
関
す
る
情

報
を
収
集
、
提
供
す
る
。
 

都
道
府
県
は
、
周
産
期
医
療
情
報
セ
ン
タ
ー
、
救
急
医
療
情
報
セ
ン
タ
ー

ｂ
 
周
産
期
医
療
情
報
シ
ス
テ
ム

 

 
 
 
 
 
 
周
産

期
救
急
情
報
シ
ス
テ
ム
に
加
え
、
産
科
及
び
新
生
児
の
医
療

に
関
す
る
各
種
情
報
を
収
集
整
備
し
、
地
域
に
お
け
る
周
産
期
医
療

の
デ
ー
タ
解
析
、
評
価
を
行
う
シ
ス
テ
ム
を
整
備
す
る
よ
う
努
め
る

。
 

(
イ
)
 
情
報
収
集
の
方
法
 

ａ
 
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
ー
等
に
よ
る
収
集
（
毎
日
定
時
及
び
随
時
必
要
な

も
の
）
 

ｂ
 
電
話
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
等
に
よ
る
収
集
（
情
報
の
変
動
が
比
較
的
少
な
い

も
の
）
 

(
ウ
)
 
情
報
提
供
及
び
相
談
 

 
 
 
 
 
 
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
等
に
対
し
、
以
下
の
情
報
提
供
及
び

相
談
を
行
う
。
 

ａ
 
周
産

期
医
療
に
関
す
る
基
礎
的
知
識
、
最
新
の
技
術
及
び
地
域
周

産
期
医
療
関
連
施
設
か
ら
依
頼
さ
れ
た
検
査
の
結
果
 

ｂ
 
適
切

な
受
け
入
れ
施
設
の
選
定
、
確
認
及
び
回
答
等
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等
に
、
次
に
掲
げ
る
業
務
を
行
う
搬
送
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
配
置
す
る
こ

と
が
望
ま
し
い
。

 

ア
 
医
療
施
設
又
は
消
防
機
関
か
ら
、
母
体
又
は
新
生
児
の
受
入
医
療
施

設
の
調
整
の
要
請
を
受
け
、
受
入
医
療
施
設
の
選
定
、
確
認
及
び
回
答

を
行
う
こ
と
。

 

イ
 
医
療
施
設
か
ら
情
報
を
積
極
的
に
収
集
し
、
情
報
を
更
新
す
る
な
ど

、
周
産
期
救
急
情
報
シ
ス
テ
ム
の
活
用
推
進
に
努
め
る
こ
と
。

 

ウ
 
必
要
に
応
じ
て
、
住
民
に
医
療
施
設
の
情
報
提
供
を
行
う
こ
と
。

 

 
 

エ
 
そ
の
他
母

体
及
び
新

生
児

の
搬

送
及

び
受

入
れ

に
関
し

必
要
な
事

項
 

５
 
周
産
期

医
療

関
係

者
に
対
す
る

都
道
府
県
は
、
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
等
の
医
師
、
助
産
師
、
看
護

師
、

研
修
 

搬
送
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
、

Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
入
院
児
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ

ー
等
に
対
し
、
地
域
の
保
健
医
療

関
係
機
関
・
団
体
等
と
連
携
し
、
総
合
周

産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
等
に
お

い
て
、
必
要
な
専
門
的
・
基
礎
的
知
識
及

び
技
術
を
習
得
さ
せ
る
た
め
、
到
達
目
標
を
定
め
、
研
修
を
行
う
も
の
と
す

る

（
１
）。
 到

達
目
標

ア
 
周
産
期

医
療

に
必

要
と

さ
れ
る

基
本
的
な
知
識
及
び
技
術
の
習
得
 

の
例
 

イ
 
緊
急
を

要
す

る
母
体
及
び
新
生
児

 

に
対
す
る
的
確
な
判
断
力
及
び
高

度
な
技
術
の
習
得
 

           

カ
 
周
産
期
医
療
関
係
者
研
修
 

 
 
 
 
 
都
道
府
県
は
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
地
域

周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
、
地
域
周
産
期
医
療
関
連
施
設
等
の
医
師

、
助
産
師
、
看
護
師
及
び
准
看
護
師
に
対
し
、
周
産
期
医
療
に
必
要
な

専
門
的
・
基
礎
的
知
識
、
技
術
を
習
得
さ
せ
る
た
め
、
到
達
目
標
を
定

め
、
そ
の
研
修
を
行
う
。
 

 

(
ア
)
 
目
 
標
 

ａ
 
周
産
期
医
療
に
必
要
と
さ
れ
る
基
本
的
な
知
識
、
技
術
を
習
得
さ

せ
る
。
 

ｂ
 
緊
急
を
要
す
る
患
者
に
対
す
る
的
確
な
判
断
力
及
び
高
度
な
技
術

を
習
得
さ
せ
る
。
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（
２

）
研
修
内
容

ア
 
産
科
 

の
例
 

（
ア
）
胎
児
及
び
母
体
の
状
況
の
適
切
な
把
握
と
迅
速
な
対
応
 

（
イ
）
産
科
シ
ョ
ッ
ク
と
そ
の
対
策
 

（
ウ
）
妊
産
婦
死
亡
と
そ
の
防
止
対
策
 

（
エ
）
帝
王
切
開
の
問
題
点
 

イ
 
新
生
児

医
療
 

（
ア
）
ハ
イ
リ
ス
ク
新
生
児
の
医
療
提
供
体
制

 

（
イ
）
新
生
児
関
連
統
計
・
疫
学
デ
ー
タ

 

（
エ
）
新
生
児
蘇
生
法
 

（
ウ
）
新
生
児
搬
送
の
適
応

 

（
オ
）
ハ
イ
リ
ス
ク
新
生
児
の
迅
速
な
診
断
 

（
カ
）
新
生
児
管
理
の
実
際
 

（
キ
）
退
院
後
の
保
健
指
導
、
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
実
施
方
法
等
 

ウ
 
そ
の
他
 

（
ア
）
救
急
患
者
の
緊
急
度
の
判

断
、
救
急
患
者
の
搬
送
及
び
受
入
ル
ー

ル
等

 

 

（
イ
）
他
の
診
療
科
と
の
合
同
の
症
例
検
討
会
等

 

ｃ
 
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
の
医
師
に
対
し
て
は
、
最
新
の

医
学
的
技
術
を
習
得
さ
せ
る
。
 

(
イ
)
 
研
修
の
内
容
 

ａ
 
産
 
科
 

 
 
 
 
 
(ａ

) 
胎
児
及
び
母
体
の

状
況
の
適
切
な
把
握
と
迅
速

な
対
応
 

 
 
 
 
 
(ｂ

) 
産
科
シ
ョ
ッ
ク
と

そ
の
対
策
 

 
 
 
 
 
(ｃ

) 
妊
産
婦
死
亡
と
そ

の
防
止
対
策
 

 
 
 
 
 
(ｄ

) 
帝
王
切
開
の
問
題

点
 

ｂ
 
新
生
児

 

  

  
 
 
 
 
(ａ

) 
新
生
児
蘇
生
法
 

 
 
 
 
 
(ｃ

) 
ハ
イ
リ
ス
ク
新
生

児
の
迅
速
な
診
断
 

 
 
 
 
 
(ｄ

) 
新
生
児
管
理
の
実

際
 

 
 
 
 
 
(ｅ

) 
退
院
後
の
保
健
指

導
等

 

 
 
 
 
 
(ｂ

) 
新
生
児
の
緊
急
手

術
 

    
 
(
３
)
 小

児
専
門
医
療
施
設
及
び

特
定
機
能
病
院
の
役
割
 

 
 
 
 
小
児
専
門
医
療
施
設
及
び
特
定
機
能
病
院
は
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療

セ
ン
タ
ー
、
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
及
び
関
連
各
科
と
の
連
携
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の
も
と
に
専
門
的
医
療
を
行
い
、
必
要
に
応
じ
医
療
法
第
３
０
条
の
４
第

２
項
第
１
１
号
に
規
定
す
る
区
域
（
以
下
「
３
次
医
療
圏
」
と
い
う
。
）

を
越
え
て
こ
れ
を
提
供
す
る
。
 

 

６
 
医
療
計
画
に
お
け
る
留
意
事
項
 

 
 
 
医
療
法
第
３
０
条
の
４
第
２
項
第
１
０
号
に
規
定
す
る
区
域
（
以
下
「
２

次
医
療
圏
」
と
い
う
。
）
に
お
け
る
病
院
の
病
床
数
が
、
医
療
計
画
に
お
け

る
定
め
ら
れ
た
当
該
２
次
医
療
圏
の
必
要
病
床
数
に
既
に
達
し
て
い
る
か
、

又
は
、
当
該
申
請
に
係
る
病
院
の
病
床
数
の
増
加
若
し
く
は
病
床
の
種
別
の

変
更
に
よ
っ
て
こ
れ
を
越
え
る
こ
と
と
な
る
と
認
め
ら
れ
た
場
合
、
医
療
法

第
３
０
条
の
１
１
に
規
定
す
る
勧
告
の
対
象
と
な
る
。

 

 
 
 
し
か
し
な
が
ら
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
、
地
域
周
産
期
母
子

医
療
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
母
体
・
胎
児
集
中
治
療
管
理
室
及
び
新
生
児
集
中

治
療
管
理
室
の
病
床
は
、
そ
の
内
容
及
び
２
次
医
療
圏
の
状
況
に
よ
っ
て
は

、
医
療
法
施
行
規
則
第
３
０
条
の
３
２
の
２
第
１
項
第
３
号
の
病
床
に
該
当

す
る
場
合
が
あ
り
、
こ
の
場
合
に
は
必
要
病
床
数
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
、

勧
告
の
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る
。
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５．へき地保健医療対策の現状 
 
 これまでの対策  
○ 山村、離島等のへき地における医療の確保については、昭和３１年度

から９次にわたる「へき地保健医療計画」を策定し、二次医療圏単位で
各種施策を講じてきた。 

 ○ これに伴い無医地区数は以前に比べ大きく減少。 
   【無医地区の変遷】 

調査年 無医地区数 人口 
昭和４１年 ２，９２０ １１９万人 
昭和４８年 ２，０８８ ７７万人 
昭和５９年 １，２７６ ３２万人 
平成 ６年 ９９７ ２４万人 
平成１１年 ９１４ ２０万人 
平成１６年 ７８６ １６万人 

     ※無医地区：医療機関のない地域で、当該地域の中心的な場所を起点として、概 
ね半径４㎞の区域内に人口５０人以上が居住している地域であって、 
通常の交通機関を利用して医療機関まで片道１時間超を要する地域 
など。 

 ○ 現在、第 7 次の無医地区調査を実施中。 
 
 現在のとりくみ  
 ○ 医療資源の都市部偏在等により二次医療圏単独では医療過疎地域の医

療需要に対応しきれないため、より広域的に都道府県単位でのへき地対
策を講じているところ（平成１８年度からは、第１０次「へき地保健医
療対策」を実施）。 

 
 ［主要事項］ 
  （１） へき地医療支援機構 
      概 要：都道府県単位で設置し、へき地診療所等からの代診医

の派遣要請等、広域的なへき地医療支援事業の企画・
調整等を行う。 

      箇所数：３９か所（平成２１年３月３１日現在） 

 
  （２） へき地医療拠点病院 
      概 要：都道府県単位での指導・調整の下に「へき地診療所」

への医師派遣、「へき地診療所」の無い無医地区等を対
象とした巡回診療等を行う。 

      箇所数：２６３病院（平成２１年７月３１日現在） 

      補助先：都道府県の指定した病院 
          （運営費（医師派遣、巡回診療実施のための人件費等）、

施設・設備整備） 
      実 績：医師派遣 １２２病院 
          巡回診療  ９７病院 
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（平成２１年度現況調より） 
 
  （３） へき地診療所 
      概 要：無医地区において診療所を整備し、地域住民の医療確

保を図る。 
      箇所数：１，０６３か所〔国保診療所含む〕（平成２０年３月３１日現在） 
      補助先：都道府県、市町村、日赤、済生会、厚生連、北社協他 
          （運営費（診療実施のための人件費等）、施設・設備整

備） 
 
  （４） へき地保健指導所 
      概 要：無医地区等にへき地保健指導所を整備し、保健医療の

機会に恵まれない住民に対する保健指導を行う。 
      箇所数：４３か所（平成２０年３月３１日現在） 
      補助先：都道府県、市町村 
 
  （５） へき地巡回診療車（船・ヘリ） 
      概 要：無医地区等の医療の確保を図るため巡回診療を実施す

る。 
      台 数：７１台（車：６１台、船：６隻、歯科診療車：４台） 

（平成２０年３月３１日現在） 
      ※離島巡回診療ヘリは平成１９年度より実施（１機：鹿児島県） 
 
  （６） へき地患者輸送車（艇） 
      概 要：患者輸送車を整備し、へき地の患者を最寄医療機関ま

で輸送する。 
      台 数：３１５台（車：３０４台、船１１隻） 

（平成２０年３月３１日現在） 
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医療提供体制施設整備交付金の概要

Ⅰ予算額

６．医療施設等の施設・設備整備事業

平成22年度予算案
8,874 百万円

Ⅱ要旨

新たな医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制と地域保健及び健康増
進体制との連携強化を図る観点から 都道府県の作成した「医療計画に基づく事

医 療 計 画

Ⅲ「計画に基づく施策の実施（施設）」に対して助成を行う

進体制との連携強化を図る観点から、都道府県の作成した「医療計画に基づく事
業計画」により、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成制度の仕組みとし
て、救急医療施設、周産期医療施設等の施設整備を支援するもの。

「医療提供体制施設整備交付金」を各都道府県に交付

都道府県は「医療計画に基づく事業計画」を策定

Ⅳ 交付対象

交付金対象事業区分

補助対象除外施設：公立分（全事業）、公的分（一部事業）

交付金対象事業区分

休日夜間急患センター 小児医療施設 地震防災対策医療施設耐震整備

病院群輪番制病院 周産期医療施設 医療機器管理室

共同利用型病院 院内感染対策施設 内視鏡訓練施設

（地域）救命救急センター 看護師勤務環境改善 医療施設耐震整備

小児救急医療拠点病院 看護師宿舎 アスベスト除去等整備

がん診療施設 医療施設近代化施設
小児科・産科連携病院等病床
転換施設

医学的リハビリテーション施設 特殊病室施設 小児初期救急センター施設

不足病床地区病院 基幹災害医療センター 肝移植施設

特定地域病院 地域災害医療センター 院内助産所・助産師外来施設

共同利用施設 (開放型病棟等) 治験施設 病院内保育所共同利用施設 (開放型病棟等) 治験施設 病院内保育所

看護師等養成所 歯科衛生士養成所 地球温暖化対策

腎移植施設 病児・病後児保育施設 救急ヘリポート

新小児集中治療室 新地域療育支援施設（仮称）
新看護師等養成所修業年限延長等
整備

新看護教員養成講習施設
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医療提供体制推進事業費補助金の概要

Ⅰ 予算額

平成22年度予算案平成22年度予算案
30,603百万円

Ⅱ 要旨

新たな医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制と地域保健及び健康増
づ

医 療 計 画

Ⅲ 補助制度の概念

進体制との連携強化を図る観点から、都道府県の作成した「医療計画に基づく事
業計画」により、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成制度の仕組みとし
て、救急医療等の経常的な経費の補助を行うもの。

医 療 計 画

都道府県は「医療計画に基づく事業計画」を策定

「医療提供体制推進事業費補助金」を各都道府県に交付

Ⅳ 医療提供体制推進事業費補助金の事業構成Ⅳ 医療提供体制推進事業費補助金の事業構成

(目）医療提供体制推進事業費補助金 30,602,739 千円

（注意）；公立分及び公的分が補助対象とならない事業も含まれている（※は公立分が対象外）。

１ 救急医療等対策（運営費）
小児救急電話相談事業、小児救急医療支援事業、小児救急医療拠点病院運営事業、
※救命救急センタ 運営事業 ドクタ リ導入促進事業 救急医療情報センタ 運営事業※救命救急センター運営事業、ドクターヘリ導入促進事業、救急医療情報センター運営事業、
新 消防法一部改正に伴う受入困難事案患者受入医療機関支援事業、
総合周産期母子医療センター運営事業、新 新生児医療担当医（新生児科医）確保支援事業、
新 地域療育支援施設（仮称）、新 日中一時支援事業 等

２ 看護職員確保対策等（運営費）
※病院内保育所運営事業、新 新人看護職員研修事業、新 助産師活用推進事業、新 短時
間正規雇用等看護職員の多様な勤務形態導入支援事業、新 外国人看護師候補者就労支援
対策事業、潜在看護職員復職研修事業、協働推進研修事業、看護職員資質向上推進事業、
新 在宅歯科医療連携室整備事業 等

３ 地域医療確保等対策（運営費）
医療連携体制推進事業、女性医師等就労支援事業、医療推進支援センター事業
産科医等確保支援事業、医師派遣等推進事業、在宅医療推進支援事業 等

４ 医療提供体制設備整備費
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Ⅴ 医療提供体制設備整備費の事業区分補助対象

統合補助金の事業については、前項の「Ⅳ 医療提供体制推進事業費補助金の事業構成」で
説明したところであるが 「４ 医療提供体制設備整備費」はさらに細分化された事業区分（いわゆ説明したところであるが、「４ 医療提供体制設備整備費」はさらに細分化された事業区分（いわゆ
るメニュー事業）が補助対象となる。

補助対象事業区分

※休日夜間急患センター ※人工腎臓不足地域 NBC災害・テロ対策設備

※病院群輪番制病院 ※小児医療施設 ※内視鏡訓練施設設備

※小児科・産科連携病院等
※共同利用型病院 ※周産期医療施設

※小児科・産科連携病院等
病床転換設備

※救命救急センター ※看護師等養成所初度設備
※小児初期救急センター設

備

※高度救命救急センター
※看護師等養成所教育環境改

善
※院内助産所・助産師外来

設備

※小児救急医療拠点病院
※理学療法士等養成所初度設

備
医療機関アクセス支援車※小児救急医療拠点病院

備
医療機関アク 支援車

※小児救急遠隔医療設備 ※院内感染対策設備 在宅訪問歯科診療設備

※がん診療施設 ※基幹災害医療センター
新地域療育支援施設(仮称)  

設備

※医学的リハビリテーション施設 ※地域災害医療センター 新小児集中治療室

※共同利用施設 (高額医療機器) ※歯科衛生士養成所初度設備

Ⅵ 補助率 等

 補助率 1/2 1/3  定額（10/10）

 交付先 都道府県、市町村、公的団体、民間事業者

※ＨＬＡ検査センター 環境調整室
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医療施設等設備整備費補助金の概要

Ⅰ 予算額

平成22年度予算案度 算案

830,504千円

Ⅱ 要旨

へき地 離島の住民に対する医療の確保など 国が特に責任を果たしへき地・離島の住民に対する医療の確保など、国が特に責任を果たし
ていく必要があることから、離島を含むへき地に所在する医療施設等に
対する補助制度は従前のとおり存続させるもの。

Ⅲ 補助対象

補助対象事業《 分》（事業実施主体） 補助率補助対象事業《メニュー区分》（事業実施主体） 補助率

へき地医療拠点病院（公立・公的・民間） 1/2 

へき地診療所（公立・公的・民間） 1/2、3/4

へき地患者輸送車（艇）（都道府県・市町村） 1/2

へき地巡回診療車（船）（公立・公的・民間） 1/2へき地巡回診療車（船）（公立・公的・民間） 1/2 

離島歯科巡回診療用設備（都道府県） 1/2 

過疎地域等特定診療所（都道府県・市町村） 1/2 

へき地保健指導所（都道府県・市町村） 1/3、1/2

へき地・離島診療支援システム（公立・公的・民間） 1/2  

沖縄医療施設（公立・公的） 3/4

奄美群島医療施設（都道府県） 1/2 

地域医療充実のための遠隔医療設備（公立・公的・民間） 1/2

臨床研修病院支援システム（公的・民間） 1/2 

離島等患者宿泊施設設備（公立・公的・民間） 1/3

産科医療機関設備（公立・公的・民間） 1/2

新死亡時画像診断システム設備（公立・公的・民間） 1/2
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医療施設等施設整備費補助金の概要

Ⅰ 予算額

平成22年度予算案
451,386千円

Ⅱ 要旨

へき地・離島の住民に対する医療の確保など、国が特に責任を果たし
ていく必要があることから、離島を含むへき地に所在する医療施設等に
対する補助制度は従前のとおり存続させるもの。

Ⅲ 補助対象

補助対象事業《メニュー区分》 （事業実施主体） 補助率

へき地医療拠点病院（公立・公的・民間） 1/2

き地診療所へき地診療所（公立・公的・民間） 1/2

過疎地域等特定診療所（都道府県・市町村） 1/2

へき地保健指導所（都道府県・市町村） 1/3、1/2

研修医のための研修施設（民間） 1/2

臨床研修病院（民間） 1/2臨床研修病院（民間） 1/2

医師臨床研修病院研修医環境整備（民間） 1/3

産科医療機関（公立・公的・民間） 1/3

離島等患者宿泊施設（公立・公的・民間） 1/3

新死亡時画像診断システム施設（公立・公的・民間） 1/2新死亡時画像診断システム施設（公立 公的 民間） 1/2
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医療施設運営費等補助金の概要

Ⅰ 予算額

平成22年度予算案
2 508百万円2,508百万円

Ⅱ 要旨

離島、山村等の医療に恵まれない地域住民の医療の確保、地域住民の救急
医療の確保、国又は独立行政法人国立病院機構から資産の譲渡を受けて開設
される医療機関の運営の安定化、医療施設の耐震診断の実施による安全性の
向上等に必要な経費の補助を行うもの。

Ⅲ 事業構成

（項）医療提供体制確保対策費
2 508 157千円

※は公立分が補助対象とならない事業

（項）医療提供体制確保対策費
(目）医療施設運営費等補助金

2,508,157千円

１ へき地保健医療対策事業
へき地医療支援機構、へき地医療拠点病院、へき地診療所、へき地巡回診療車（船）、
離島巡回診療ヘリ、へき地保健指導所等の運営事業、へき地診療所等医師支援事業

２ 救急医療対策事業２ 救急医療対策事業
救急医療支援センター運営事業、救急医療トレーニングセンター運営事業、

ドクターヘリ夜間搬送モデル事業

３ ※医療施設耐震化促進事業

４ 地域医療確保支援事業
産科医療機関確保事業

５ 災害医療対策事業
災害医療調査ヘリコプター運営事業、新災害医療チーム（DMAT）事務局経費、
新災害医療チーム（DMAT）訓練補助金、災害拠点病院等活動費

６ 医療機関未収金対策支援事業

Ⅳ 補助率 等

 補助率 3/4 2/3 5.5/10 1/2 1/3 定額
 交付先 都道府県、市町村、公的団体、民間事業者
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

特定 地域 公的 臨床 学識 大学等 社会 国病 団体 市町村 住民 都道府県 その他

北海道 北海道医療対策協議会 3 3 0 0

青 森 青森県地域医療対策協議会 2 1 1 20 1 2 1 4 1 2 1 3 3 1 1

７．都道府県医療対策協議会の開催状況

都道府県 協 議 会 等 の 名 称 開催
回数

参
画
者
数

取組例
（注２）20年度

実績

21年度

実績

内　訳（注１）

青　森 青森県地域医療対策協議会 2 1 1 20 1 2 1 4 1 2 1 3 3 1 1

岩　手 岩手県地域医療対策協議会 4 2 2 16 1 1 2 3 2 3 1 3 ④ ⑥ ⑩

宮　城 宮城県地域医療推進委員会 0 0 0 20 1 1 3 2 4 1 1 5 1 1

秋　田 秋田県地域医療対策協議会 4 2 2 19 1 1 3 2 3 2 1 3 1 1 1 ① ② ⑩

山　形 山形県医療対策協議会 0 0 0 0

福　島 福島県地域医療対策協議会 4 3 1 16 1 4 1 1 3 2 2 2 ② ④ ⑤ ⑥ ⑩

茨　城 医療対策協議会（仮称） 3 2 1 16 1 3 1 2 3 1 2 3 ② ③ ⑥ ⑨

栃　木 栃木県医療対策協議会 1 1 0 21 10 2 2 3 1 1 2

群　馬 群馬県保健医療対策協議会 7 3 4 26 2 1 2 4 1 1 3 2 3 7 ① ② ③ ⑤ ⑨ ⑩

埼 玉 埼玉県医療対策協議会 17 10 7 17 1 1 3 1 4 1 1 3 2 ① ③ ⑥ ⑩埼　玉 埼玉県医療対策協議会 17 10 7 17 1 1 3 1 4 1 1 3 2 ① ③ ⑥ ⑩

千　葉 医療審議会医療対策部会 2 1 1 13 1 2 1 3 1 3 2

東　京 地域医療対策協議会 8 4 4 25 1 1 1 1 2 1 1 4 3 2 3 5 ③ ⑨

神奈川 神奈川県医療対策協議会 5 3 2 18 1 2(3) 2 1(3) 4 1 2 2 2 4 ① ② ③ ④ ⑧ ⑨ ⑩

新　潟 医師確保・へき地医療支援会議 7 4 3 17 2 4 1 3 5 1 1 ④ ⑧ ⑨ ⑩

富　山 富山県医療対策協議会 1 1 0 25 1 2 6 7 3 1 1 8 2 2 1

石　川 地域医療対策協議会 3 1 2 24 2 6 3 1 1 4 2 4 1 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑧ ⑨ ⑩

福　井 福井県地域医療対策協議会 2 1 1 14 1 2 4 1 1 1 1 2 1 ① ② ④ ⑥ ⑦ ⑩

山　梨 山梨県医療対策協議会 2 1 1 14 3 2 4 2 2 1

長 野 長野県地域医療対策協議会 2 1 1 15 1 2 2 2 3 2 2 1 ④ ⑥ ⑧ ⑩長　野 長野県地域医療対策協議会 2 1 1 15 1 2 2 2 3 2 2 1 ④ ⑥ ⑧ ⑩

岐　阜 岐阜県地域医療対策協議会 4 2 2 35 1 2 3 2 4 2 1 5 6 8 1 ④ ⑤ ⑥ ⑨ ⑩

静　岡 医療対策協議会 6 4 2 17 1 4 3 1 1 1 1 2 2 1 ① ② ③ ④ ⑤ ⑩

愛　知 愛知県医療審議会医療対策部会 5 3 2 13 4 5 2 1 1 ② ③ ⑥ ⑧ ⑩

三　重 医療審議会地域医療対策部会 5 2 3 15 1 3 2 3 1 2 2 1 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑩

滋　賀 滋賀県地域医療対策協議会 2 0 2 24 1 3 3 2 5 2 2 2 2 2 ① ④ ⑤ ⑥ ⑧ ⑨ ⑩

京　都 京都府医療対策協議会 2 2 0 30 2 2 2 2 6 2 6 4 4 ① ③ ④ ⑤ ⑥ ⑨ ⑩

大　阪 大阪府医療対策協議会 5 2 3 12 2 5 3 1 1 ⑩

兵　庫 医療審議会地域医療対策部会 4 1 3 11 3 2 2 3 1 ② ④ ⑥ ⑧ ⑩

奈 良 奈良県地域医療等対策協議会 4 3 1 30 3 3 2 2 4 6 2 1 7 ② ③ ④ ⑤ ⑦ ⑩奈　良 奈良県地域医療等対策協議会 4 3 1 30 3 3 2 2 4 6 2 1 7 ② ③ ④ ⑤ ⑦ ⑩

和歌山 地域保健医療協議会医療対策特別委員会 2 1 1 12 3 1 1 5 1 1 ① ② ④ ⑤ ⑥ ⑨ ⑩

鳥　取 鳥取県地域医療対策協議会 3 1 2 15 1 1 1 1 2 1 1 1 3 1 2 ① ② ④ ⑤ ⑥ ⑧ ⑨ ⑩

島　根 島根県地域医療支援会議 5 2 3 25 2 3 13(15) 0(8) 2 0(2) 2 0(1) 1 1(6) 1 ① ② ⑥ ⑩

岡　山 岡山県医療対策協議会 4 2 2 16 2 2 1 2 1 3 2 1 2 ③ ④ ⑥ ⑨ ⑩

広　島 広島県地域保健対策協議会 2 2 0

山　口 山口県医療対策協議会 4 2 2 20 1 1 5 1 3 1 1 3 1 3 ① ④ ⑦ ⑧

徳　島 徳島県地域医療対策協議会 7 5 2 22 3 6 1 6 3 3 ① ⑥

香　川 香川県医療対策協議会 0 0 0 9 1 1 4 2 1 ① ② ③ ④ ⑤

愛 媛 愛媛県保健医療対策協議会

今後委員を選定し、開催する予定

愛　媛 愛媛県保健医療対策協議会 0 0 0 21 1 1 3 1 1 6 2 4 2

高　知  高知県医療審議会医療従事者確保推進部会 4 1 3 12 1 3 1 1 3 2 1 ④ ⑥ ⑩

福　岡 福岡県医療対策協議会 2 1 1 15 4 1 1 1 5 1 1 1 ②

佐　賀 佐賀県医療審議会地域医療対策部会 3 2 1 14 1 1 1 1 1 1 5 1 2 ⑦ ⑨ ⑩

長　崎 長崎県保健医療対策協議会 2 1 1 19 1 1 2 4 1 1 4 2 1 2 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑨ ⑩

熊　本 熊本県医療対策協議会 3 1 2 23 1 2 5 1 3 2 1 4 2 2 ① ② ③ ④ ⑩

大　分 大分県地域医療対策協議会 3 0 3 22 1 3 6 5 2 1 1 1 1 1 ② ③ ④ ⑤ ⑥

宮　崎 宮崎県地域医療対策協議会 2 1 1 10 3 2 1 2 1 1

鹿児島 地域医療対策協議会 2 2 0 0

今後委員を選定し、開催する予定

沖　縄 沖縄県地域医療対策協議会 2 0 2 17 1 1 1 3 2 4 1 1 2 1 ② ⑥ ⑨ ⑩

計 18 21 16 23 14 22 4 9 15 28

（注１）【次に掲げる者の管理者その他関係者】

①特定機能病院 ②地域医療支援病院 ③公的医療機関 ④臨床研修病院 ⑤診療に関する学識経験者の団体 ⑥大学その他の医療従事者の養成に関係する機関 ⑦

社会医療法人 ⑧独立行政法人国立病院機構 ⑨地域の医療関係団体 ⑩関係市町村 ⑪地域住民を代表する団体 ⑫都道府県 ⑬その他

なお、参画者数の（ ）書きは重複計上の場合の数である。

（注２）取組例 … 各都道府県が行っている様々な取組の中でも、特に医療対策協議会の協議に基づく次のような内容に係る実績（協議予定、協議中及び実施予定を含む）

【凡例】①医師数並びに地域にどれだけの医療に対するニーズの現状分析 ②医療提供体制に支障が生じている医療機関についての対応並びに医療機関の機能分化・重

点化 効率化と連携の推進 ③中 長期的な効率的な医療提供体制のあり方に いて ④地域医療を担う医師の教育体制 ⑤医師の定着に向けた地域の受入体制 ⑥医

今後委員を選定し、開催する予定

（注１）【次に掲げる者の管理者その他関係者】

①特定機能病院 ②地域医療支援病院 ③公的医療機関 ④臨床研修病院 ⑤診療に関する学識経験者の団体 ⑥大学その他の医療従事者の養成に関係する機関 ⑦

社会医療法人 ⑧独立行政法人国立病院機構 ⑨地域の医療関係団体 ⑩関係市町村 ⑪地域住民を代表する団体 ⑫都道府県 ⑬その他

なお、参画者数の（ ）書きは重複計上の場合の数である。

（注２）取組例 … 各都道府県が行っている様々な取組の中でも、特に医療対策協議会の協議に基づく次のような内容に係る実績（協議予定、協議中及び実施予定を含む）

【凡例】①医師数並びに地域にどれだけの医療に対するニーズの現状分析 ②医療提供体制に支障が生じている医療機関についての対応並びに医療機関の機能分化・重

点化・効率化と連携の推進 ③中・長期的な効率的な医療提供体制のあり方について ④地域医療を担う医師の教育体制 ⑤医師の定着に向けた地域の受入体制 ⑥医

師派遣（紹介） ⑦各大学における医師派遣（紹介）窓口の一元化等 ⑧ドクターバンクの創設・拡充 ⑨大学医学部における地域を指定した入学者選抜（地域枠）の導入・拡

充 ⑩卒後一定期間地元勤務を条件とする医学部生等に対する奨学金貸与制度の導入・拡充

※ 地域医療再生計画の協議のみの開催については含めないでください。

今後委員を選定し、開催する予定
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８.医療従事者と患者・家族等の協働に関する取組例 

 

① 県立柏原病院の小児科を守る会（兵庫県）の例  

３つのスローガン

『

http://mamorusyounika.com/
 

 

② 「知ろう！小児医療 守ろう！子ども達」の会（東京都）の例  

『知ろう！小児医療 守ろう！子ども達』の会

目指すこと

『知ろう！小児医療 守ろう！子ども達』の会

• 「全ての親が、子どもの病気に

ついての知識を持ち、納得できる

医療をうけられる社会」

子どもの命を守るために・・・

• 「医師の労働環境の改善」

http://plaza.rakuten.co.jp/iryo000/
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③ NPO 法人ささえあい医療人権センターCOML（大阪府）の例  

 
 

④ 愛知県岡崎市の例 

適正な受診及び利用へ向けての主な協議会事業適正な受診及び利用へ向けての主な協議会事業

○子どもの急病！ガイドブックの発行
休日や夜間など、病院や診療所が休みの時に、急にお子さんの具合が悪くなったら

・ どうすればよいのか

・ 誰に相談したらよいか

・ 今すぐに救急医療機関へ行くべきか

・ 明日まで待つべきか

迷うことはないでしょうか。

このことを解決するひとつの方法として、平成17年3月

に初版を発行し、平成18年3月に改訂版を発行しました。

http://www.city.okazaki.aichi.jp/YAKUSHO/ka3400/ka501.htm
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平成21年12月1日現在

主 た る 事 務 施 設 の 名 称

所 の 所 在 地 業 務 の 区 分

北光記念病院

救急医療

函館渡辺病院

精神科救急医療

北斗病院

救急医療

孝仁会記念病院

救急医療

南部病院

救急医療

中通総合病院

救急医療

横手興生病院

精神科救急医療

福島第一病院

救急医療

一陽会病院

精神科救急医療

菅間記念病院

救急医療

黒須病院

救急医療

沼田脳神経外科循環器科病院

救急医療

東大和病院

救急医療

立川相互病院

救急医療

東名厚木病院

救急医療

三之町病院

救急医療

桑名病院

救急医療

恵寿総合病院

救急医療

相澤病院

救急医療

菅平高原クリニック

へき地医療

城西病院

精神科救急医療

木沢記念病院

救急医療

松波総合病院

救急医療

東栄町国民健康保険東栄病院

へき地医療

一宮西病院

救急医療

八千代病院

救急医療

草津総合病院

救急医療
小児救急医療
災害医療

第二岡本病院

救急医療

堀川病院

救急医療

太秦病院

救急医療

京都府京都市伏見区
京町９丁目５０番地

京都府京都市上京区
堀川通今出川上ル
北舟橋町８６５番地

群 馬 県 社会医療法人　輝城会
群馬県沼田市
栄町８

新 潟 県

社会医療法人　桑名恵風会

東 京 都

北 海 道
北海道帯広市
稲田町基線７番地５

平成21年2月1日

社会医療法人　興生会

社会医療法人　孝仁会

社会医療法人　函館渡辺病院

社会医療法人　博進会

秋 田 県
秋田県横手市
根岸町８番２１号

平成21年3月1日

平成21年4月1日

平成21年4月1日

平成21年4月1日

平成20年10月1日

平成21年4月1日

平成20年12月1日

神奈川県厚木市
船子２３２番地

社会医療法人　厚生会

平成21年4月1日

平成20年11月1日

社会医療法人　城西医療財団

平成20年10月1日

愛知県北設楽郡東栄町
大字三輪字上栗5番地

新潟県三条市本町
五丁目２番３０号

長野県松本市
城西１丁目５番１６号

平成21年11月1日

長野県松本市
本庄２－５－１

岐阜県美濃加茂市
古井町下古井５９０

平成21年11月1日

平成21年4月1日

神 奈 川 県

社会医療法人　博愛会

社会医療法人　明和会

法人名 認定年月日

平成20年7月10日

平成20年11月1日

平成20年12月1日

平成21年4月1日

平成21年1月1日

社会医療法人　北斗

平成21年9月1日

平成21年4月1日

東京都立川市錦町
一丁目16番15号

平成21年4月1日

平成21年7月1日

社会医療法人財団　董仙会

新潟県新潟市東区
河渡甲１４０番地

石 川 県

愛 知 県

岐 阜 県

社会医療法人　岡本病院

社会医療法人　西陣健康会

社会医療法人　和交会

社会医療法人財団　大和会

社会医療法人社団　健生会

社会医療法人財団　慈泉会

社会医療法人財団　せせらぎ会

社会医療法人　嵐陽会

京 都 府

社会医療法人　杏嶺会

社会医療法人財団　新和会

長 野 県

社会医療法人　蘇西厚生会

社会医療法人　誠光会滋 賀 県

１０．社会医療法人の認定状況について

都 道 府 県

青 森 県
青森県三戸郡南部町大字
沖田面字千刈３６番地２

社会医療法人社団　カレスサッポロ
北海道札幌市中央区
北１条東１－２－３

北海道釧路市
愛国１９１番２１２

北海道函館市
湯川町１－３１－１

平成21年3月1日

社会医療法人社団　三思会

福島県福島市北沢又字
成出１６番地の２

秋田県秋田市南通
みその町３番１５号

栃木県さくら市
氏家２６５０番地

栃木県那須塩原市
大黒町２番５号

滋賀県草津市
上笠四丁目７番３号

愛知県一宮市奥町
字下口西89番地1

愛知県安城市
住吉町2丁目2番7号

京都府京都市右京区
太秦帷子ノ辻町
３０番地

岐阜県羽島郡笠松町
田代１８５番地の１

東京都東大和市
南街１－１３－１２

石川県七尾市
富岡町９４番地

平成20年9月1日

平成21年4月1日

平成21年4月1日

平成21年4月1日

社会医療法人　恵生会

栃 木 県

社会医療法人　恵仁会
長野県佐久市
中込三丁目１５番地６

福 島 県

社会医療法人　一陽会
福島県福島市
八島町１５番２７号

平成21年10月1日

社会医療法人  福島厚生会 平成20年11月1日
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主 た る 事 務 施 設 の 名 称

所 の 所 在 地 業 務 の 区 分
法人名 認定年月日都 道 府 県

千船病院

救急医療
小児救急医療

高槻病院

救急医療
小児救急医療
周産期医療

加納総合病院

救急医療

北大阪病院

救急医療

中野こども病院

小児救急医療

府中病院

救急医療

ベルランド病院

救急医療
小児救急医療

佐野記念病院

救急医療

総合病院多根病院

救急医療

馬場記念病院

救急医療

若草第一病院

救急医療

北出病院

救急医療

哲西町診療所

へき地医療

金田病院

救急医療

寺岡記念病院

救急医療

脳神経センター大田記念病院

救急医療

興生総合病院

救急医療

神原病院

救急医療

周南記念病院

救急医療

渡辺病院

精神科救急医療

医療福祉センター倉吉病院

精神科救急医療

六日市病院

救急医療

西川病院

精神科救急医療

安来第一病院

精神科救急医療

総合病院回生病院

災害医療

村上記念病院

救急医療

西条中央病院

小児救急医療

第一病院

救急医療

大阪府

愛 媛 県 社会医療法人　同心会
愛媛県西条市朔日市８０４番
地

平成21年12月1日

愛媛県西条市大町
７３９番地

山口県下松市
生野屋南１－１０－１

平成21年11月1日

社会医療法人　仁厚会

社会医療法人　昌林会

社会医療法人　清和会

平成21年9月1日

平成20年10月1日

平成20年10月1日

平成21年12月1日

平成21年7月27日

大阪府泉佐野市中町
三丁目４番５号

平成21年1月1日

社会医療法人 祥和会
広島県福山市沖野上町
三丁目６番２８号

平成21年4月1日

平成21年3月2日

平成21年3月1日

大阪府和泉市肥子町
一丁目１０番１７号

平成21年7月1日

社会医療法人　栄公会

大阪府大阪市西淀川区
二丁目２番４５号

社会医療法人　愛仁会

広 島 県

社会医療法人社団　陽正会
広島県福山市
新市町大字新市３７番地

大阪府堺市西区浜寺船尾町
東四丁２４４番地

社会医療法人　若弘会
大阪府大阪市浪速区日本橋
四丁目７番１７号

山 口 県 社会医療法人　同仁会

平成21年1月1日

社会医療法人社団　更生会

社会医療法人　協和会

社会医療法人　きっこう会

社会医療法人　緑壮会

社会医療法人　真泉会

社会医療法人　真美会

鳥 取 県

島 根 県

社会医療法人　明和会 医療福祉センター

岡山県新見市
哲西町矢田３６０４

平成21年1月1日
大阪府大阪市北区
天神橋七丁目５番２６号

鳥取県倉吉市
山根４３番地

広島県三原市皆実三丁目
３番２８号

大阪府大阪市旭区
新森四丁目１３番１７号

社会医療法人　石州会

島根県浜田市港町
２９３－２

島根県鹿足郡吉賀町
六日市３６８番地４

社会医療法人財団　大樹会

鳥取県鳥取市
東町３丁目３０７番地

社会医療法人　生長会

社会医療法人　ペガサス

和歌山県御坊市湯川町
財部７２８番地の４

平成21年1月1日

平成21年1月1日

平成20年11月26日

平成20年10月1日

広島県福山市赤坂町大字
赤坂１３１３番地

大阪府大阪市西区境川
一丁目２番３１号

平成21年1月1日

島根県安来市安来町
８９９番地１

平成21年1月1日

平成21年1月1日

平成21年10月1日

平成21年1月1日

社会医療法人　定和会

社会医療法人　黎明会

社会医療法人　里仁会

社会医療法人　哲西会

和 歌 山 県

香 川 県

岡山県真庭市西原６３

岡 山 県

平成21年12月1日

平成20年12月1日

香川県坂出市
室町三丁目５番２８号

愛媛県今治市宮下町
１丁目１番地２１号
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主 た る 事 務 施 設 の 名 称

所 の 所 在 地 業 務 の 区 分
法人名 認定年月日都 道 府 県

福岡記念病院

救急医療

至誠会木村病院

救急医療

聖マリア病院

救急医療
災害医療
小児救急医療
周産期医療

小波瀬病院

救急医療

栄光病院

救急医療

山元記念病院

救急医療

長崎記念病院

救急医療
小児救急医療

天心堂へつぎ病院

救急医療

大分岡病院

救急医療

千代田病院

救急医療

サザン・リージョン病院

救急医療

整形外科米盛病院

救急医療

ウエルフェア九州病院

精神科救急医療

ハートライフ病院

救急医療

中頭病院

救急医療
小児救急医療

浦添総合病院

救急医療

海老名総合病院

救急医療

東埼玉総合病院

救急医療

川崎幸病院

救急医療

狭山病院

救急医療

合 計 73 法人

社会医療法人　謙仁会

社会医療法人　陽明会

社会医療法人社団　至誠会

社会医療法人　大成会

社会医療法人　雪の聖母会

平成20年10月8日

大 分 県

社会医療法人　敬和会
大分県大分市西鶴崎
３丁目７番１１号

平成21年4月1日

宮 崎 県

福 岡 県

佐賀県伊万里市
二里町八谷搦１３番地５

福岡県福岡市博多区
千代２丁目１３番１９号

社会医療法人財団　天心堂

平成21年1月1日

平成21年3月1日

平成21年4月1日

沖縄県中頭郡中城村
字伊集２０８番地

社会医療法人　慈生会

社会医療法人　泉和会

鹿児島県枕崎市
白沢北町１９１番地

宮崎県日向市鶴町
２丁目９番２０号

沖 縄 県

社会医療法人　長崎記念病院

社会医療法人　敬愛会

社会医療法人　栄光会

平成21年11月1日社会医療法人財団　石心会
神奈川県川崎市幸区
都町３９番地１

社会医療法人　緑泉会

社会医療法人　聖医会

平成21年4月1日

平成21年3月1日

平成21年9月1日

鹿児島県鹿児島市
草牟田２丁目２９番５０号

社会医療法人　ｼﾞｬﾊﾟﾝﾒﾃﾞｨｶﾙｱﾗｲｱﾝｽ 平成21年4月1日

社会医療法人 仁愛会
沖縄県浦添市
伊祖４丁目１６番１号

平成21年10月1日

大 臣 所 管

沖縄県沖縄市知花
６丁目２５番５号

社会医療法人　かりゆし会

神奈川県海老名市
河原口１３２０

大分県大分市大字中戸次
字二本木５９５６番地

平成20年11月1日

平成21年1月1日

福岡県久留米市
津福本町４２２番地

福岡県京都郡苅田町大字新
津１５９８番地

平成21年12月1日

福岡県福岡市早良区
西新１丁目１番３５号

鹿 児 島 県

平成21年1月5日

長 崎 県

平成21年4月1日

平成21年4月1日

佐 賀 県

鹿児島県枕崎市
緑町２２０番地

福岡県糟屋郡志免町
別府西３丁目８番１５号

平成21年12月1日

長崎県長崎市深堀町
１丁目１１番５４
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１１．病院機能評価の状況

平成21年11月6日

都道府県名 全病院数 a 申請病院数 b 審査終了数 c 認定数 d 申請率(b/a) 認定率(d/b) 認定率(d/c)

北海道 589 147 144 138 24.96% 93.88% 95.83%
青森県 104 22 21 19 21.15% 86.36% 90.48%
岩手県 96 30 29 28 31.25% 93.33% 96.55%
宮城県 146 34 34 30 23.29% 88.24% 88.24%
秋田県 78 18 17 14 23.08% 77.78% 82.35%
山形県 70 25 24 23 35.71% 92.00% 95.83%
福島県 142 45 45 36 31.69% 80.00% 80.00%
茨城県 191 39 37 34 20.42% 87.18% 91.89%
栃木県 111 30 29 25 27.03% 83.33% 86.21%
群馬県 138 50 49 46 36.23% 92.00% 93.88%
埼玉県 353 114 112 102 32.29% 89.47% 91.07%
千葉県 284 73 67 53 25.70% 72.60% 79.10%
東京都 649 227 223 184 34.98% 81.06% 82.51%

神奈川県 347 117 117 105 33.72% 89.74% 89.74%
新潟県 133 53 52 45 39.85% 84.91% 86.54%
富山県 111 27 26 24 24.32% 88.89% 92.31%
石川県 102 40 40 37 39.22% 92.50% 92.50%
福井県 76 24 24 23 31.58% 95.83% 95.83%
山梨県 60 18 17 16 30.00% 88.89% 94.12%
長野県 134 51 50 49 38.06% 96.08% 98.00%
岐阜県 104 40 38 32 38.46% 80.00% 84.21%
静岡県 185 64 62 58 34.59% 90.63% 93.55%
愛知県 332 115 113 107 34.64% 93.04% 94.69%
三重県 106 40 39 37 37.74% 92.50% 94.87%
滋賀県 60 29 27 25 48.33% 86.21% 92.59%
京都府 175 65 62 58 37.14% 89.23% 93.55%
大阪府 540 185 177 166 34.26% 89.73% 93.79%
兵庫県 351 152 152 128 43.30% 84.21% 84.21%
奈良県 75 24 24 24 32.00% 100.00% 100.00%

和歌山県 92 20 20 18 21.74% 90.00% 90.00%
鳥取県 46 17 17 15 36.96% 88.24% 88.24%
島根県 56 22 22 21 39.29% 95.45% 95.45%
岡山県 176 71 71 66 40.34% 92.96% 92.96%
広島県 254 96 91 85 37.80% 88.54% 93.41%
山口県 148 50 46 40 33.78% 80.00% 86.96%
徳島県 119 41 39 38 34.45% 92.68% 97.44%
香川県 95 31 31 27 32.63% 87.10% 87.10%
愛媛県 144 45 43 41 31.25% 91.11% 95.35%
高知県 138 42 41 38 30.43% 90.48% 92.68%
福岡県 468 182 177 161 38.89% 88.46% 90.96%
佐賀県 110 37 37 32 33.64% 86.49% 86.49%
長崎県 164 48 47 42 29.27% 87.50% 89.36%
熊本県 218 78 78 75 35.78% 96.15% 96.15%
大分県 164 52 49 48 31.71% 92.31% 97.96%
宮崎県 143 38 37 35 26.57% 92.11% 94.59%

鹿児島県 272 95 90 87 34.93% 91.58% 96.67%
沖縄県 94 43 41 35 45.74% 81.40% 85.37%
合　計 8,743 2,906 2,828 2,570 33.24% 88.44% 90.88%

※各都道府県の全病院数は、「医療施設動態調査(平成21年8月末概数）」より

※「認定率(d/b)」は対申請数、「認定率(d/c)」は対審査終了数とした。

※更新申請数は含めていない。

都道府県別病院機能評価認定状況一覧
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１２．アスベスト使用実態調査 平成２１年 ３ 月３０日

厚 生 労 働 省 医 政 局

病院における吹付けアスベスト（石綿）等使用
実態調査に係るフォローアップ調査について

Ⅰ．趣 旨
標記使用実態調査について、平成２０年９月１１日の公表以後の進捗状

況について取りまとめたもの。

Ⅱ．報告の結果
１．調査回答病院数

《９月公表》 ６，３２８病院 → 《今回》 ７，１３５病院

２．調査回答病院数の状況
《 ９月公表 》 《 今 回 》

調査回答病院数 6,328病院（100.0%） 7,135病院（100.0%）

のうち、

① 吹付けアスベスト（石綿）等がある 1,335病院（ 21.1%）1,468病院（20.6%）

場所を有する病院

② ①のうち、除去等の措置済み状態に 660病院（ 10.4%） 735病院（10.3%）

ある場所を有する病院

③ ①のうち、石綿等の粉じんの飛散により、

ばく露のおそれのない場所を有する病院 566病院（ 8.9%） 658病院（ 9.2%）

④ ①のうち、石綿等の粉じんの飛散により、

ばく露のおそれのある場所を有する病院 109病院（ 1.7%） 75病院（ 1.1%)

⑤ ④のうち、日常利用する場所

を有する病院 ３３病院（0.5%） ７病院（0.1%)

うち 措置予定 ２８病院 ７病院

未 定 ５病院 ０病院

⑥ ④のうち、日常利用する場所

以外の場所を有する病院 ７６病院（1.2%） ６８病院（1.0%)

うち 措置予定 ４９病院 ５６病院

未 定 ２７病院 １２病院

３．分析調査中の病院数
《９月公表》 １，０７１病院 → 《今回》 ４１８病院

※ 吹付けアスベスト（石綿）等の粉じんの飛散により、ばく露のおそれのある場所を

有する 病院については、速やかに除去等法令に基づき適切な措置を講じるよう指導す

るとと もに、措置を講じるまでの間は、立入禁止、管理上立入る際には防塵マスクの

着用義 務化等ばく露を回避するための措置の徹底を指導しました。

さらに、分析調査中の病院については、早期に調査が終了するよう引き続き指導し

ています。
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○　20年9月公表

損傷、劣化等によ
る石綿等の粉じん
の飛散により、ばく
露のおそれがない
場所を有する病院

数(③)

損傷、劣化等によ
る石綿等の粉じん
の飛散により、ばく
露のおそれがある
場所を有する病院

数(④)

6,328 4,993 1,335 660 566 109 1,071
(100.0%) (78.9%) (21.1%) (10.4%) (8.9%) (1.7%)

<100.0%> <83.7%> <66.0%> <17.6%> <8.7%> <7.5%> <1.4%> <14.2%>

○　今回（21年3月公表）

損傷、劣化等によ
る石綿等の粉じん
の飛散により、ばく
露のおそれがない
場所を有する病院

数(③)

損傷、劣化等によ
る石綿等の粉じん
の飛散により、ばく
露のおそれがある
場所を有する病院

数(④)

7,135 5,667 1,468 735 658 75 418
(100.0%) (79.4%) (20.6%) (10.3%) (9.2%) (1.1%)

<100.0%> <94.5%> <75.0%> <19.4%> <9.7%> <8.7%> <1.0%> <5.5%>

【注記事項】

※２．

※４．

※５．

※６．

※７．

※８．

※９． ばく露のおそれがある病院として挙げられるものの中には、患者が利用しない場所も含まれている。

※１０． （　　　%）は回答病院数に対する率、〈　  　%〉は調査対象病院数に対する率を計上。

　

左記(①)のうち、措置済状態ではないもの

各都道府県からの報告について集計したもの。

分析調査中
の

病院数

8,754 7,553

吹付けアスベスト
(石綿)等がある場
所を有しない病院

数
回答病院数

吹付けアスベス
ト(石綿)等がある
場所を有する病

院数
(①)

左記(①)のうち、
措置済状態にあ
る場所を有する

病院数
(②)

病　院

④欄には、①に示すもののうち、「措置済状態」ではなく、吹付けアスベスト(石綿)等の損傷、劣化等による粉じんの飛散により、ばく露のお
それがある場所を有する病院数を記入。（立入禁止等のばく露を回避するための措置を実施している場合を含む。）

 

「全病院数」とは、各都道府県が把握している病院並びに国立高度専門医療センター、国立ハンセン病療養所及び国立病院機構の病院の
合計をいい、国立大学法人の病院は含まない数をいう。

「調査対象病院数」とは、各都道府県が把握している、平成８年度以前に竣工（改修工事を含む。）した病院数をいう。

「回答病院数」とは、｢調査対象病院数｣のうち、吹付けアスベスト(石綿)等が使用されている有無について報告のあった病院数をいう。（分析
調査中と回答があったものを除く。）

①欄には、吹付けアスベスト（石綿）等が使用されている場所を有する病院数を記入。

②欄には、①に示すもののうち、｢除去｣、「封じ込め状態」又は「囲い込み状態」等の措置を行った状態（以下「措置済状態」という。）にある
場所を有する病院数を記入。

③欄には、①に示すもののうち、「措置済状態」ではないが、吹付けアスベスト(石綿)等の損傷、劣化等による石綿等の粉じんの飛散によ
り、ばく露のおそれがない場所を有する病院数を記入。

病院における吹付けアスベスト（石綿）等使用実態調査に係るフォローアップ調査

※３．

※１．

 全病院数
調査対象
病院数

 全病院数
調査対象
病院数

病　院
8,754 7,564

分析調査中
の

病院数
回答病院数

吹付けアスベス
ト(石綿)等がある
場所を有する病

院数
(①)

左記(①)のうち、
措置済状態にあ
る場所を有する

病院数
(②)

左記(①)のうち、措置済状態ではないもの

吹付けアスベスト
(石綿)等がある場
所を有しない病院

数

165



病院数 措置予定 未 定 病院数 措置予定 未 定

 北海道 591 501 472 388 84 42 42 0 0 0 0 0 0 0 29

 青森県 100 87 85 56 29 14 15 0 0 0 0 0 0 0 2

 岩手県 94 83 75 63 12 2 10 0 0 0 0 0 0 0 8

 宮城県 140 105 101 72 29 15 12 2 0 0 0 2 2 0 4

 秋田県 76 72 72 48 24 18 2 4 0 0 0 4 3 1 0

 山形県 67 49 43 32 11 5 5 1 0 0 0 1 1 0 6

 福島県 142 133 116 80 36 21 11 4 0 0 0 4 4 0 17

 茨城県 188 164 156 121 35 17 15 3 0 0 0 3 3 0 8

 栃木県 111 95 91 79 12 6 6 0 0 0 0 0 0 0 4

 群馬県 134 113 109 99 10 7 3 0 0 0 0 0 0 0 4

 埼玉県 357 305 293 227 66 41 19 6 1 1 0 5 4 1 12

 千葉県 272 234 219 179 40 17 20 3 0 0 0 3 3 0 15

 東京都 635 487 455 339 116 45 59 12 0 0 0 12 7 5 32

 神奈川県 340 283 258 208 50 22 23 5 1 1 0 4 4 0 25

 新潟県 132 100 93 80 13 6 7 0 0 0 0 0 0 0 7

 富山県 110 82 79 67 12 4 8 0 0 0 0 0 0 0 3

 石川県 98 83 74 46 28 12 15 1 0 0 0 1 1 0 9

 福井県 75 56 53 40 13 4 9 0 0 0 0 0 0 0 3

 山梨県 58 44 41 34 7 3 4 0 0 0 0 0 0 0 3

 長野県 131 115 98 67 31 16 12 3 0 0 0 3 3 0 17

 岐阜県 101 93 89 70 19 11 5 3 0 0 0 3 1 2 4

 静岡県 178 142 136 104 32 21 11 0 0 0 0 0 0 0 6

 愛知県 328 266 252 185 67 33 31 3 1 1 0 2 1 1 14

 三重県 104 91 85 65 20 8 8 4 1 1 0 3 3 0 6

 滋賀県 57 57 56 47 9 3 4 2 0 0 0 2 2 0 1

 京都府 170 148 134 96 38 12 26 0 0 0 0 0 0 0 14

 大阪府 536 484 448 348 100 44 52 4 0 0 0 4 2 2 36

 兵庫県 347 341 316 260 56 20 35 1 0 0 0 1 1 0 25

 奈良県 74 63 59 47 12 5 6 1 0 0 0 1 1 0 4

 和歌山県 90 76 76 64 12 10 2 0 0 0 0 0 0 0 0

 鳥取県 42 29 25 20 5 2 3 0 0 0 0 0 0 0 4

 島根県 55 43 43 37 6 1 3 2 0 0 0 2 2 0 0

 岡山県 173 164 153 120 33 21 9 3 0 0 0 3 3 0 11

 広島県 248 213 200 164 36 14 21 1 0 0 0 1 1 0 13

 山口県 145 132 132 112 20 5 15 0 0 0 0 0 0 0 0

 徳島県 117 100 88 75 13 5 8 0 0 0 0 0 0 0 12

 香川県 92 82 79 70 9 6 3 0 0 0 0 0 0 0 3

 愛媛県 143 137 131 110 21 11 10 0 0 0 0 0 0 0 6

 高知県 138 113 113 100 13 3 10 0 0 0 0 0 0 0 0

 福岡県 462 407 386 327 59 32 27 0 0 0 0 0 0 0 21

 佐賀県 105 82 81 67 14 6 7 1 0 0 0 1 1 0 1

 長崎県 161 161 158 129 29 12 16 1 0 0 0 1 1 0 3

 熊本県 212 192 185 160 25 19 6 0 0 0 0 0 0 0 7

 大分県 160 142 137 114 23 11 12 0 0 0 0 0 0 0 5

 宮崎県 141 113 111 98 13 5 7 1 0 0 0 1 1 0 2

 鹿児島県 269 252 240 222 18 6 12 0 0 0 0 0 0 0 12

 沖縄県 89 73 73 55 18 9 8 1 0 0 0 1 1 0 0

8588 7387 6969 5591 1378 652 654 72 4 4 0 68 56 12 418

8 8 8 6 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13 13 13 10 3 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0

145 145 145 60 85 79 3 3 3 3 0 0 0 0 0

166 166 166 76 90 83 4 3 3 3 0 0 0 0 0

8754 7553 7135 5667 1468 735 658 75 7 7 0 68 56 12 418

小　計

都道府県別

小　計

合　計

国立ハンセン病療養所

独立行政法人国立病院機構

 国立高度専門医療センター

吹付けア
スベスト

（石綿）等
がある場
所を有す
る病院

(①)

左記(①)
のうち、措
置済状態
にある場
所を有す
る病院

(②)

左記(①)のうち、措置済状態ではないもの

損傷、劣化等に
よる石綿等の粉
じんの飛散によ
り、ばく露のお
それがない場

所を有する病院
(③)

損傷、劣化等による石綿等の粉じんの飛散により、ばく露のおそれがある場所
を有する病院(④)

⑤日常利用する場所
 ④

病院数

病院における吹付けアスベスト（石綿）等使用実態調査に係るフォローアップ調査（平成２１年３月公表）
【都道府県別】

調査対象病院
数

⑥その他の場所

分析調査中
の病院数

病院数病院数 病院数

全病院数 回答病院数

吹付けア
スベスト

（石綿）等
がある場
所を有し
ない病院

病院数
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病院数 措置予定 未 定 病院数 措置予定 未 定

厚生労働省 22 22 22 16 6 4 2 0 0 0 0 0 0 0 0

 法務省 6 5 4 2 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1

 宮内庁 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 防衛省 17 16 14 10 4 3 1 0 0 0 0 0 0 0 2

 独立行政法人 194 188 186 92 94 83 8 3 3 3 0 0 0 0 2

 都道府県 267 227 202 150 52 26 23 3 0 0 0 3 2 1 25

 市町村 732 625 568 420 148 83 51 14 2 2 0 12 7 5 57

 日赤 93 84 82 61 21 9 12 0 0 0 0 0 0 0 2

 済生会 79 67 64 57 7 2 3 2 0 0 0 2 1 1 3

 厚生連 118 94 90 54 36 21 12 3 0 0 0 3 3 0 4

 北社協 6 3 3 1 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0

 全社連 48 39 38 28 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 1

 厚生団 6 5 5 3 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 船員保険会 3 2 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

 海員掖済会 6 4 3 1 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1

 国共連 34 30 29 14 15 7 7 1 0 0 0 1 1 0 1

 地共連 10 8 8 5 3 0 2 1 0 0 0 1 1 0 0

 私学事業団 6 4 4 2 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

 健保連 15 13 12 7 5 1 4 0 0 0 0 0 0 0 1

 国保連 4 4 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 公益法人 397 341 313 237 76 43 25 8 0 0 0 8 8 0 28

 医療法人 5725 4930 4693 3897 796 349 416 31 2 2 0 29 25 4 237

 社会福祉法人 195 158 150 116 34 18 15 1 0 0 0 1 1 0 8

 その他の法人 128 106 89 52 37 18 16 3 0 0 0 3 3 0 17

 生協組合 86 68 64 42 22 12 9 1 0 0 0 1 1 0 4

 会社 60 53 51 36 15 6 9 0 0 0 0 0 0 0 2

 個人 496 456 435 359 76 33 39 4 0 0 0 4 3 1 21

8754 7553 7135 5667 1468 735 658 75 7 7 0 68 56 12 418

左記(①)のうち、措置済状態ではないもの左記(①)
のうち、措
置済状態
にある場
所を有す
る病院

(②)

合　計

損傷、劣化等
による石綿等
の粉じんの飛
散により、ばく
露のおそれが
ない場所を有
する病院(③)

損傷、劣化等による石綿等の粉じんの飛散により、ばく露のおそれがある場所
を有する病院(④)

病院数 病院数

吹付けア
スベスト

（石綿）等
がある場
所を有し
ない病院

病院数

分析調査中
の病院数

病院における吹付けアスベスト（石綿）等使用実態調査に係るフォローアップ調査（平成２１年３月公表）
【開設者別】

開設者別 全病院数
調査対象病

院数
回答病院

吹付けア
スベスト

（石綿）等
がある場
所を有す
る病院

(①)

⑤日常利用する場所

病院数
 ④

病院数

⑥その他の場所
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１３．医師臨床研修について

１．研修医マッチングの結果について

医師臨床研修マッチング協議会が実施した平成21年度研修
医マッチングの結果の概要は以下のとおり。

(1) 概要

○マッチングの募集定員 10,500名（前回 11,292名）
○希望順位登録者数 8,200名（前回 8,167名）
○マッチ者数 7,875名（前回 7,858名）
○マッチ率 96.0％（前回 96.2%）

※１ 今回のマッチングは、平成２２年度から臨床研修を開始する研修希望者を対象と

している。

※２ 「マッチ者」とは、今回のマッチングにより研修先の病院が内定した医学生等。

(2) 地域別の状況

○都市部の６都府県（東京都、神奈川県、愛知県、京都府、
大阪府、福岡県）以外のマッチ者の割合は、前回減少した
が再び増加に転じ、52.3％となって制度導入時の水準に戻
った。

※ 19年度マッチング 20年度マッチング 21年度マッチング
52.0% → 51.3％ → 52.3％

臨床研修病院等のマッチング結果（地域別）の推移

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

（H 16 研修） （H 17 研修） （H 18 研修）) （H 19 研修） （H 20 研修） （H 21 研修） （H 22 研修）

６都府県（％） 47.7% 49.4% 48.7% 48.6% 48.0% 48.7% 47.7%

その他（％） 52.3% 50.6% 51.3% 51.4% 52.0% 51.3% 52.3%

全体 7,756 8,000 8,100 8,094 8,030 7,858 7,875

６都府県 3,699 3,949 3,948 3,936 3,852 3,828 3,760

その他 4,057 4,051 4,152 4,158 4,178 4,030 4,115
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※マッチ者数が増加した主な県

19年度マッチング 20年度マッチング 21年度マッチング
山 形 県 63名 → 65名 → 82名（+ 17名）
富 山 県 50名 → 40名 → 61名（+ 21名）
石 川 県 88名 → 74名 → 112名（+ 38名）
福 井 県 59名 → 49名 → 73名（+ 24名）
鹿 児 島 県 74名 → 67名 → 83名（+ 16名）

※６都府県の状況

19年度マッチング 20年度マッチング 21年度マッチング
東 京 都 1,371名 → 1,385名 → 1,351名 (▲ 34名）
神 奈 川 県 598名 → 601名 → 596名（▲ 5名）
愛 知 県 497名 → 510名 → 515名（+ 5名）
京 都 府 288名 → 268名 → 251名（▲ 17名）
大 阪 府 644名 → 604名 → 601名（▲ 3名）
福 岡 県 454名 → 460名 → 446名（▲ 14名）

47.0%

48.0%

49.0%

50.0%

51.0%

52.0%

53.0%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

６都府県(%)

その他(%)
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(3) 大学病院と臨床研修病院別の状況

○大学病院のマッチ者と臨床研修病院のマッチ者の数は、前
年度よりも差が縮まり、ほぼ同数となった。

※ 19年度マッチング 20年度マッチング 21年度マッチング
大 学 病 院 49.1% → 49.1% → 49.7%
臨床研修病院 50.9% → 50.9% → 50.3%

臨床研修病院等のマッチング結果（臨床研修病院・大学病院別）の推移

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

（H 16 研修） （H 17 研修） （H 18 研修）) （H 19 研修） （H 20 研修） （H 21 研修） （H 22 研修）

臨床研修病院（％） 41.2% 47.3% 51.7% 51.2% 50.9% 50.9% 50.3%

大学病院(％） 58.8% 52.7% 48.3% 48.8% 49.1% 49.1% 49.7%

臨床研修病院 3,193 3,784 4,184 4,148 4,087 3,999 3,959

大学病院 4,563 4,216 3,916 3,946 3,943 3,859 3,916

合計 7,756 8,000 8,100 8,094 8,030 7,858 7,875

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

臨床研修病院

大学病院
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都道府県
平成１５年度
採用実績 ①

平成２０年度
マッチ者数②

平成２１年度
マッチ者数③

増減③－② 増減③－①

北 海 道 288 294 276 △ 18 △ 12

青 森 県 56 59 62 3 6

岩 手 県 38 74 74 0 36

宮 城 県 88 122 109 △ 13 21

秋 田 県 61 73 65 △ 8 4

山 形 県 56 65 82 17 26

福 島 県 79 73 72 △ 1 △ 7

茨 城 県 85 111 104 △ 7 19

栃 木 県 119 110 117 7 △ 2

群 馬 県 119 84 77 △ 7 △ 42

埼 玉 県 118 183 183 0 65

千 葉 県 268 276 289 13 21

東 京 都 1,707 1,385 1,351 △ 34 △ 356

神 奈 川 県 404 601 596 △ 5 192

新 潟 県 89 94 92 △ 2 3

富 山 県 59 40 61 21 2

石 川 県 95 74 112 38 17

福 井 県 48 49 73 24 25

山 梨 県 54 48 49 1 △ 5

長 野 県 104 111 125 14 21

岐 阜 県 116 93 102 9 △ 14

静 岡 県 109 161 158 △ 3 49

愛 知 県 436 510 515 5 79

三 重 県 77 90 86 △ 4 9

滋 賀 県 83 79 67 △ 12 △ 16

京 都 府 411 268 251 △ 17 △ 160

大 阪 府 689 604 601 △ 3 △ 88

兵 庫 県 310 305 323 18 13

奈 良 県 101 72 80 8 △ 21

和 歌 山 県 68 75 75 0 7

鳥 取 県 51 29 25 △ 4 △ 26

島 根 県 30 47 31 △ 16 1

岡 山 県 146 155 152 △ 3 6

広 島 県 181 139 151 12 △ 30

山 口 県 93 69 82 13 △ 11

徳 島 県 68 57 55 △ 2 △ 13

香 川 県 50 59 60 1 10

愛 媛 県 65 65 57 △ 8 △ 8

高 知 県 47 40 46 6 △ 1

福 岡 県 546 460 446 △ 14 △ 100

佐 賀 県 58 52 49 △ 3 △ 9

長 崎 県 105 73 85 12 △ 20

熊 本 県 115 107 96 △ 11 △ 19

大 分 県 54 61 62 1 8

宮 崎 県 50 48 38 △ 10 △ 12

鹿 児 島 県 91 67 83 16 △ 8
沖 縄 県 81 147 130 △ 17 49

8,166 7,858 7,875 17 △ 291

２．都道府県別研修医マッチ者数等
（参加病院の所在地による全国分布）　　
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都道府県
平成１５年度
採用実績 ①

平成２０年度
採用実績 ②

増　減
②－①

平成２１年度
採用実績 ③

増　減
③－②

増　減
③－①

北 海 道 288 313 25 290 △ 23 2

青 森 県 56 63 7 62 △ 1 6

岩 手 県 38 66 28 74 8 36

宮 城 県 88 115 27 113 △ 2 25

秋 田 県 61 63 2 75 12 14

山 形 県 56 60 4 62 2 6

福 島 県 79 76 △ 3 70 △ 6 △ 9

茨 城 県 85 119 34 110 △ 9 25

栃 木 県 119 126 7 110 △ 16 △ 9

群 馬 県 119 80 △ 39 82 2 △ 37

埼 玉 県 118 214 96 204 △ 10 86

千 葉 県 268 283 15 270 △ 13 2

東 京 都 1,707 1,338 △ 369 1,358 20 △ 349

神 奈 川 県 404 584 180 586 2 182

新 潟 県 89 70 △ 19 100 30 11

富 山 県 59 54 △ 5 38 △ 16 △ 21

石 川 県 95 86 △ 9 75 △ 11 △ 20

福 井 県 48 49 1 45 △ 4 △ 3

山 梨 県 54 51 △ 3 46 △ 5 △ 8

長 野 県 104 106 2 109 3 5

岐 阜 県 116 95 △ 21 88 △ 7 △ 28

静 岡 県 109 160 51 163 3 54

愛 知 県 436 446 10 493 47 57

三 重 県 77 75 △ 2 83 8 6

滋 賀 県 83 85 2 80 △ 5 △ 3

京 都 府 411 274 △ 137 263 △ 11 △ 148

大 阪 府 689 613 △ 76 578 △ 35 △ 111

兵 庫 県 310 319 9 289 △ 30 △ 21

奈 良 県 101 78 △ 23 70 △ 8 △ 31

和 歌 山 県 68 74 6 72 △ 2 4

鳥 取 県 51 30 △ 21 29 △ 1 △ 22

島 根 県 30 37 7 49 12 19

岡 山 県 146 150 4 153 3 7

広 島 県 181 142 △ 39 141 △ 1 △ 40

山 口 県 93 57 △ 36 62 5 △ 31

徳 島 県 68 49 △ 19 54 5 △ 14

香 川 県 50 64 14 58 △ 6 8

愛 媛 県 65 68 3 62 △ 6 △ 3

高 知 県 47 38 △ 9 35 △ 3 △ 12

福 岡 県 546 434 △ 112 437 3 △ 109

佐 賀 県 58 58 0 47 △ 11 △ 11

長 崎 県 105 68 △ 37 70 2 △ 35

熊 本 県 115 98 △ 17 99 1 △ 16

大 分 県 54 54 0 53 △ 1 △ 1

宮 崎 県 50 45 △ 5 44 △ 1 △ 6

鹿 児 島 県 91 68 △ 23 54 △ 14 △ 37

沖 縄 県 81 140 59 139 △ 1 58

計 8,166 7,735 △ 431 7,644 △ 91 △ 522

※　採用実績は厚生労働省医政局医事課調べ

４．都道府県別研修医在籍状況推移
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５．医師臨床研修費補助金について

必修化された臨床研修において、研修医が適切な指導体制の下で

研修を実施するための経費として、研修病院の開設者に直接補助し
ている。

○ 平成２２年度予算案１６２億円（２１年度１６１億円）

（公・私立の大学病院、臨床研修病院を対象）

○ 内 容

教育指導経費 １６２億円（２１年度１６１億円）

・指導医の確保

・プログラム責任者（副院長クラス）の配置
・研修管理委員会の設置

・研修医物件費

・医師不足地域及び産婦人科・小児科宿日直研修 等

（参考）

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算案

合 計 １８２億円 １７０億円 １６２億円 １６１億円 １６１億円 １６２億円

教育指導経費 １３５億円 １４２億円 １５６億円 １６１億円 １６１億円 １６２億円

導入円滑化特別加算 ４７億円 ２８億円 ６億円 － － －

【補助先】公私立大学附属病院、厚生労働大臣の指定した公私立病院

【補助率】定額
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１４．医療従事者数等

資 格 名 従 事 者 数 １ 学 年 定 員

医 師 ２８６，６９９ ８，４８６

歯 科 医 師 ９９，４２６ ２，６２４

保 健 師 ４８，２４６ １４，６５３

助 産 師 ２７，９２７ ９，１２０

看 護 師 ８８２，８１９ ５６，６０９

准 看 護 師 ４１１，２７２ １２，８５３

歯 科 衛 生 士 ９６，４２２ ８，６２２

歯 科 技 工 士 ３５，３３７ ２，４８３

診 療 放 射 線 技 師 ６５，４７１ ２，３０６

理 学 療 法 士 ６５，６００ １３，１５５

作 業 療 法 士 ４２，３５７ ７，４８０

臨 床 検 査 技 師 １６６，５６４ １，６９４

衛 生 検 査 技 師 １３５，２２３

視 能 訓 練 士 ８，１３８ １，１７３

臨 床 工 学 技 士 ２４，５４８ ２，２９５

義 肢 装 具 士 ３，４３０ ２８３

救 急 救 命 士 ３５，５２４ ２，７５５

言 語 聴 覚 士 １４，３２９ ２，６５６

あん摩マッサージ指圧師 １０１，９１３ ２，８６０

は り 師 ８６，２０８ ７，８６９

き ゅ う 師 ８４，６２９ ７，８６９

柔 道 整 復 師 ４３，９４６ ９，２０５

（注）１．従事者数

（１）医師、歯科医師は平成２０年末の届出数（「医師・歯科医師・薬剤師調

査」）

（２）保健師、助産師、看護師及び准看護師は平成１９年末現在の従事者数

（「医療施設（静態・動態）調査・病院報告」及び「衛生行政業務報告」

による推計）

（３）歯科衛生士、歯科技工士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師

及び柔道整復師は平成２０年末の従事者数（「衛生行政業務報告」）

（４）その他は平成２０年末の免許取得者数である。

２．１学年定員

（１）医師、歯科医師は平成２１年の募集人員である。

（２）保健師、助産師、看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科技工士は平成

２０年の１学年定員である。

（３）その他は平成２１年の１学年定員である。
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医政発第１２２８００１号 

平成１９年１２月２８日 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

厚生労働省医政局長 

 

 

 

医師及び医療関係職と事務職員等との間等での役割分担の推進について 

 

 

 

近年、医師の業務については、病院に勤務する若年・中堅層の医師を中心に極めて厳し

い勤務環境に置かれているが、その要因の一つとして、医師でなくても対応可能な業務ま

でも医師が行っている現状があるとの指摘がなされているところである。また、看護師等

の医療関係職については、その専門性を発揮できていないとの指摘もなされている。 

良質な医療を継続的に提供していくためには、各医療機関に勤務する医師、看護師等の

医療関係職、事務職員等が互いに過重な負担がかからないよう、医師法（昭和２３年法律

第２０１号）等の医療関係法令により各職種に認められている業務範囲の中で、各医療機

関の実情に応じて、関係職種間で適切に役割分担を図り、業務を行っていくことが重要で

ある。 

 このため、今般、医師等でなくても対応可能な業務等について下記のとおり整理したの

で、貴職におかれては、その内容について御了知の上、各医療機関において効率的な業務

運営がなされるよう、貴管内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に周知方願

いたい。 

なお、今後も、各医療機関からの要望や実態を踏まえ、医師、看護師等の医療関係職、

事務職員等の間での役割分担の具体例について、適宜検討を行う予定であることを申し添

える。 

 

記 

 

１．基本的考え方 

各医療機関においては、良質な医療を継続的に提供するという基本的考え方の下、医

師、看護師等の医療関係職の医療の専門職種が専門性を必要とする業務に専念すること

により、効率的な業務運営がなされるよう、適切な人員配置の在り方や、医師、看護師

等の医療関係職、事務職員等の間での適切な役割分担がなされるべきである。 

１５．医師及び医療関係職と事務職員等との間等での 

役割分担の推進について（通知） 
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以下では、関係職種間の役割分担の一例を示しているが、実際に各医療機関において

適切な役割分担の検討を進めるに当たっては、まずは当該医療機関における実情（医師、

看護師等の医療関係職、事務職員等の役割分担の現状や業務量、知識・技能等）を十分

に把握し、各業務における管理者及び担当者間においての責任の所在を明確化した上で、

安全・安心な医療を提供するために必要な医師の事前の指示、直接指示のあり方を含め具

体的な連携・協力方法を決定し、関係職種間での役割分担を進めることにより、良質な

医療の提供はもとより、快適な職場環境の形成や効率的な業務運営の実施に努められた

い。 

 

２．役割分担の具体例 

（１）医師、看護師等の医療関係職と事務職員等との役割分担 

  １） 書類作成等 

    書類作成等に係る事務については、例えば、診断書や診療録のように医師の診察

等を経た上で作成される書類は、基本的に医師が記載することが想定されている。

しかしながら、①から③に示すとおり、一定の条件の下で、医師に代わって事務職

員が記載等を代行することも可能である。 

ただし、医師や看護師等の医療関係職については、法律において、守秘義務が規

定されていることを踏まえ、書類作成における記載等を代行する事務職員について

は、雇用契約において同趣旨の規定を設けるなど個人情報の取り扱いについては十

分留意するとともに、医療の質の低下を招かないためにも、関係する業務について

一定の知識を有した者が行うことが望ましい。 

他方、各医療機関内で行われる各種会議等の用に供するための資料の作成など、

必ずしも医師や看護師等の医療関係職の判断を必要としない書類作成等に係る事務

についても、医師や看護師等の医療関係職が行っていることが医療現場における効

率的な運用を妨げているという指摘がなされている。これらの事務について、事務

職員の積極的な活用を図り、医師や看護師等の医療関係職を本来の業務に集中させ

ることで医師や看護師等の医療関係職の負担の軽減が可能となる。 

 

① 診断書、診療録及び処方せんの作成 

     診断書、診療録及び処方せんは、診察した医師が作成する書類であり、作成責

任は医師が負うこととされているが、医師が最終的に確認し署名することを条件

に、事務職員が医師の補助者として記載を代行することも可能である。また、電

磁的記録により作成する場合は、電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２

年法律第１０２号）第２条第１項に規定する電子署名をもって当該署名に代える

ことができるが、作成者の識別や認証が確実に行えるよう、その運用においては

「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵守されたい。 

 

② 主治医意見書の作成 
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  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第２７条第３項及び第３２条第３項に

基づき、市町村等は要介護認定及び要支援認定の申請があった場合には、申請者

に係る主治の医師に対して主治医意見書の作成を求めることとしている。 

医師が最終的に確認し署名することを条件に、事務職員が医師の補助者として

主治医意見書の記載を代行することも可能である。また、電磁的記録により作成

する場合は、電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２年法律第１０２号）

第２条第１項に規定する電子署名をもって当該署名に代えることができるが、作

成者の識別や認証が確実に行えるよう、その運用においては「医療情報システム

の安全管理に関するガイドライン」を遵守されたい。 

 

③ 診察や検査の予約 

     近年、診察や検査の予約等の管理に、いわゆるオーダリングシステムの導入を

進めている医療機関が多く見られるが、その入力に係る作業は、医師の正確な判

断・指示に基づいているものであれば、医師との協力・連携の下、事務職員が医

師の補助者としてオーダリングシステムへの入力を代行することも可能である。 

 

２） ベッドメイキング 

    保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第５条に規定する療養上の

世話の範疇に属さない退院後の患者の空きのベッド及び離床可能な患者のベッドに

係るベッドメイキングについては、「ベッドメイキングの業務委託について（回答）」

（平成１２年１１月７日付け医政看発第３７号・医政経発第７７号。以下「業務委

託通知」という。）において示しているとおり、看護師及び准看護師（以下「看護職

員」という。）以外が行うことができるものであり、業者等に業務委託することも可

能である。 

    ただし、入院患者の状態は常に変化しているので、業務委託でベッドメイキング

を行う場合は、業務委託通知において示しているとおり、病院の管理体制の中で、

看護師等が関与して委託するベッドの選定を行うなど、病棟管理上遺漏のないよう

十分留意されたい。 

 

３） 院内の物品の運搬･補充、患者の検査室等への移送 

滅菌器材、衛生材料、書類、検体の運搬・補充については、専門性を要する業務

に携わるべき医師や看護師等の医療関係職が調達に動くことは、医療の質や量の低

下を招き、特に夜間については、病棟等の管理が手薄になるため、その運搬・補充

については、看護補助者等の活用や院内の物品運搬のシステムを整備することで、

看護師等の医療関係職の業務負担の軽減に資することが可能となる。その際には、

院内で手順書等を作成し、業務が円滑に行えるよう徹底する等留意が必要である。 

また、患者の検査室等への移送についても同様、医師や看護師等の医療関係職が

行っている場合も指摘されているが、患者の状態を踏まえ総合的に判断した上で事
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務職員や看護補助者を活用することは可能である。 

 

４） その他 

診療報酬請求書の作成、書類や伝票類の整理、医療上の判断が必要でない電話対

応、各種検査の予約等に係る事務や検査結果の伝票、画像診断フィルム等の整理、

検査室等への患者の案内、入院時の案内（オリエンテーション）、入院患者に対する

食事の配膳、受付や診療録の準備等についても、医師や看護師等の医療関係職が行

っている場合があるという指摘がなされている。事務職員や看護補助者の積極的な

活用を図り、専門性の高い業務に医師や看護師等の医療関係職を集中させることが、

医師や看護師等の医療関係職の負担を軽減する観点からも望ましいと考えられる。  

また、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の遵守等、事務

職員の適切な個人情報の取り扱いについて十分留意されたい。 

 

（２）医師と助産師との役割分担 

保健師助産師看護師法において、助産師は助産及びじょく婦及び新生児の保健指

導を担っているものである。医師との緊密な連携・協力関係の下で、正常の経過を

たどる妊婦や母子の健康管理や分娩の管理について助産師を積極的に活用すること

で、産科医療機関における医師の業務負担を軽減させることが可能となる。こうし

た産科医療機関における医師の業務負担の軽減は、医師が医師でなければ対応でき

ない事案により専念できることにより、医師の専門性がより発揮されることを可能

とするとともに、地域のより高次の救急医療を担う医療機関における産科医師の負

担の軽減にも資することとなる。 

特に医療機関においては、安全・安心な分娩の確保と効率的な病院内運用を図る

ため、妊産婦健診や相談及び院内における正常分娩の取扱い等について、病院内で

医師・助産師が連携する仕組みの導入も含め、個々の医療機関の事情に応じ、助産

師がその専門性を発揮しやすい環境を整えることは、こうした業務分担の導入に際

し有効なものである。 

医師と助産師の間で連携する際には、十分な情報の共有と相互理解を構築すると

ともに、業務に際しては母子の安全の確保に細心の注意を払う必要があることは当

然の前提である。 

 

（３）医師と看護師等の医療関係職との役割分担 

医師と看護師等の医療関係職との間の役割分担についても、以下のような役割分

担を進めることで、医師が医師でなければ対応できない業務により集中することが

可能となる。また、医師の事前指示やクリティカルパスの活用は、医師の負担を軽

減することが可能となる。 

その際には、医療安全の確保の観点から、個々の医療機関等毎の状況に応じ、個

別の看護師等の医療関係職の能力を踏まえた適切な業務分担を行うことはもとより、
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適宜医療機関内外での研修等の機会を通じ、看護師等が能力の研鑽に励むことが望

ましい。 

   

１） 薬剤の投与量の調節 

   患者に起こりうる病態の変化に応じた医師の事前の指示に基づき、患者の病態の

変化に応じた適切な看護を行うことが可能な場合がある。例えば、在宅等で看護に

あたる看護職員が行う、処方された薬剤の定期的、常態的な投与及び管理について、

患者の病態を観察した上で、事前の指示に基づきその範囲内で投与量を調整するこ

とは、医師の指示の下で行う看護に含まれるものである。 

 

 ２） 静脈注射 

医師又は歯科医師の指示の下に行う看護職員が行う静脈注射及び、留置針による

ルート確保については、診療の補助の範疇に属するものとして取り扱うことが可能

であることを踏まえ、看護職員の積極的な活用を図り、医師を専門性の高い業務に

集中させ、患者中心の効率的な運用に努められたい。 

なお、薬剤の血管注入による身体への影響は大きいことから、「看護師等による静

脈注射の実施について」（平成１４年９月３０日医政発第 0930002 号）において示し

ているとおり、医師又は歯科医師の指示に基づいて、看護職員が静脈注射を安全に

できるよう、各医療機関においては、看護職員を対象とした研修を実施するととも

に、静脈注射の実施等に関して、施設内基準や看護手順の作成・見直しを行い、ま

た、個々の看護職員の能力を踏まえた適切な業務分担を行うことが重要である。 

 

３） 救急医療等における診療の優先順位の決定 

夜間・休日救急において、医師の過重労働が指摘されている現状を鑑み、より効

率的運用が行われ、患者への迅速な対応を確保するため、休日や夜間に診療を求め

て救急に来院した場合、事前に、院内において具体的な対応方針を整備していれば、

専門的な知識および技術をもつ看護職員が、診療の優先順位の判断を行うことで、

より適切な医療の提供や、医師の負担を軽減した効率的な診療を行うことが可能と

なる。 

 

  ４） 入院中の療養生活に関する対応 

    入院中の患者について、例えば病棟内歩行可能等の活動に関する安静度、食事の

変更、入浴や清拭といった清潔保持方法等の療養生活全般について、現在行われて

いる治療との関係に配慮し、看護職員が医師の治療方針や患者の状態を踏まえて積

極的に対応することで、効率的な病棟運営や患者サービスの質の向上、医師の負担

の軽減に資することが可能となる。 

 

  ５） 患者・家族への説明 
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    医師の治療方針の決定や病状の説明等の前後に、看護師等の医療関係職が、患者

との診察前の事前の面談による情報収集や補足的な説明を行うとともに、患者、家

族等の要望を傾聴し、医師と患者、家族等が十分な意思疎通をとれるよう調整を行

うことで、医師、看護師等の医療関係職と患者、家族等との信頼関係を深めること

が可能となるとともに、医師の負担の軽減が可能となる。 

また、高血圧性疾患、糖尿病、脳血管疾患、うつ病（気分障害）のような慢性疾

患患者においては、看護職員による療養生活の説明が必要な場合が想定される。こ

のような場合に、医師の治療方針に基づき看護職員が療養生活の説明を行うことは

可能であり、これにより医師の負担を軽減し、効率的な外来運営が行えるとともに、

患者のニーズに合わせた療養生活の援助に寄与できるものと考える。 

 

６） 採血、検査についての説明 

採血、検査説明については、保健師助産師看護師法及び臨床検査技師等に関する

法律（昭和３３年法律第７６号）に基づき、医師等の指示の下に看護職員及び臨床

検査技師が行うことができることとされているが、医師や看護職員のみで行ってい

る実態があると指摘されている。 

医師と看護職員及び臨床検査技師との適切な業務分担を導入することで、医師等

の負担を軽減することが可能となる。 

 

７） 薬剤の管理 

病棟等における薬剤の在庫管理、ミキシングあるいは与薬等の準備を含む薬剤管

理について、医師や看護職員が行っている場合もあると指摘されているが、ミキシ

ングを行った点滴薬剤等のセッティング等を含め、薬剤師の積極的な活用を図り、

医師や看護職員の業務を見直すことで、医療安全の確保及び医師等の負担の軽減が

可能となる。 

   

 ８） 医療機器の管理 

生命に影響を与える機器や精密で複雑な操作を伴う機器のメンテナンスを含む

医療機器の管理については、臨床工学技士法（昭和６２年法律第６０号）に基づき、

医師の指示の下、臨床工学技士が行うことができるとされているところであるが、

医師や看護職員のみで行っている実態も指摘されている。臨床工学技士の積極的な

活用を図り、医師や看護職員の業務を見直すことで、医療安全の確保及び医師等の

負担の軽減が可能となる。 
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１７．医師等の資格確認について（関係通知等）

１．無資格者による医業及び歯科医業の防止について
（昭和47年1月19日付医発第76号

各都道府県知事あて厚生省医務局長通達）
最近、無資格者が医業又は歯科医業を行なつていたために摘発され

る事例が発生しているが、無資格者による医業又は歯科医業は、国民
の生命、身体に対する脅威となることはもとより、国民の医療に対す
る信頼を失墜させる原因ともなるものである。

無資格者が医業又は歯科医業を行なうことが医師法第一七条又は歯
科医師法第一七条に違反することとなるのはもとより、無資格者に医
業若しくは歯科医業を行なわせた病院若しくは診療所の開設者若しく
は管理者についても、その態様によつては、刑事責任を問われ、さら
に免許の取消等の行政処分の対象となることとなる。

貴職におかれては、都道府県医師会、都道府県歯科医師会その他関
係方面の協力を得て、左記の事項を徹底することにより無資格者によ
る医業又は歯科医業の一掃を期されたい。

記
第１ 免許資格の調査

１ 管下の病院又は診療所を対象とし、診療に従事する医師又は歯
科医師の免許資格に関する調査をすみやかに実施すること。実施
に際しては、医師又は歯科医師の免許証等有資格者であることが
確認できる書類の呈示を求める等の方法により正確な事実把握に
努めること。

２ 調査の結果、無資格者による医業又は歯科医業が行なわれてい
ることが明らかになつた事例については、刑事訴訟法第二三九条
の規定により告発すること。

第２ 病院又は診療所の開設時等における免許資格の確認
１ 医師又は歯科医師が病院又は診療所を開設する場合には、医療

法第七条の規定による病院の開設許可申請書又は同法第八条の規
定による診療所の開設届の受理に際して、有資格者であることの
確認を徹底すること。

２ 病院又は診療所の開設者又は管理者が、医師又は歯科医師を雇
用する際に免許資格を確認するよう十分の指導をすること。

第３ 医師届及び歯科医師届の励行
医師法第六条又は歯科医師法第六条の規定に基づく医師、歯科医

師の届出を未だ行なつていない者に対しては、届出を励行するよう
督促すること。

なお、これらの届出と医籍・歯科医籍との照合を行なうこととす
る予定である。

２．免許証の不正使用防止について
（昭和53年3月20日付医発第289号

各都道府県知事あて厚生省医務局長依頼）
今般、医師免許証が医師でない第三者により不正に使用されるとい

う事件が報道されたが、かかる事件等を防止する観点から貴職におか
れても、左記の事項に留意し、関係団体等と連絡を密にして、その周
知徹底を図られたい。

なお、保健所等関係機関は、亡失に伴う免許証の再交付申請があっ
た場合には、亡失事実の確認、申請者が同一人である旨の確認及び免
許資格の確認を関係書類の提示を求めて行われたい。

記
１ 免許を取得した者及びその家族は、亡失事故を起さないよう免許
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証の保留には十分な注意を払うこと。
また、盗難等により免許証が第三者に渡る可能性がある場合は、

すみやかに保健所等関係機関に通報すること。この場合貴職におい
ては、関係機関にされた通報を至急当職あて連絡されたい。

２ 各医療施設等は、免許取得者を採用するにあたっては、戸籍謄
(抄)本等の提示、履歴書の確認等の方法により採用希望者が免許取
得者であることを、十分に確認すること。

３．医師等の資格確認について
（昭和60年10月9日付健政発第676号

各都道府県知事あて厚生省健康政策局長通知）
最近、外国人医師を採用した某地において、その際の免許資格に関

する調査が十分に行われなかつたため、左記の無効医師免許証所持者
による無資格医業が行われ、保険請求まで行われていた事例が判明し
たので、今後かかる事例が再発することのないよう左記事項に十分御
留意のうえ、貴職におかれても、関係部局、貴管下保健所、病院、診
療所等関係機関に対し、周知徹底願いたい。

記
１ 無効医師免許について
(１) 元興亜医学館及び東洋医学院を卒業した別添無効医師免許証名

簿の者に医師免許証が交付されているが、これについては、既に
昭和30年8月25日発医第80号医務局長通知及び昭和51年1月23日医
事第6号医務局医事課長通知をもつて通知してあるとおり、終戦直
後の特殊な社会情勢下においてやむを得ず、法定の資格を有しな
い者であるにもかかわらず、当時の台湾(中華民国)又は朝鮮にお
いて資格取得のために使用する目的をもつて、日本国において医
業を行うことはできないという条件の下に(但し、その旨は免許証
には記されていない)、医籍に登録せずして交付されたものであ
る。

従つて、これらの者は我が国においては医師免許を有してはい
ないこと。

なお、本件免許証は昭和35年11月1日の最高裁判決により無効で
あることの判断が既に示されている。

(２) 貴管内において、上記(１)に該当する者で医業に従事している
者があるときは、当該者に対し免許証の呈示を求め、その免許が
無効であることを告知する等適宜の措置をとり、その旨当職あて
報告されたいこと。

２ 医師等免許資格の確認について
無資格医業等の防止については、昭和47年1月19日医発第76号医務

局長通知をもつて通知しているところであるが、今後とも次により
徹底の上、その一掃を図られたい。

(１) 医師及び歯科医師として、就業する目的で採用する場合には、
事前に免許証及び卒業証書の原本の提出を必ず求め、資格を有し
ていることの確認を十分行うよう指導されたいこと。

(２) 免許証を亡失している場合には、速やかに免許証の再交付申請
を行わせるよう指導されたいこと。

(３) 免許証を保持していない採用者等については、免許証の交付(国
家試験合格等による免許申請後、まだ免許証が交付されていない
者については、登録済証明書の交付)を確認した後に医業に従事す
るよう指導されたいこと。

(４) 免許資格等に疑義のある場合には、当局医事課と十分な連絡を
とること。

３ その他(略)

184



歯
科

医
師

臨
床

研
修

に
関

す
る

省
令

等
の

見
直

し
に

つ
い

て

１
基

本
認

識

１
８
．
歯

科
医

師
臨

床
研

修
に
つ
い
て

１
．

基
本

認
識

○
平

成
１
８
年

か
ら
必

修
化

さ
れ

た
歯

科
医

師
臨

床
研

修
に
お
い
て
、
研

修
歯

科
医

も
し
く
は

臨
床

研
修

施
設

に
関

す
る
問

題
が

散
見

さ
れ

て
い
る
。
制

度
の

運
用

上
、
ま
た
、
歯

科
医

師
の

資
質

向
上

の
観

点
か

ら
も
、
こ
れ

ら
の

問
題

を
把

握
し
、
改

善
策

を
講

じ
て
い
く
こ
と
が

必
要

で
あ
る
。

○
平

成
１
９
年

１
月

に
「
歯

科
医

師
臨

床
研

修
推

進
検

討
会

」
を
設

置
し
、
歯

科
医

師
臨

床
研

修
制

度
に
係

る
諸

課
題

に
つ
い
て
検

討
を
重

ね
（
平

成
１
９
年

１
月

～
平

成
２
０
年

１
２
月

）
平

成
２
０
年

１
２
月

に
第

１
次

の
報

告
書

が
取

り
ま
と
め
ら
れ

た
平

成
２
０
年

１
２
月

）
、
平

成
２
０
年

１
２
月

に
第

１
次

の
報

告
書

が
取

り
ま
と
め
ら
れ

た
。

○
上

記
報

告
書

に
基

づ
き
、
平

成
２
１
年

２
月

に
医

道
審

議
会

歯
科

医
師

分
科

会
歯

科
医

師
臨

床
研

修
部

会
に
お
い
て
意

見
書

が
ま
と
め
ら
れ

、
制

度
改

善
の

方
向
性
が
示
さ
れ
た
。

○
平

成
２
２
年

１
２
月

に
「
歯

科
医

師
臨

床
研

修
推

進
検

討
会

第
２
次

報
告

」
が

取
り
ま
と
め
ら
れ

た
。

１
．
臨

床
研

修
施

設
群

方
式

の
推

進
･･
･新

た
な
臨

床
研

修
施

設
の

活
用

、
臨

床
研

修
施

設
間

の
連

携
の

強
化

、
指

定
要

件
の

変
更

、
申

請
様

式
の

簡
素

化
・
豊
富
な
臨
床
経
験
が
あ
る
指
導
歯
科
医

が
在
籍
す
る
歯
科
診
療
所
等

在
宅
・
へ

き
地

歯
科

医
療

を
実

施
す
る
歯

科
診

療
所

等
を

１
．
臨

床
研

修
施

設
群

方
式

の
推

進
･･
･新

た
な
臨

床
研

修
施

設
の

活
用

、
臨

床
研

修
施

設
間

の
連

携
の

強
化

、
指

定
要

件
の

変
更

、
申

請
様

式
の

簡
素

化
・
豊
富
な
臨
床
経
験
が
あ
る
指
導
歯
科
医

が
在
籍
す
る
歯
科
診
療
所
等

在
宅
・
へ

き
地

歯
科

医
療

を
実

施
す
る
歯

科
診

療
所

等
を

２
．

概
要

豊
富
な
臨
床
経
験
が
あ
る
指
導
歯
科
医

が
在
籍
す
る
歯
科
診
療
所
等
、
在

宅
へ

き
地

歯
科

医
療

を
実

施
す
る
歯

科
診

療
所

等
を

「
連
携
型
臨
床
研
修
施
設
（
仮
称
）
」
と
し
て
積
極
的
に
活
用

・
プ
ロ
グ
ラ
ム
責

任
者

及
び
研

修
実

施
責

任
者

が
協

議
し
て
策

定
し
た
計

画
に
従

っ
て
、
施

設
間

連
携

、
情

報
共

有
の

研
修

プ
ロ
グ
ラ
ム

の
目
的
に
あ
っ
た
研
修
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
設
定
す
る
こ
と
が
可
能
（
グ
ル
ー
プ
化
）
等

豊
富
な
臨
床
経
験
が
あ
る
指
導
歯
科
医

が
在
籍
す
る
歯
科
診
療
所
等
、
在

宅
へ

き
地

歯
科

医
療

を
実

施
す
る
歯

科
診

療
所

等
を

「
連
携
型
臨
床
研
修
施
設
（
仮
称
）
」
と
し
て
積
極
的
に
活
用

・
プ
ロ
グ
ラ
ム
責

任
者

及
び
研

修
実

施
責

任
者

が
協

議
し
て
策

定
し
た
計

画
に
従

っ
て
、
施

設
間

連
携

、
情

報
共

有
の

研
修

プ
ロ
グ
ラ
ム

の
目
的
に
あ
っ
た
研
修
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
設
定
す
る
こ
と
が
可
能
（
グ
ル
ー
プ
化
）
等

研
修

管
理

委
員

会
機

能
強

化
運

営
指

針
策

定
施

設
間

情
報

共
有

充
実

指
導

を
行

う
歯

科
医

師
等

資
質

向
上

策
研

修
管

理
委

員
会

機
能

強
化

運
営

指
針

策
定

施
設

間
情

報
共

有
充

実
指

導
を
行

う
歯

科
医

師
等

資
質

向
上

策
２
．
研

修
管

理
委

員
会
の
機

能
強

化
･･
･運

営
指

針
の

策
定

、
施

設
間

の
情

報
共

有
の

充
実

、
指

導
を
行

う
歯

科
医

師
等

へ
の

資
質

向
上

策
・
研
修
の
進
捗
状
況
の
把
握
及
び
研
修
期
間
中
の
問
題
に
迅
速
に
対
応
す
る
た
め
、
研
修
管
理
委
員
会
は
運
用
指
針
を
策
定

・
協
力
型
臨
床
研
修
施
設
の
並
行
申
請
状
況
の
把
握
の
た
め
、
施
設
間
の
情
報
共
有
を
充
実
、
指
導
を
行
う
歯
科
医
師
等
へ
の
研
修
会
開
催

２
．
研

修
管

理
委

員
会
の
機

能
強

化
･･
･運

営
指

針
の

策
定

、
施

設
間

の
情

報
共

有
の

充
実

、
指

導
を
行

う
歯

科
医

師
等

へ
の

資
質

向
上

策
・
研
修
の
進
捗
状
況
の
把
握
及
び
研
修
期
間
中
の
問
題
に
迅
速
に
対
応
す
る
た
め
、
研
修
管
理
委
員
会
は
運
用
指
針
を
策
定

・
協
力
型
臨
床
研
修
施
設
の
並
行
申
請
状
況
の
把
握
の
た
め
、
施
設
間
の
情
報
共
有
を
充
実
、
指
導
を
行
う
歯
科
医
師
等
へ
の
研
修
会
開
催

歯
師

臨
床

修
制

度
す

解
推

進
療

者
す

歯
師

会
学

会
知

歯
師

臨
床

修
制

度
す

解
推

進
療

者
す

歯
師

会
学

会
知

３
．
歯

科
医

師
臨

床
研

修
制

度
に
対

す
る
理

解
の
推

進
･･
･国

民
、
医

療
関

係
者
に
対

す
る
国

･歯
科
医

師
会

･学
会
か

ら
の

周
知

３
．
歯

科
医

師
臨

床
研

修
制

度
に
対

す
る
理

解
の
推

進
･･
･国

民
、
医

療
関

係
者
に
対

す
る
国

･歯
科
医

師
会

･学
会
か

ら
の

周
知

４
．
そ
の

他
･･
･生

涯
研

修
の

充
実

、
研

修
歯

科
医

採
用

の
あ
り
方

、
D
-
R
E
IS
の

充
実

４
．
そ
の

他
･･
･生

涯
研

修
の

充
実

、
研

修
歯

科
医

採
用

の
あ
り
方

、
D
-
R
E
IS
の

充
実

３
．

今
後

の
予

定

○
歯

科
医

師
臨

床
研

修
の

見
直

し
省

令
に
関

す
る
ﾊ
ﾟﾌ
ﾞﾘ
ｯ
ｸ
ｺ
ﾒ
ﾝ
ﾄ募

集
（
H
2
2
.1
以

降
予

定
）
、
新

た
な
制

度
に
基

づ
く
研

修
プ
ロ
グ
ラ
ム
運

用
開

始
（
H
2
3
.4
）
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歯
科
医
師
需
給
問
題
に
つ
い
て

＜
経

緯
＞

①
昭

和
61

年
：
「
歯

科
医

師
の

需
給

に
関

す
る
検

討
会

」
意

見
を
受

け
、
入

学
定

員
は

概
ね

20
％
削
減
。

②
平
成

10
年
度

同
検
討
会
に
お
い
て

さ
ら
に

10
％

程
度

の
新

規
参

入
歯

科
医

師
数

の
削

減
を
提

言
す
る
も

1
7%

の
削

減
に
留

ま
る

②
平
成

10
年
度

：
同
検
討
会
に
お
い
て
、
さ
ら
に

10
％

程
度

の
新

規
参

入
歯

科
医

師
数

の
削

減
を
提

言
す
る
も

1.
7%

の
削

減
に
留

ま
る
。

③
平

成
18

年
8月

：
文

部
科

学
・
厚

生
労

働
両

大
臣

が
確

認
書

を
か

わ
し
、
今

後
の

方
向

性
が

示
さ
れ

た
と
こ
ろ
。

歯
科
医
師
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
、
養
成
数
の
削
減
等
に
一
層
取
り
組
む
。

（
１
）
歯

学
部

定
員

に
つ
い
て
は
、
各
大
学
に
対
し
て
更
に
一
層
の
定
員
減
を
要
請
す
る
。

（
）
歯
学
部
定
員
に

て
は
、
各
大
学
に
対
し
て
更
に

層
の
定
員
減
を
要
請
す
る
。

（
２
）
歯
科
医
師
国
家
試
験
の
合
格
基
準
を
引
き
上
げ
る
。

平
成

18
年

8月
31

日
文

部
科

学
大

臣
厚

生
労

働
大

臣

（
１
）
の

歯
学

部
定

員
に
つ
い
て
は

、
文

部
科

学
省

が
再

三
に
わ

た
り
、
定

員
削

減
を
要

請

・
平
成

21
年

1月
末
：
「
歯
学
教
育
の
改

善
・
充

実
に
関

す
る
調

査
研

究
協

力
者

会
議

」
が

入
学

定
員

の
問

題
等

に
関

す
る
第

１
次

報
告

が
と
り
ま

平
成

年
月

末
歯

学
教

育
の

改
善

充
実

に
関

す
る
調

査
研

究
協

力
者

会
議

」
が

入
学

定
員

の
問

題
等

に
関

す
る
第

次
報

告
が

と
り
ま

と
め
ら
れ
た
と
こ
ろ
。

（
報

告
書

抜
粋

）
歯

科
医

師
と
し
て
活

躍
し
得

る
な
ど
の

将
来

性
を
考

え
、
以

下
の

大
学

に
つ
い
て
は

入
学

定
員

の
見

直
し
を
検

討

①
入

学
の

選
抜

機
能

が
低

下
し
優

れ
た
入

学
者

の
確

保
が

困
難

な
大

学

②
歯

科
医

師
国

家
試

験
合

格
率

の
低

迷
す
る
大

学

③
学

生
に
対

す
る
臨

床
実

習
に
必

要
な
患

者
数

の
確

保
が

困
難

な
大

学

④
留

年
（
修

業
年

限
超

過
）
の

学
生

の
多

い
大

学

・
平

成
21

年
度
の
歯

学
部

入
学

定
員

は
、

2,
62

4人
と
前
年
度
か
ら

33
人

減
（
私

立
大

学
1校

が
削

減
）
、
た
だ
し
、
入

学
者

数
は

、
2,

48
4人

。

※
定
員
割
れ
が
も
っ
と
も
顕
著
な
大
学

で
は

、
入

学
定

員
96

人
に
対

し
て
入

学
者

数
53

人
（
45

％
の
欠
員
）

（
２
）
の

歯
科

医
師

国
家

試
験

に
つ
い
て
は

、
厚

生
労

働
省

が
、

・
平

成
19

年
12

月
：
歯

科
医

師
国

家
試

験
改

善
検

討
部

会
報

告
書

を
ま
と
め
、
平

成
20

年
度

に
歯

科
医

師
国

家
試

験
出

題
基

準
を
改

定
。

平
成

22
年

実
施

の
試

験
よ
り
新

し
い
合

格
基

準
が

運
用

さ
れ

る
見

込
み

。

※
直

近
（
平

成
21

年
2月

）
の
歯

科
医

師
国

家
試

験
合

格
率

は
、

67
.5
%
（
受
験
者
数
：
3,

53
1人

、
合

格
者

数
2,

38
1人

）

・
平

成
21

年
度

：
公

私
立

歯
科

大
学

に
お
い
て
、
歯

学
部

生
お
よ
び
卒

業
生

に
対

し
て
進

路
相

談
等

に
関

す
る
事

業
を
実

施
。
（
歯

科
医

師
臨

床
研
修
支
援
事
業

）
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新
人

看
護

職
員

研
修

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

１
９
．
新

人
看

護
職

員
研

修
に
つ
い
て

新
人

看
護

職
員

研
修

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

新
人
看
護
職
員
が
基
本
的
な
臨
床
実
践
能
力
を
獲
得
す
る
た
め
の
研
修
と
し
て
、
医
療

機
関
の
機
能
や
規
模
に
関
わ
ら
ず
新
人
看
護
職
員
を
雇
用
す
る
す
べ
て
の
医
療
機
関

目
的

ガ
イ
ド

イ
概

要

機
関
の
機
能
や
規
模
に
関
わ
ら
ず
新
人
看
護
職
員
を
雇
用
す
る
す
べ
て
の
医
療
機
関

で
実

施
す
る
こ
と
が

で
き
る
体

制
の

整
備

を
目

指
し
て
作

成
さ
れ

た
。

＜
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

概
要

＞

Ⅰ
. 新

人
看

護
職

員
研

修
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
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新人看護職員研修に関する検討会 

 中間まとめ 

 

１． はじめに 

○医療の高度化や在院日数の短縮化、医療安全に対する意識の高まりなど国民のニ

ーズの変化を背景に、臨床現場で必要とされる臨床実践能力と看護基礎教育で習

得する看護実践能力との間には乖離が生じ、その乖離が新人看護職員の離職の一

因であるとの指摘がある。 

○厚生労働省では、新人看護職員の臨床実践能力の効果的かつ効率的な向上を図る

ため、平成１６年３月に「新人看護職員の臨床実践能力の向上に関する検討会報

告書」をまとめ、新人看護職員の到達目標と研修指針を示した。また、新人看護

職員研修指針等を普及するため、研修責任者を対象とした研修を平成１６年度か

ら平成１９年度まで実施した。 

○平成２１年３月「看護の質の向上と確保に関する検討会」中間とりまとめにおい

て、看護基礎教育と臨床現場との乖離を埋めるためには、看護基礎教育の充実を

図るとともに、新人看護職員研修の制度化・義務化を視野に入れ、離職防止の観

点からも、新人看護職員研修の実施内容や方法、普及方策について早急に検討し、

実施に移すべきであるとされた。 

○これを受けて、新人看護職員研修ガイドライン（以下、「ガイドライン」とする）

の策定及び普及のための具体的方策について検討するため本検討会を設置し、７

回にわたって議論を重ねてきた。また、具体的指導案の作成に関しては、ワーキ

ンググループで検討を行い、ガイドラインに盛り込んだ。 

○一方、第１７１回国会において、保健師助産師看護師法及び看護師等の人材確保

の促進に関する法律の一部を改正する法律が成立し、新たに業務に従事する看護

職員の臨床研修等が努力義務として規定され、平成２２年４月１日より施行され

ることとなった。 

○これを踏まえて、ガイドラインは、新人看護職員が基本的な実践能力を獲得する

ための研修として、医療機関の機能や規模にかかわらず研修を実施することがで

きる体制の整備を目指して作成された。 

○新人看護職員研修をすでに実施している医療機関だけでなく、新人看護職員を迎

えるすべての医療機関において、研修の企画・立案にガイドラインが活用され、

新人看護職員研修が実施されることが期待される。 

○ここに中間まとめとして、これまでの検討の成果であるガイドラインを提示する

とともに、今後の課題をまとめた。 
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２． 今後の課題 

（１）新人看護職員研修の普及について 

○これまで新人看護職員研修を実施していなかった医療機関に対して、都道府県

等が看護管理者等をアドバイザーとして派遣し、研修実施体制の整備や研修の

企画・運営等に関して相談・指導を行うことは一部の県で実施されており、新

人看護職員研修の普及・推進に効果的である。 

○また、新人看護職員研修を既に実施している施設に研修責任者等が出向いて、

研修実施体制や研修の企画・運営等について学ぶことも効果的と考えられる。 

○総合的な研修を実施している施設が院内研修を公開することや、都道府県が協

議会等を設置し調整を行うことで、地域の医療機関同士が新人看護職員研修に

関する情報を共有し、連携することができる。 

○さらに、都道府県や関係団体等が実施する研修を活用することも有効である。 

○新人看護職員研修を実施する医療機関に対する財政支援も普及・推進において

重要である。 

○新人看護職員研修の実施状況を外部評価団体等の基準の一つに盛り込むこと

も普及する上で効果的と考えられる。 

 

（２）本検討会において継続して議論する課題 

○今回示したガイドラインは、新人保健師及び新人助産師に対する研修について

も、看護師としての基本的な実践能力を獲得することを目的とした研修に関し

ては適用することができる。 

○一方、保健師または助産師としての基本的な実践能力の獲得を目的とした研修

については、別途ガイドラインを策定することが必要である。新人助産師研修

については、本検討会にワーキンググループを設置して検討し、到達目標等を

作成することとする。新人保健師ガイドラインは、本検討会とは別に検討の場

を設けることとする。 

 

（３）中長期的展望に立った課題 

 ○ガイドラインは、新人看護職員を受け入れる医療現場の状況や看護基礎教育の

教育内容の見直し等の諸事情を勘案して、適宜見直すことが必要である。 

 ○新人看護職員研修の目的の一つは看護の質保証であり、これを明確にするため、

ガイドラインに基づいた新人看護職員研修を修了した者に対して修了証を交

付することが一つの方法として考えられる。修了証を交付する場合には、交付

基準をどのように設定するのか、到達目標の達成状況を勘案するかどうかとい

った点を検討することが必要である。 

○また、新人看護職員研修実施医療機関の認証についても検討すべき課題である。 

○新人看護職員研修は、新人看護職員の実践能力向上を図るものであり、看護の

質の保証に資するものであることから、今後更なる財政支援や診療報酬上の取

り扱いについて議論が求められる。 
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今後の看護教員のあり方に関する検討会報告書（案） 

 

はじめに 

平成２０年７月にまとめられた「看護基礎教育のあり方に関する懇談会論点

整理」において、看護基礎教育の充実に向けたどのような方策を進める上でも

共通する課題のひとつとして、看護教員の質・量の確保が指摘された。これを

受けて、平成２１年３月の「看護の質の向上と確保に関する検討会」中間とり

まとめでは、看護教員の専門性を高めるための看護教員の継続教育や、看護教

員が臨床現場で実践能力を保持・向上するための機会の確保、高度実践能力を

持つ看護職員の活用など、教育機関の創意工夫が必要であることが示されたと

ころである。 

これを踏まえて、本検討会は、看護教員の資質の維持・向上に向けた現状と

課題を把握し、看護教員の養成と継続教育の推進、看護実践能力の保持・向上

に関する方策について検討し、これまで７回にわたって議論を重ね、今般、そ

の結果を報告書としてとりまとめた。 

 

 

Ⅰ．看護教員の資質・能力に関して 

○看護基礎教育を充実させるためには、看護教員の質の向上が不可欠であり、質

の高い教育を実施することができる看護教員にはどのような資質・能力が求め

られるのかを整理し、目標を示すことが必要である。 

１．看護教員の資質・能力に関する課題 

○看護教員には看護実践能力と教育実践能力のどちらも必要であり、そのバラン

スが重要であり、その両方を補い合うシステムを作ることが重要という意見が

あった。 

○その一方で、看護教員が看護実践能力を維持することは困難であり、臨床現場

を離れている看護教員に一律に看護実践能力を求めるのは無理がある。看護教

員は、自らの看護実践能力を維持することが優先されるのではなく、臨床現場

で誰に学生等を委ねたら優れた指導をしてもらえるかを見極め、臨床実践の状

況を教材として学生等に説明できる能力が求められるという意見もあった。 

 

○看護教員に求められる能力と向上すべき資質として重要なものを本検討会の

議論から抽出した。 

２．看護教員に求められる能力と向上すべき資質 

１）求められる能力 

①看護実践能力 
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・最新の医療に関する技術や知識などを有し、看護を実践できる能力 

②教育実践能力 

【教育課程】  

・時代の要請に合ったカリキュラムを作成する能力 

【授業設計・実施】 

・自らの専門領域の教育のみでなく、全ての領域とのかかわりを意識して

教育を展開する能力 

・学生等が、リアリティーを感じながら自分の問題として学ぶことができ

る学習環境を設定する能力 

・学生等の体験や臨床実践の状況を教材化して学生等に説明できる能力 

 教材化のためには、さらに学生等及び患者理解の能力、言語化能

力、状況把握能力などが必要である 

【学生等指導・評価】 

・多様な学生等に対応できる指導力 

・臨地実習の中で学習を積み重ねていく学生等を定性的に評価できる能力 

・学生等が自らの能力開発に将来活かすことができるような客観的な評価

を行える能力 

③コミュニケーション能力 

・学生等が抱えている精神的、身体的な課題に対応できるカウンセリング

能力 

・教育的視点や有する知識を正確に伝える能力 

・教員と実習先の看護職員間の調整能力 

④マネジメント能力 

・運営に主体的に参画でき組織目標の達成に向け、リーダーシップが発揮

できる能力 

⑤研究能力 

・専門分野の研究に関する最新情報を収集し、教育に活用できる能力 

・日々の教育活動の中に課題を見出し、研究に取り組める能力 

 

２）向上すべき資質 

・対人関係における自己の表現力や相手に対する理解 

・多様な個性を尊重する人権意識や倫理観 

・人間として、看護職として、教員としての魅力 

 

Ⅱ．看護師等養成所※における看護教員養成のあり方について 

１．看護教員の要件について 
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１）看護教員の要件に関する課題 

○看護基礎教育を充実するためには、看護教員の質と量の双方を充実・強化させ

ることが必要であり、看護教員の要件についても、質と量の観点から議論する

ことが必要である。 

○大学卒や大学院修了の看護職員が増加する中、これらの看護職員の看護師等養

成所の看護教員への活用を推進することが考えられる。 

 

２）看護教員の要件の見直しについて 

○看護教員には一定期間業務に従事していた経験が必要であるが、看護教員確保

の観点からは、現行の要件において求められている５年を３年にし、その一方

で、従事が必要な業務内容を明示し、質の確保を図るべきという意見があった。 

○一方、現在の臨床現場の看護師の状況から考えると、業務への従事が３年では

学生等を教育することは難しいと思われることから、５年以上を維持すべきと

いう意見もあった。 

○看護教員確保の観点から、大学や大学院等での教育内容のうち、看護教員の要

件の対象とする履修内容を拡大し、大学卒や大学院修了の看護職員の看護教員

への活用が推進されるようにすることが必要である。 

 

１）実施体制・方法 

２．看護教員養成講習会について 

①現状と課題 

○看護教員養成の約８割は、都道府県による看護教員養成講習会（以下、講習会

という）が担っている。しかし、受講希望者の減少等により、開催基準である

定員３０名以上を満たす受講者数を１都道府県で確保するのが困難であるため、

開催しないところが多いのが現状である。また講習会の実施方法、修了の基準

や評価などが実施要領に具体的には示されておらず、実施状況は多様となって

いる。このように、看護教員の養成は、量的にも質的にも平準化していない状

況である。 

○講習会開催県が限定的であることから、受講を希望しても物理的な問題や家庭

の事情等により受講できないという状況があり、現在の実施方法が続く限り改

善は困難である。 

 

※ 厚生労働大臣の指定する看護師等養成所 

 

○また、すでに看護教員となっている者のうち、講習会を受講していない者（以

下、未受講者）に講習会を受講させると欠員状態となり、教育体制に支障が出
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るため、講習会に参加させることが困難な養成所もある。 

○都道府県が実施する看護教員養成講習会に対して、国はこれまで講習会の実施

要領を示し補助を行ってきたが、全国的に見ると質・量ともに格差が生じ、必

ずしも効果的な制度運用が行われてきたとは言い難い。 

 

②当面の改善策 

○看護教員の養成を全国的に平準化するためには、講習会をブロック単位で調整

した上で開催するなどの仕組みが構築されることが必要であり、その調整は当

面国が行うべきである。その際には、他の都道府県からの受講希望者を受け入

れやすくするため、開催都道府県に対して財政的な支援を行うべきである。 

○看護教員の確保の観点から、講習会による養成だけに頼るのではなく、看護系

大学における看護教員の養成を推進するため、財政面も含めた支援が求められ

る。 

○その場合、北海道から九州までの各ブロック内で、少なくとも１大学以上が実

施するように調整・推進することも、実現に向けた方策の一つとして考えられ

る。 

○一方、すでに教員となっている未受講者の受講を促進するためには、代替要員

の確保など養成所に対する国の財政支援が求められる。 

 

２）教育時間・内容 

①現状と課題 

○現行では 8 ヵ月で 900 時間の講習会を実施しており、つめこみ教育になって

いる。 

○講習会を受講することにより教員としての姿勢や態度に変化が見られ有益で

ある一方、講習会の内容に教員業務のすべてが含まれているわけではないので、

すぐに業務に反映できる内容を盛り込むことも必要である。 

○看護教員に求められる能力は時代とともに変わってきており、現在学生等を育

む教育学や教育論の視点が不足しているとの指摘もあるが、時代の変化に伴い

講習会の教育内容を適宜見直すことが求められている。 

○講習会の企画・運営はいわば「丸投げ」状態となっており、都道府県担当者が

看護教員の養成に必要な教育内容について把握し、理解できるような仕組みに

なっていないことも指摘されている。 

 

 

②当面の改善策 

○講習会において十分な講習成果を上げるためには、教育内容を整理するととも

249



に、ゆとりのある期間を設定すべきである。また、看護基礎教育内容の改正に

合わせて、講習会の教育内容を見直す必要がある。 

○講習会の質の確保・向上のため、看護教員養成における教育内容を見直すとと

もに、受講者の評価や講習会全体の評価なども含めた看護教員養成のためのガ

イドラインを早急に作成することが必要である。 

○また、ガイドラインには、教員養成のための教育内容を示すだけでなく、教育

目標として看護教員がどのような能力を身につけるべきか、また受講修了の基

準を示すべきである。 

○さらに、講習会を企画する都道府県担当者への情報提供や企画に関する相談体

制を構築することが必要であり、こうした支援を国が行うべきである。 

 

○より多くの受講希望者が就労を継続しながらでも受講できるよう、e ラーニン

グ等の通信制の導入について検討する必要がある。ｅラーニング等を活用する

ことにより、知識の習得に関しては講習内容を統一することができ、これによ

り教員養成の質を一定程度確保することができる。 

３．今後の看護教員養成のあり方について 

○また、現行では時間数で示されている教育内容を単位制とし、受講者の状況に

応じた複数年にわたる分割履修や放送大学等の活用も求められる。 

○受講者の利便性を高めるためには、近隣の看護系大学での科目等履修により修

得した単位を「教員養成課程」の一部として認定できるようにすることも必要

である。 

○また、看護教員の質を確保し、教員自身の意欲の向上を図るため、教員養成講

習会を修了したことを公的に認証し、更新制とする。さらに看護教員の教育に

おける能力を評価する仕組みを構築することについても検討する必要がある。 

○現在、看護師等養成所の看護教員を育成する講習会には実習指導者講習会・看

護教員養成講習会・専任教員の再教育研修・幹部看護教員養成課程があるが、

これらを連動させ、看護教員のキャリアパスとして示すことで、看護教員養成

講習会修了者の自信に繋がると考えられる。さらには学位取得に繋がるような

コースとして示すことが望まれる。 

○看護基礎教育の充実に向け、看護教員の質・量の充実は極めて重要な課題であ

り、質の高い看護教員養成の体制整備を図ることは急務であり、国は、こうし

た体制整備を支援すべきである。さらに、将来的には質の高い看護教員養成の

ために、大学や大学院での教員養成を促進することが望まれる。 

 

Ⅲ.看護教員の継続教育について 

１．看護教員の継続教育・評価について 
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１）現状と課題 

○現在、看護教員の継続教育を実施する上で教員の配置数、臨床現場との連携、

新人教員への支援が課題となっている。 

○看護師等養成所では、設置主体や養成所ごとで経験年数に基づく段階別の看護

教員に対する研修を体系化しているところがある一方で、小規模独立型の養成

所では、教員数やノウハウ等の問題から研修の体系化が困難となっている。 

○都道府県では、国の補助事業として、看護師等養成所の専任教員再教育事業を

行ってきたが、実施しているのは一部の都道府県のみである。また、その実施

内容や回数は様々で、トピックを取り扱った単発の研修が大半を占めており、

この研修だけでは、十分なキャリアアップが困難な状況となっている。 

○このように、看護教員が看護師等養成所で能力を発揮しながら教育にあたると

いう環境が必ずしも十分に整っていないことから、大学院修了等によりキャリ

アアップした看護教員たちは、看護師等養成所から大学へ移動する傾向がある。 

○一方、大学や大学院では、教師教育という意味でファカルティ・ディベロップ

メント（以下FDという。）※１

○教育機関の中には、臨床現場との連携を図るために、病院と教育機関のユニフ

ィケーション

の取り組みが義務づけられており、教育実践能力

や研究能力の向上ための研修、教育方法改善のための授業検討会の開催等とい

った活動を実施している。 

※２

○新人教員については研修の有無に関わらず、入職後すぐに一人の教員としての

実践が求められるという過酷な現状があるため、指導教員や助言システムを整

えているところもあるが、すべての看護師等養成所で整えられているわけでは

ない。特に、新人教員が 1 人のみの場合では、1 人で不安や悩みを抱えること

になり、バーンアウトにつながる傾向があるとの指摘もある。 

を行っているところもあるが、身分の保障や給与の関係など

の問題で十分に実践できていないところも多い。 

○教員の自己評価、学生等や保護者による他者評価システムは全体的に浸透しつ

つあるが、組織全体の教育環境に関する評価・改善システムにつながっている

ところは看護師等養成所においては少ない状況である。 

○幹部看護教員養成課程で実施されている教育内容は、看護師等養成所の運営上、

大きな役割を果たしており、継続教育の中に養成所の運営に関わっていく幹部

看護教員を対象とした研修を位置づけることは重要である。 

※１ファカルティ・ディベロップメント：教員が授業内容・方法を改善し、向上させるための

組織的な取組みの総称 

※２ユニフィケーション：看護サービスと教育ならびに研究の責任を 1 つの管理組織に所属さ

せること（看護実践・教育・研究の統合） 

２）当面の改善策 
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○どのような要件で看護師等養成所の教員になったとしても、教員としての基礎

がつくられる新任期の研修が重要である。そのため、新任期の研修体制を構築

し、看護教員の質の確保・向上のための財政支援を含めた方策を講じることが

必要である。 

○新人の看護教員を支えるためには、メンターやスーパーバイザーの設定など多

様なフォローアップ体制が考えられるが、新任期の研修体制構築と併せて検討

することが求められる。 

○一部の看護師等養成所で行われている体系化された看護教員の継続教育研修 

 や、大学で行われている看護教員向けの公開講座などを他の小規模独立型の養 

 成所でも活用できるようにするため、それぞれの地域において、大学等関係 

 機関の協力を得ながらブロック毎にネットワークを作り、その継続教育プログ 

 ラムを部分的に受講できる仕組みづくりを検討することが望まれる。 

○看護教員の継続教育は、行政を主体とするよりも、学会を主体として展開する

ことも効果的であり、学会の中で、看護教員の継続教育カリキュラムを複数組

んで、多様なプログラムが展開できるよう国の働きかけが必要である。 

○国の補助事業として、一部の都道府県で実施されている看護師等養成所の専任

教員再教育事業の中で、看護教員の成長段階別など個々のキャリアアップにつ

ながる内容も行われるよう検討すべきである。 

○小規模な看護師等養成所の看護教員が一定期間の研修に参加できるようにす

るために、代替教員を派遣する仕組みが必要である。 

○一方で、看護教員の継続教育は、看護師等養成所内においてFDの一環として、

教員相互の授業参観による教育実践能力の向上などといった能力開発に取り

組むことが必要である。 

○看護教員が運営管理に関する知識の修得等を通じ、看護師等養成所において管

理的役割を果たすなどといったキャリアアップを図るために、大学院を活用す

ることも考えられる。 

 

○看護師等養成所の看護教員も職位の違いだけに留まらず、魅力的な専門職業と

して、キャリアアップしていく仕組みをより多彩に整備する必要がある。 

２．今後の看護教員の継続教育について 

○個々の看護教員のキャリアアップを考える際に、例えば看護師の成長段階別モ

デル（ラダー）と同様に、看護教員についても新任、中堅、ベテランといった

ラダーを作成し、看護教員自らがキャリアアップできるシステムを整備すべき

である。 

○看護師等養成所においても、大学や大学院のように看護教員のＦＤの義務化に

ついて検討する必要がある。また将来的には、看護教員の教育実践能力の向上
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のための FD が、設置主体の異なる看護師等養成所間で連携して行われること

が望まれる。 

○看護教員が生涯を通じてキャリアアップを重ね、モチベーションを維持してい

くためには、教育の成果や専門性を自己点検・自己評価できるようなシステム

と組織全体の教育環境に関する評価・改善システムの整備が看護師等養成所に

は必要である。 

○看護教員の看護実践能力の向上を図るために、将来的には看護師等養成所 

と臨床現場の連携によるユニフィケーション等のシステム化を推進するため 

の検討が必要である。 

 

 

Ⅳ. 学生等の看護実践能力の向上を図るための教育体制について 

１．臨床現場で看護を実践している看護職員の活用と臨地実習の指導体制

について 

１）現状と課題 

○臨地実習指導に関わる看護教員や臨床の実習指導者が不足していることから、

学生等が患者へ直接的な看護を実習の中で十分に行える環境が整備されてい

ない現状がある。 

○臨床の実習指導者は、配属先の通常業務との兼務で指導することが多く、学生

等が実習指導者から十分な指導を受けられる実習環境が整っていない現状が

ある。 

○実習施設によって実習指導者の配置数には差があり、実習施設で職員を実習指

導者講習会へ派遣する際は、施設側の負担で行われている。 

○看護教員が看護実践能力を維持するためには、臨床現場で看護を実践する必要

があるが、その立場と責任の所在が大きな課題となっている。 

○臨床現場で看護を実践している看護職員の活用の例としては、専門看護師が主

に大学院教育で、また認定看護師が看護師等養成所や大学の教育に活用されて

おり、学生等に最新の知識や技術が提供できるだけでなく、職業人モデルとし

て看護職への動機付けを与える効果があるとの指摘もある。 

 

２）当面の改善策 

○学生等の実習の質を上げるためには、学生等が行う学内演習時から臨床の実習 

指導者が関わることのできるシステムや、高度実践能力を持つ看護職員（専門

看護師や認定看護師等）を教員として活用するシステムを作る必要がある。ま

た、高度実践能力を持つ看護職員を地域内にある複数の教育機関で広く活用す

るなどの仕組みも求められる。 
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○さらに、学生等の看護実践能力の向上のため、臨地実習の際には実習指導者の 

専任配置又は看護教員や実習指導教員もしくは実習指導者のいずれかが、直接 

実習の指導ができる体制整備を推進する必要がある。 

○その際には、学生等が効果的な実習指導を受けられるよう、同一レベルの指導

が継続的に行われる体制を作ることが重要である。 

○看護教員と臨床の実習指導者は、患者を尊重する立場と学生等の教育者として

の立場との調和を保つことが重要で、協働する中でうまく役割分担をしていく

ことが望まれる。さらには、看護教員と臨床の実習指導者が同じ目標に向かっ

て学生等の達成度合いを評価しながらその結果を共有し、指導していく体制を

作ることが重要である。 

 

２．今後の学生等の看護実践能力の向上を図るための教育体制について 

○看護学生が受ける看護基礎教育の質の充実を図るには、臨床現場で看護を実践

している看護職員の活用が促進されることが望ましい。そのためには、臨床現

場での指導体制の充実が可能となるいわゆる臨床教員制※等の導入が、付属病

院のない学校養成所でも進むような体制整備が必要である。 

○また、そういった体制を整えて医療人材の育成に貢献している実習施設が、教

育に熱心な施設として社会的に評価される仕組みを検討する必要がある。 

○学生等の看護実践能力を向上させ、臨床現場との乖離を少なくするためには、

教員に対する研修や臨地実習の指導体制の充実などを促進することが重要な

課題であると言われている。しかし、看護基礎教育の質の向上を目指すには看

護教員の現在の配置人数では外部研修の受講や臨地実習における学生等への

十分な指導などに限界があることがこれまでも指摘されており、今後、現行の

配置基準の引き上げを検討することが望まれる。 

 

※ 臨床教員制：決まった定義はなく、経験年数や専門分野等の一定基準のもとに、臨床現場

で働く看護職員が契約を交わし、学校養成所から「臨床教授」「臨床教員」「臨床講師」等

の称号を与えられて看護学生の講義や演習、実習の指導にあたるなど、実態は様々である 

 

 

おわりに 

看護基礎教育の充実に向けた様々な方策を進める上で、看護教員の質の向上

を図ることは重要であることから、今回、初めて看護教員の今後のあり方も含

めた検討を行ってきた。 

  検討を重ねた結果、看護教員や看護基礎教育の現場をめぐる多くの課題が整

理され、それらを改善するための方向性が示された。今後は、これらの改善策
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を看護教員、看護師等学校養成所、看護教育に携わる団体や学会、都道府県、

国が連携・協力して着実に推進していくことが重要である。 

看護教育については、現在、厚生労働省の他の検討会で議論されているとこ

ろであるが、看護教員にかかる中長期的な視点に立った改善策についても、こ

れらの検討会における議論を踏まえ、看護の質の向上と確保を図るため、連動

性を持った効果的な政策を検討すべきである。 

一方、改善策の具体的内容にまで結論が至らなかった事項についても、一定

の方向性が示されており、看護教員の質の向上を目指して、継続的な検討や所

要の対応がとられることが望まれる。 
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、

公
的

な
枠

組
み

で
特

例
的
に

行
う
も

の
で
あ
る
。
（
看
護
分
野
の
労
働
力
不
足
へ
の
対
応
で
は
な
く
、
労
働
市
場
へ

の
影
響

を
考
慮

し
て
受

入
れ
最

大
人
数

を
設
定

。
）

フ
ィ

リ
ピ

ン
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
平

成
2
0
年

７
月

１
日

協
定

発
効

平
成

2
0
年

1
2
月

1
1
日

協
定

発
効

・
外

国
人
候
補
者
の
受
入
れ
を
適
正
に
実
施
す
る
観
点
か
ら
、
我
が
国
に
お
い
て
は
国
際
厚
生
事
業
団
（
J
I
C
W
E
L
S
）
が
唯
一
の
あ
っ
せ
ん
機
関
と
し
て
位
置
づ
け

ら
れ
、

こ
れ

以
外

の
職

業
紹

介
事
業

者
や
労

働
者
派
遣
事
業
者
に
外
国
人
候
補
者
の
あ
っ
せ
ん
を
依
頼
す
る
こ
と
は
で
き
な

い
。

平
成

2
0
年

８
月

第
１
陣

1
0
4
名

を
受

け
入

れ
た
。

平
成
2
1
年
７
月

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
4
か
月
間
の
日
本
語
研
修
を
開
始
。

平
成

2
1
年

1
1
月

第
２
陣

1
7
3
名

が
入

国
し
、
2
か

月
間

の
日

本
語

研
修

を
経

て
2
2
年
1
月
よ
り
就
労
開
始
予
定
。

平
成

2
1
年

５
月

第
1
陣

が
６
か

月
間

日
本

語
研

修
を
受

講
。

平
成
2
1
年
1
0
月

8
8
名
が
就
労
開
始
。 フ
ィ

リ
ピ

ン
の
看
護

師
＋

３
年

の
実

務
経
験

イ
ン

ド
ネ

シ
ア
の
看

護
師

＋
２

年
の

実
務
経
験

【
看

護
師

候
補

者
受

入
れ

の
流

れ
】

【
看

護
師

候
補

者
受

入
れ

の
流

れ
】

J
I
C
W
E
L
S
 の

あ
っ

せ
ん

に
よ

る
雇

用
契

約
の

締
結

、
入

学
許

可
書

の
署

名
J
I
C
W
E
L
S
 の

あ
っ

せ
ん

に
よ

る
雇

用
契

約
の

締
結

４
か

月
間

の
日
本
語

研
修

６
か

月
間

の
日
本
語

研
修
、

看
護
･
介
護

導
入
研

修

入
国

在
留

期
間

は
上

限
３
年

（
年
１

回
更
新

）

２
か

月
間

の
日
本
語

研
修
、

看
護
･
介
護

導
入
研

修

入
国

在
留

期
間

は
上

限
３
年
（
年
１
回
更
新
）

看
護

師
国

家
試
験

を
受

験
合

格

病
院

で
就

労
・
研
修

(雇
用
契
約
に
基
づ
く

)

看
護

師
国

家
試
験

を
受

験
合

格

病
院

で
就

労
・
研
修

(
雇

用
契

約
に

基
づ

く
)

を
受

験
⇒

 合
格

※
受

入
れ

最
大

人
数

：
当

初
２

年
で

40
0
名

※
不

合
格

者
（
資
格

を
取
得

し
な
か

っ
た
者

）
は
、

帰
国
す

る
。

※
国

家
資

格
の
取
得

後
は
、

引
き
続

き
、
看

護
師
と

し
て
滞

在
･
就
労
が

可
能
。

(
更
新
あ
り
、
上
限
な
し
)

を
受

験
⇒

 合
格

※
受

入
れ

最
大

人
数

：
平

成
20

年
度

、
2
1年

度
の

２
年

で
4
0
0名

平
成

2
2
年

度
2
0
0
名

※
不

合
格

者
（
資
格

を
取
得

し
な
か

っ
た
者

）
は
、

帰
国
す

る
。

※
国

家
資

格
の
取
得

後
は
、

引
き
続

き
、
看

護
師
と

し
て
滞

在
･
就
労
が

可
能
。

(
更
新
あ
り
、
上
限
な
し
)
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保
健

師
助

産
師

看
護

師
法

等
改

正
（
Ｈ
２
１
．
７
．
１
５
公

布
）

２
２
．
保

健
師

助
産

師
看

護
師

法
等

の
改

正
に
つ
い
て

趣 旨

今
後

、
地

域
医

療
を

守
り

、
国

民
に

良
質

な
医

療
、

看
護

を
提

供
し

て
い

く
た

め
に

は
、

医
師

の
み

な
ら

ず
、

看
護

師
を

は
じ

め
と

す
る

看
護

職
員

が
、

チ
ー

ム
医

療
を

担
う

重
要

な
一

員
と

し
て

そ
の

専
門

性
を

発
揮

す
る

こ
と

が
極

め
て

重
要

で
あ

り
、

そ
の

資
質

及
び

能
力

の
一

層
の

向
上

や
、

看
護

職
を

一
層

魅
力

あ
る

専
門

職
と

す
る

こ
と

を
通

じ
た

看
護

職
員

の
確

保
が

求
め

ら
れ

て
い

る
。

本
改

正
は

、
こ

う
し

た
必

要
性

に
か

ん
が

み
、

国
家

試
験

の
受

験
資

格
を

改
め

る
と

と
も

に
、

新
人

看
護

職
員

の
臨

床
研

修
そ

の
他

の
研

修
等

に
い

て
定

め
た

（
改

正
法

は
平

成
２

２
年

４
月

１
日

か
ら

施
行

）

受
験

資
格

の
改

正
新

人
看

護
職

員
の

研
修

等

の
研

修
等

に
つ

い
て

定
め

た
。

（
改

正
法

は
平

成
２

２
年

４
月

１
日

か
ら

施
行

）

受
験

資
格

の
改

正
（

保
健

師
助

産
師

看
護

師
法

）

新
人

看
護

職
員

の
研

修
等

①
保

健
師

国
家

試
験

の
受

験
資

格
に

つ
い

て
、

文
部

科
学

大
臣

の
指

定
し

た
学

校
に

お
け

る
修

業
年

【【
保

健
師

助
産

師
看

護
師

法
改

正
関

係
保

健
師

助
産

師
看

護
師

法
改

正
関

係
】】

保
健

師
、

助
産

師
、

看
護

師
及

び
准

看
護

師
は

、
免

許
を

け
た

後
も

臨
床

修
そ

他
修

を
部

科
学

大
臣

の
指

定
し

た
学

校
に

お
け

る
修

業
年

限
を

６
か

月
以

上
か

ら
１

年
以

上
に

延
長

す
る

こ
と

。

②
助

産
師

国
家

試
験

の
受

験
資

格
に

つ
い

て
文

免
許

を
受

け
た

後
も

、
臨

床
研

修
そ

の
他

の
研

修
を

受
け

、
そ

の
資

質
の

向
上

を
図

る
よ

う
に

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

も
の

と
す

る
こ

と
。

②
助

産
師

国
家

試
験

の
受

験
資

格
に

つ
い

て
、

文
部

科
学

大
臣

の
指

定
し

た
学

校
に

お
け

る
修

業
年

限
を

６
か

月
以

上
か

ら
１

年
以

上
に

延
長

す
る

こ
と

。

【
看

護
師

等
の

人
材

確
保

の
促

進
に

関
す

る
法

律
改

正
関

係
】

①
看

護
師

等
の

確
保

を
促

進
す

る
た

め
の

措
置

に
関

す
る

基
本

的
な

指
針

に
定

め
る

事
項

に
つ

い
て

、
看

護
師

等
の

研
修

等
を

明
記

す
る

こ
と

③
看

護
師

国
家

試
験

の
受

験
資

格
を

有
す

る
者

と
し

て
、

文
部

科
学

大
臣

の
指

定
し

た
大

学
に

お
い

て
看

護
師

に
な

る
の

に
必

要
な

学
科

を
修

め
て

卒
業

し
た

者
を

明
記

す
る

こ
と

研
修

等
を

明
記

す
る

こ
と

。
②

国
の

責
務

に
つ

い
て

、
看

護
師

等
の

研
修

等
を

明
記

す
る

こ
と

。
③

病
院

等
の

開
設

者
等

の
責

務
に

つ
い

て
、

イ
）

新
規

採
用

看
護

師
等

に
対

す
る

臨
床

研
修

そ
の

他
の

研
修

の
実

施
及

び
）

看
護

師
等

が
自

発
的

に
研

修
を

受
け

る
た

め
業

し
た

者
を

明
記

す
る

こ
と

。
及

び
、

ロ
）

看
護

師
等

が
自

発
的

に
研

修
を

受
け

る
た

め
の

配
慮

を
明

記
す

る
こ

と
。

④
看

護
師

等
の

責
務

に
つ

い
て

、
研

修
を

受
け

る
こ

と
等

を
明

記
す

る
こ

と
。
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２
３

．
看

護
職

員
就

業
場

所
別

就
業

者
数

の
推

移
（
単

位
：
人

）
介

護
老

人
訪

問
看

護
社

会
福

祉
介

護
老

人
看

護
師

等
学

校
養

保
健

施
設

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

施
  
  
  
設

福
祉

施
設

成
所

・
研

究
機

関

１
５

年
1
,2

6
8
,4

5
0

9
,1

5
6

3
1
,2

2
1

8
0
3
,3

9
3

2
7
9
,2

9
8

1
,7

0
7

3
2
,3

7
2

2
6
,8

7
2

1
5
,2

1
6

2
1
,3

3
3

2
0
,9

1
7

6
,3

4
1

1
3
,3

0
5

7
,3

1
9

１
６

年
1
,2

9
2
,5

9
3

8
,8

9
4

3
0
,7

2
4

8
1
1
,5

3
8

2
8
7
,2

3
8

1
,7

3
9

3
3
,9

9
1

2
6
,4

3
4

1
4
,0

6
0

2
2
,8

9
2

2
7
,0

8
9

7
,6

2
6

1
3
,3

8
1

6
,9

8
7

１
７

年
1
,3

0
8
,4

0
9

8
,8

8
8

3
2
,7

6
2

8
1
8
,5

8
0

2
8
3
,6

2
3

1
,6

9
4

3
5
,4

9
4

2
7
,2

6
6

1
4
,1

3
1

2
3
,4

2
7

3
2
,2

2
8

8
,7

3
8

1
4
,0

5
6

7
,5

2
2

１
８

年
1
,3

3
3
,0

4
5

8
,5

3
4

3
2
,7

0
2

8
3
1
,9

2
1

2
9
0
,9

2
9

1
,6

4
6

3
5
,9

6
3

2
7
,3

0
7

1
5
,6

4
1

2
5
,5

0
5

3
3
,9

2
3

7
,6

1
3

1
3
,6

3
7

7
,7

2
4

１
９

年
1
,3

7
0
,2

6
4

8
,3

8
1

3
3
,3

1
1

8
5
1
,9

1
2

2
9
7
,0

4
0

1
,6

3
6

3
7
,9

9
5

2
8
,4

9
4

1
6
,3

5
4

2
7
,3

4
8

3
7
,6

9
5

8
,2

9
4

1
3
,8

5
9

7
,9

4
5

(注
1
)

「
病

院
」
に

つ
い

て
は

、
「
病

院
報

告
」
に

基
づ

く
。

(注
2
)

「
診

療
所

」
に

つ
い

て
は

、
H

1
7
年

は
「
医

療
施

設
調

査
」
に

基
づ

く
。

平
成

1
5
、

1
6
、

1
8
、

1
9
年

は
看

護
課

で
推

計
し

た
。

(注
3
)

「
病

院
」
及

び
「
診

療
所

」
以

外
に

つ
い

て
は

、
H

1
6
、

1
8
年

は
「
衛

生
行

政
報

告
例

」
に

基
づ

く
。

平
成

1
5
、

1
7
、

1
9
年

は
看

護
課

で
推

計
し

た
。

区
  
  
 分

保
 健

 所
市

 町
 村

そ
 の

 他
総

　
　

数
病

  
  
  
院

診
 療

 所
助

 産
 所

事
 業

 所
居

宅
サ

ー
ビ

ス
等
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保
健

師
・
助

産
師

就
業

者
数

（
年

次
別

、
就

業
場

所
別

）

保
健

師
就

業
者

数
(年

次
別

、
就

業
場

所
別

)
（
単

位
：
人

）

年
次

総
　

　
数

保
健

所
市

 町
 村

病
  
  
 院

診
 療

 所
介

護
老

人
保

健
施

設
訪

問
看

護
ｽ

ﾃ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

社
会

福
祉

施
設

介
護

老
人

福
祉

施
設

居
宅

ｻ
ｰ

ﾋ
ﾞ

ｽ
等

事
 業

 所

看
護

師
等

学
校

養
成

所
・
研

究
機

関

そ
 の

 他

１
５

年
4
5
,9

7
6

7
,5

8
8

2
2
,6

4
5

2
,5

8
7

6
,8

8
7

6
2

4
7
7

4
9
4

6
4

5
5
0

1
,9

3
4

8
9
2

1
,7

9
6

１
６

年
4
6
,0

2
4

7
,6

3
5

2
2
,3

1
3

2
,7

6
6

7
,1

1
4

3
7

4
8
7

4
7
1

3
3

4
7
2

2
,4

1
5

8
4
1

1
,4

4
0

１
７

年
4
6
,7

6
4

7
,6

4
6

2
2
,7

8
0

2
,9

3
9

6
,8

8
7

3
9

4
2
7

4
0
6

5
5

6
8
1

2
,5

5
6

9
1
9

1
,4

2
9

１
８

年
4
7
,0

8
8

7
,1

8
5

2
3
,4

5
5

3
,0

7
3

6
,9

8
5

3
8

3
0
9

3
3
7

3
7

4
9
6

2
,4

3
7

8
8
4

1
,8

5
2

１
９

年
4
8
,2

4
6

7
,1

3
7

2
3
,8

3
3

3
,6

0
5

7
,0

9
6

3
9

3
0
1

3
5
0

4
1

4
9
2

2
,6

5
1

8
9
6

1
,8

0
5

(注
1
)

「
病

院
」
に

つ
い

て
は

、
「
病

院
報

告
」
に

基
づ

く
。

(注
2
)

「
診

療
所

」
に

つ
い

て
は

、
H

1
7
年

は
「
医

療
施

設
調

査
」
に

基
づ

く
。

平
成

1
5
、

1
6
、

1
8
、

1
9
年

は
看

護
課

で
推

計
し

た
。

(注
3
)

「
病

院
」
及

び
「
診

療
所

」
以

外
に

つ
い

て
は

、
H

1
6
、

1
8
年

は
「
衛

生
行

政
報

告
例

」
に

基
づ

く
。

平
成

1
5
、

1
7
、

1
9
年

は
看

護
課

で
推

計
し

た
。

助
産

師
就

業
者

数
(年

次
別

、
就

業
場

所
別

)
（
単

位
：
人

）

開
 設

 者
従

 事
 者

出
張

の
み

計

１
５
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２４．平成２２年度開校・課程変更・定員変更予定の看護師等養成所一覧

都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

福岡県 遠賀中間医師会立遠賀中央看護助産学校 遠賀郡水巻町下二西二丁目1番33号 15 社団法人　遠賀中間医師会

都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

千葉県 亀田医療技術専門学校 鴨川市東町1343番地２ 20 学校法人　鉄蕉館

都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

宮城県 仙台徳洲看護専門学校 仙台市太白区茂庭台1丁目3番4号 50 医療法人　徳洲会

山形県 酒田市立酒田看護専門学校 酒田市中町3丁目7番16号 30 酒田市

茨城県 茨城北西看護専門学校 常陸大宮市下村田字堂山２３０４番４ 30 （仮）学校法人　志村学園

山口県 下関看護リハビリテーション学校 下関市竹崎町３丁目４番地１７号 40 学校法人　福岡保健学院

山口県 ＹＩＣ看護福祉専門学校 防府市中央町１番８号 40 学校法人　中央学園

山口県 ウエストジャパン看護専門学校 下関市大坪本町４４番２０号 40 医療法人　茜会

都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

北海道 市立室蘭看護専門学院（看護学科） 室蘭市高砂町３丁目１１番１号 50→80 室蘭市

神奈川県 茅ヶ崎看護専門学校 茅ヶ崎市今宿３９０番地 40→80 学校法人　湘南ふれあい学園

神奈川県 厚木看護専門学校　看護第一学科 厚木市松枝２丁目６番５号 40→80 社会福祉法人　神奈川県総合リハビリテーション事業団

兵庫県 姫路市医師会看護専門学校　第１看護学科 姫路市御立西５丁目６番２２号 40→80 社団法人　姫路市医師会

都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

千葉県 亀田医療技術専門学校 鴨川市東町1343番地２ 80 学校法人　鉄蕉館

新潟県 長岡看護福祉専門学校 長岡市上富岡町１９６１番地２１ 40 （仮）学校法人　悠久崇徳学園

新潟県 上越看護専門学校 上越市大潟区犀潟５１７番１ 40 （仮）学校法人　悠久崇徳学園

都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

神奈川県 イムス横浜国際看護専門学校 横浜市緑区長津田６丁目２０番２４号 80 医療法人財団　明理会

照会先：厚生労働省医政局看護課

担当者：平賀、奥田

連絡先：０３-３５９５-２２０６

平成２２年度看護師等養成所の開校等の予定について

平成２２年４月１日開校等を予定している看護師等養成所について、下記のとおり指定及び変更承認をしたのでお知らせします。

　助産師養成所（全日制）新設

【助産師養成所】

　看護師養成所（３年課程全日制）設置者変更

　看護師養成所（３年課程全日制）定員変更

　看護師養成所（３年課程全日制）課程変更

平成２2年度開校等の予定の看護師等養成所一覧

　看護師養成所（３年課程全日制）新設

（平成21年12月25日現在）

【看護師養成所】

　助産師養成所（全日制）設置者変更
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